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公益社団法人北海道社会福祉士会 

 第 1８回定時総会次第 

 

と き  2016年 6月 11日（土）15：30～17:30（予定） 

ところ  札幌市中央区北 2条西 7丁目 かでる 2.7 5階 520研修室 

    出席者 理事 

高橋修一・清野光彦・山崎加代子・山本幸治・櫻井宏樹 

佐藤雅幸・島田剛・髙橋通江・竹田匡・田巻憲史・野村宏之・林富子 

芳賀憂子・原貴弘・福森星輔・三谷真理・湯淺弥・松本伊智朗                                      

                                                                                             

  監 事 越前谷賢一・佐藤はるみ                  

相談役 柏浩文 

  事務局 堀川泰雄 小林多世 五十嵐綾 

 

次 第 

１ 開会の辞 

２ 議長選出 

３ 資格審査委員選出（資格審査） 

４ 議事録署名人選出 

５ 会長挨拶 

６ 資格審査報告 

７ 議事 

    議案第１号 2015年度事業報告（案）について ･･････････････････････１ 

議案第２号 2015年度収支決算報告(案)について ･･････････････････４４ 

議案第３号 2015年度監査報告(案)について ･･････････････････････７１ 

議案第４号 組織体制の見直しにかかる関係規則の一部改正について･･７２ 

議案第５号 役員選出規則の一部改正について ･････････････････････８８ 

議案第６号 代議員選任規則の廃止について ･････････････････････１１２ 

            

 ８ 報告事項 

    報告事項第１号 理事会承認事項について ･･･････････････････････１１３ 

 

 ９ 議長退任 

１０ 閉会の辞 
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議案第１号 

2015年度事業報告（案） 

【総 括】 

１ 会員拡大と魅力ある組織づくり 

本会としては、前年度に引き続き、生活困窮者自立支援法に関する政策提言を行い、職能団体としてソ

ーシャルアクションを行うことができました。 

また、新生涯研修制度については、基礎研修Ⅰ～Ⅲまでを実施することができ、103名の修了者が誕生す

るとともに、本部と支部が一体的に研修を実施する体制を整備することができました。 

 

２ 地区支部との連携強化と事業の一体化 

本年度も地区支部長・事務局長会議を開催し、本部と支部の連携強化を図るとともに、「福祉何でも相談

会」事業の実施など本部と支部が一体的に事業を実施することができました。また、各地区支部の会計担

当者による研修会・情報交換会を開催するなどして、本部と支部の連結会計事務の円滑化にも努めました。 

 

３ 道民に信頼される組織づくり 

本会として実施すべき事業の増加等により、各委員会の再編を目指すなどして、公益社団法人として道

民に信頼される組織づくりに向けて検討を開始しました。 

 

Ａ.組織状況 

1．定款に定める目的（定款第3条より抜粋） 

    この法人は、社会福祉の援助を必要とする北海道民の生活と権利を擁護し、社会福祉に関する知識及

び技術の道民への普及・啓発を行なうとともに、社会福祉事業に携わる専門職員に対する技能の研鑽を

行なうことにより、地域福祉サービスの推進と発展を図り、もって北海道内における社会福祉の増進に

寄与することを目的とする。 

 

2．定款に定める事業内容（定款第4条より抜粋） 

  （1）社会福祉の援助を必要とする北海道民の生活と権利の擁護に関する事業 

（2）北海道民への社会福祉に関する知識及び技術の普及・啓発に関する事業 

（3）社会福祉士の職務に関する知識及び技術の向上に関する事業 

（4）社会福祉士等の資格取得の支援に関する事業 

（5）相談援助従事者の養成及び技術の研鑽に関する事業 

（6）社会福祉及び社会福祉士に関する調査研究に関する事業 

（7）社会福祉団体その他の関係団体との連携に関する事業 

（8）北海道福祉サービス第三者評価事業に関する事業 

（9）その他この法人の目的を達成するために必要な事業 

 

3．会員の状況（2016年3月末現在） 

北海道社会福祉士会会員数 1,726 名（組織率 20.08％） 

＜地区支部別会員数＞ 

道央地区支部   799 名 

道南地区支部   129 名 

道北地区支部   235 名 

オホーツク地区支部   97 名 

十勝地区支部   154 名 

釧根地区支部   140 名 

日胆地区支部   172 名 

（参考）全国登録者数       190,109名（北海道登録者数 8,597名） 

         日本社会福祉士会会員数  38,196名（組織率 20.09％） 

 

4．主たる事務所の状況 

   主たる事務所：札幌市中央区北2条西7丁目 かでる2.7 4階 

 

5．役員等に関する事項                               ＜別表1＞参照 
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Ｂ.事業実施状況  ＜2015年度事業計画に基づき報告します＞ （以下敬称略） 

 

（1） 社会福祉の援助を必要とする北海道民の生活と権利の擁護に関する事業 

■ ぱあとなあ北海道運営委員会 

1．権利擁護・利用者支援事業の推進 ～権利擁護センター「ぱあとなあ北海道」の運営 

（1）権利擁護・成年後見相談の実施（2016年3月末現在）月～金曜日 9時30分～16時30分 

電話・来所相談 相談員の配置 

区分 実績 前年度比較 

相談方法 

電話 49 ＋2 

来所 5 －4 

メール 0 ±0 

相談者 

本人 5 －2 

家族・親戚 17 ＋1 

社会福祉士 5 －9 

施設等 27 ＋8 

分野別 

認知症 19 －8 

知的障がい 7 －1 

精神障がい 6 ±0 

その他 22 ＋7 

相談内容 

制度全般 11 －12 

事例相談 43  

後見人依頼 0 －4 

その他 0 －29 

相談件数 合計 54 －2 

 

（2）後見活動の支援 

① 家庭裁判所への候補者名簿提出及び成年後見人選任の調整 

・ 家庭裁判所へ提出の後見人候補者数（264 名） 

札幌家庭裁判所 134 名、旭川家庭裁判所 33 名、釧路家庭裁判所 79 名、函館家庭裁判所 18 名 

・ 後見人の選任（2016 年 1 月末現在） 

〔法定後見人等〕（183 人 434 件） 

地区支部名 受任者数（昨年度比較） 受任件数（昨年度比較） 

道央 68 人（ ＋1）   110 件（ ＋11） 

道南 14 人（ ＋1）     68 件（ ＋21） 

道北 19 人（ ±0）    61 件（ ＋16） 

十勝  31 人（ ＋4）   59 件（ ＋14） 

釧根 19 人（ －2）   63 件（ ＋10） 

オホーツク 12 人（ ＋2）   21 件（ ＋5） 

日胆 20 人（ ＋3）   52 件（ ＋7） 

合計 183 人（ ＋9）    434 件（ ＋84） 

 

〔任意後見契約〕（13 人 15 件） 

地区支部名 受任者数（昨年度比較） 受任件数（昨年度比較） 

道央 6 人（ －1）   8 件（ －1） 

道北 2 人（ ±0）   2 件（ ±0）   

十勝 2 人（ ±0）   2 件（ ±0）   

釧根 1 人（ ＋1）   1 件（ ＋1）   

オホーツク 1 人（ ±0）   1 件（ ±0）   

日胆 1 人（ ＋1）   1 件（ ＋1）   

合計 13 人（ ＋1）   15 件（ ＋1）   

     

〔保佐監督人〕（1 人 1 件） 

地区支部名 受任者数（昨年度比較） 受任件数（昨年度比較） 

十勝 1 人（ ±0）   1 件（ ±0）   
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② ぱあとなあ登録及び報告書の管理・確認 

 

③ ぱあとなあ北海道名簿登録者フォローアップ研修の開催 

2015年9月5日（土）札幌市社会福祉総合センター 4階大集会室 参加者39人 

「研修ガイダンス ～ぱあとなあ北海道の活動概要について」 

講師 宮澤 英雄（運営委員長） 

「後見実務と記録等について」 

講師 細谷 義江（運営委員） 

「社会福祉士賠償責任保険の概要について」 

  講師 近藤 昌樹 氏（株式会社マッシュ） 

「福祉サービス利用における実務と留意点」 

講師 清野 祥子（運営委員） 

「後見人の倫理」 

 講師 平川 俊彦（運営委員） 

 

④ 各地区支部におけるぱあとなあ登録者及び成年後見人受任者勉強会の開催  

地区 

支部 
会議・研修名称（場所） 開催日 内容「テーマ」・講師 

参加 

人数 

道央 第 1 回登録者学習会・意見

交換会 

（かでる 2.7） 

6 月 20 日 

(土) 

「道央地区支部ぱあとなあの現況と新規受任

の流れ等について」 

細谷 義江（会員）、長井 巻子（会員） 

23 名 

 

第 2 回登録者学習会・意見

交換会 

（かでる 2.7） 

8 月 29 日 

（土） 

「死後事務について」 

中村 謙司 氏 

（司法書士 中村謙司事務所） 

27 名 

 

第 3 回登録者学習会・意見

交換会 

（かでる 2.7） 

11 月 21 日 

（土） 

「後見人等としての活動報告」 

鈴木 健（会員） 

17 名 

 

第 4 回登録者学習会・意見

交換会 

（かでる 2.7） 

2 月 20 日 

（土） 

「債務があるケースの対応について」 

萱原 麻希 氏 

（リーガルサポート司法書士） 

17 名 

 

道南 第 1 回道南ぱあとなあ登録

者フォローアップ研修 

（特別養護老人ホーム俱

有） 

9 月 20 日 

（日） 

①道ぱあとなあ委員会からの連絡事項 

②実務上の疑問点について情報交換 

③関係機関との連携状況報告 

12 名 

第 2 回道南ぱあとなあ登録

者フォローアップ研修 

（函館市総合福祉センタ

ー） 

2 月 9 日 

（火） 

① 道ぱあとなあ委員会からの連絡事項 

（定期報告の提出について、家裁への業務報告

について、非弁行為非司行為への注意喚起） 

② 実務上の情報交換 

7 名 

成年後見事例検討会 

（サンリフレ） 

 

12 月 2 日のみホテル法華

クラブ 

4 月 15 日 

（水） 

6 月 17 日 

（水） 

8 月 19 日 

（水） 

10 月 21 日 

（水） 

12 月 2 日 

（水） 

2 月 17 日 

（水） 

・函館弁護士会との合同事例検討会 

（認知症高齢者、精神障害者、知的障害者、未

成年後見などの事例を検討） 

・消費者被害予防、救済のための実務上の留意

点に関する資料を学習 

・マイナンバーの取り扱いについて 

30～

40 名 

道北 第 1 回ぱあとなあ北海道

道北地区支部研修（登録

者・受任者研修） 

（旭川市・ときわ市民ホー

ル） 

7 月 11 日

（土） 

講義「介護保険制度と高齢者の理解」グループ

ワーク「専門職成年後見人活動について」 

講師 幹事 平川 俊彦（会員） 

（リーガルサポート旭川支部の会員研修と合

同開催） 

17 名 
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第 2 回ぱあとなあ北海道

道北地区支部研修（道北支

部秋季セミナーに兼ねる）

（名寄市立大学） 

11 月 7 日

（土） 

受任ガイドラインについて・家裁後見報告方法

の変更と身上監護報告様式について 

報告 幹事 平川 俊彦（会員） 

35 名 

オホー

ツク 

第 1 回権利擁護学習会 

（北見市総合福祉会館） 

6 月 27 日 

（土） 

・「全体会、並びに受任状況報告会」 

・報告事項、自己紹介と受任の状況について 

6 名 

第 2 回権利擁護学習会 

（北見市総合福祉会館） 

8 月 30 日 

（日） 

・「弁護士の仕事」友澤弁護士 

３士の協働を考える 

・懇親会開催 

13 名 

第 3 回権利擁護学習会 

（北見市総合福祉会館） 

12 月 5 日 

（土） 

・「新しい報告様式について」 

北見家庭裁判所 中野主任書記官 

・各自の受任状況・概要報告 

13 名 

第 4 回権利擁護学習会 

（北見市総合福祉会館） 

2 月 6 日 

（土） 

・ぱあとなあ運営委員会の報告 

・事例報告「債務のあるケースの受任」 

本見 研介（会員） 

9 名 

十勝 第 1 回フォローアップ研

修 

（帯広市グリーンプラザ） 

6 月 22 日 

（月） 

事例発表：中島 由昌（会員） 

後見事務の基本的事項の振り返り 

清野 光彦（会員） 

14 名 

第 2 回フォローアップ研

修 

（帯広市保健福祉センタ

ー） 

8 月 8 日 

（土） 

「専門職に期待すること」 

土屋 賢吾 氏 

（釧路家庭裁判所帯広支部 上席主任書記官） 

「十勝管内に於ける成年後見制度の活用状況」 

高橋 茂紀 氏 

（十勝総合振興局保健環境部社会福祉課主幹） 

「後見信託支援制度について」 

酒井 勝巳 氏 

（司法書士酒井綜合法務事務所） 

情報交換 

22 名 

第 3 回フォローアップ研

修 

（帯広市グリーンプラザ） 

9 月 7 日 

（月） 

事例発表 新規受任事例 河瀬 貴（会員） 

家裁への定期報告様式変更情報 

情報交換・提供 マイナンバーと後見業務等 

清野 祥子（会員） 

16 名 

第 4 回フォローアップ研

修 

（もみじ乃） 

1 月 11 日 

（月） 

新年交流会及び情報交換会 16 名 

第 5 回フォローアップ研

修 

（帯広市グリーンプラザ） 

3 月 7 日 

（月） 

受任会員による新規事例発表 

柴田 聡美（会員） 

事例提供 

相続に関する家裁との協議・対応に関して 

河瀬 貴（会員） 

情報提供 

被後見人の年金の開始及び生活保護の調整に

関して 

清野 光彦（会員） 

15 名 

釧根 受任者会議 

（釧路市社会福祉協議会） 

5 月 25 日 

（月） 

受任状況の報告・意見交換等 11 名 

受任者会議 

（釧路町あいぱーる） 

7 月 21 日 

（火） 

「ターミナルケアについて」 

講師 宮田 貴大 氏 

（ふたば診療所） 

10 名 

五士会 

（わっと会議室） 

9 月 3 日 

（木） 

「後見制度について」 

講師 竹田 匡（会員） 

事例報告  

発表者 多田 摩由美（会員）（社会福祉士） 

24 名 

受任者会議 

（釧路町あいぱーる） 

2 月 1 日 

（月） 

報告書の書き方について 11 名 
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五士会 

（わっと会議室） 

3 月 23 日 

（水） 

「専門職後見の活動報告」 

事例報告 阿相 裕隆 氏（弁護士） 

事例報告 竹田 匡（会員）（社会福祉士） 

25 名 

日胆 第 1 回ぱあとなあ登録

者・受任者研修会 

（苫小牧市民活動センタ

ー） 

7 月 4 日 

（土） 

『任意後見制度の利用契約と課題』 

所属職能団体（弁護士会・行政書士会）の活動

と受任動向 

岡 聖子 氏（弁護士）、山崎 肇 氏（行政書士） 

活動報告、意見交換 

8 名 

第 2 回ぱあとなあ登録

者・受任者研修会 

（室蘭市中小企業センタ

ー） 

10 月 31 日 

（日） 

受任者の活動報告、意見交換 6 名 

第 3 回ぱあとなあ登録

者・受任者研修会 

（苫小牧市民活動センタ

ー） 

12 月 12 日 

（土） 

初任者事例報告 

事例報告者 安孫子 貴志（会員） 

2 月報告書式について 

活動報告、意見交換 

8 名 

第 4 回ぱあとなあ登録

者・受任者研修会 

（室蘭市中小企業センタ

ー） 

2 月 27 日 

(土) 

受任者の活動報告、意見交換 

インシデント案件の情報提供 

非弁・非司行為への注意喚起 

7 名 

 

（3）成年後見・権利擁護活動の普及・啓発 

   ① 各地区支部における成年後見・権利擁護セミナーの開催    

地区 

支部 
名称（場所） 開催日 内容「テーマ」・講師 

参加 

人数 

道央 権利擁護セミナー 

（札幌市民会館 わくわ

くホリデーホール） 

3 月 5 日 

（土） 

「意思決定を尊重した人生の最終段階へ支援 

－医療事前指示書こと知っていますか？」 

スーディ 神崎 和代 氏 

（札幌市立大学大学院 教授） 

64 名 

道南 道南権利擁護セミナーin

江差 

（江差町保健センター） 

10月18日 

（日） 

｢成年後見制度について｣ 

長谷山 哲平（会員） 

｢日常生活自立支援事業について｣ 

田上 香（会員） 

｢成年後見活動を通じて｣ 

岩佐 宏希（会員） 

30 名 

道北 第 14 回高齢者障害者の権

利擁護セミナー 

（旭川市大雪クリスタル

ホール） 

2 月 13 日 

（土） 

「誰もが暮らしやすい地域を目指して」 

制度説明「成年後見制度に関する制度説明」 

鈴木 啓司 氏 

（旭川家庭裁判所訟廷管理官） 

制度 PR 

「日本司法支援センター（法テラス）のご案内」 

富田 佳祐 氏 

（日本司法支援センター旭川地方事務所（法テ

ラス旭川）常勤弁護士） 

行政説明「障害者差別解消法の概要について」 

高桑 和寿 氏 

（旭川市福祉保険部障害福祉課長） 

パネルディスカッション「私たちが感じたこ

と」 

コーディネーター：柴田 淳（会員） 

（多機能型事業所ファブリカ 施設長） 

パネリスト： 

山田 恵子 氏 

（障がい者本人活動の会・北風の会副会長） 

佐藤 祐 氏（CIL ラピタ代表） 

中島 邦宏 氏（ぽかぽかハートのつどい会長） 

156名 
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オホー

ツク 

権利擁護セミナーin 美幌 

（美幌町保健福祉総合セ

ンター） 

10月27日 

（火） 

『なるほど！納得！任意後見制度』  

講師：伊藤 正之 氏 

（北見公証役場公証人） 

59 名 

十勝 権利擁護セミナー 

（帯広市グリーンプラザ） 

10月31日 

（土） 

実践報告① 

「保護観察官の業務について」 

久保田 康信 氏 

（法務省 釧路保護観察所 帯広駐在官事務

所 保護観察官） 

実践報告② 

「保護司の業務について」 

山本 勝弘 氏 

（帯広地区保護司会事務局長・保護司） 

実践報告③ 

「少年院の状況について」 

山下 啓子 氏（社会福祉士） 

（帯広少年院 法務技官兼法務教官）  

講演 

「触法障がい者・高齢者の地域生活支援につい

て」 

石井 隆（会員） 

（北海道社会福祉協議会地域生活定着支援部

長 

北海道地域生活定着支援札幌センター所長） 

60 名 

釧根 権利擁護セミナー 

（東武サウズヒルズ） 

3 月 27 日 

（土） 

・障がいへの理解 

・支えの信条 

10 名 

日胆 成年後見・権利擁護セミナ

ー 

（室蘭中小企業センター） 

10月31日

（土） 

テーマ 「児童を取り巻く権利侵害の実態」 

      ～不登校・いじめ・虐待などを通して～ 

講演Ⅰ 矢元 政行 氏 

（室蘭市教育研究所 副事務局長） 

講演Ⅱ 幅 三平（会員） 

（北海道室蘭児童相談所 こども支援課長） 

25 名 

 

② 成年後見制度活用講座の開催 

2015年11月7日（土）札幌市社会福祉総合センター 4階大集会室 参加者54人 

「成年後見制度をどのように使うのか？」 

講師 重藤 一郎 氏 

「後見人とのよりよい連携のために」 

事例報告（各運営委員から）尾崎 仁美・多田 摩由美・岩佐 宏希 

研究協議まとめ 清野 祥子（運営委員） 

「申立て支援にかかるポイント」 

 講師 細谷 義江（運営委員） 

 

③ 各種権利擁護関係研修会への講師派遣 

 ・2015年度介護支援専門員更新研修・専門研修「権利擁護マネジメント」への講師派遣（計17回） 

 ・2015年度南富良野町市民後見人フォローアップ研修会への講師派遣 10月22日（木） 

 ・2015年度南区緑苑大学「権利擁護～成年後見制度～」への講師派遣 8月26日（水） 

 

（4）関係機関・職能団体との連携                           ＜別表2＞参照 

 

 （5）ぱあとなあ北海道運営委員会の運営 

    ぱあとなあ北海道運営委員会の開催                       ＜別表3＞参照 

    

（6）ぱあとなあ北海道業務監査委員会の設置 

1月7日（木） 業務監査委員会開催 委員4名（外部2名、内部2名）、理事3名 
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■ ケアマネジメント委員会 

2．介護保険・障がい者自立支援法への関わり 

（1）介護認定審査会への委員派遣                          ＜別表2＞参照 

（2）障害程度区分認定審査会への委員派遣                      ＜別表2＞参照 

 

3．介護保険適正化事業への関わり 

（1）介護保険適正化事業の受託（市町村適正化事業の委託市町村の開拓） 

    名寄市及び士別市より委託があり、岡田 しげひこ 氏・鈴木 英樹 氏（以上、理学療法士）、 

奥田 龍人・村山 文彦・菅 しおり・山崎 加代子（以上、会員）を派遣した。 

① 名寄市  

 日時：一次事業 6 月 26 日（金） 

    二次事業 11 月 12 日（木）～13 日（金） 

② 士別市 

 日時：9 月 3 日（木）～4 日（金） 

③ 津別町 

日時：9 月 9 日（水）～10 日（木） 

 

 

（2） 北海道民への社会福祉に関する知識及び技術の普及・啓発に関する事業 

■ 企画総務委員会 

1．社会福祉士セミナーの開催  

（1）第47回社会福祉士セミナーの開催 

場所 開催日 内容「テーマ」・講師 
参加 

人数 

かでる 2.7 1060 会議室 6 月 6 日 

（土） 

認知症を地域で支えるために 

～今、そしてこれから私たちができること～ 

実践報告Ⅰ 

桃井 直樹 氏 

（苫小牧市南地域包括支援センター 

認知症地域支援推進員） 

 

実践報告Ⅱ 

高橋 聡 氏（主任介護支援専門員） 

（一般社団法人 北海道総合在宅ケア事業団 

砂川市地域包括支援センター 管理者） 

81 名 

 

（2）各地区支部における社会福祉士セミナーの開催 

地区 

支部 
場所 開催日 内容「テーマ」・講師 

参加 

人数 

道央 滝川市まちづく

りセンターみん

くる 

 

6 月 28 日 

（土） 

テーマ「地域包括ケアを作る多職種連携につい

て」 

講師講師：笠松 信幸 氏 

（社会福祉士・主任介護支援専門員 

かさまつケアオフィス合同会社 代表  

北海道介護支援専門員協会 副会長） 

29 名 

道南 ホテルテトラ 11 月 15 日 

（日） 

「司法と福祉の連携～道南のいま、これから」 

講演 田村 満子 氏（たむらソーシャルネット） 

パネルディスカッション  

110 名 

道北 旭川市市民活動

交流センター 

CoCoDe 

5 月 23 日 

（土） 

春季セミナー 

道北地区支部の会員相互による意見交換 

38 名 

名寄市立大学 11 月 7 日 

（土） 

秋季セミナー 

・ワールドカフェ方式で行う社会福祉士と学生の

懇談会 

・「尊厳とは何か」をテーマにグループワークを

実施 

29 名 
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オホー

ツク 

北見市民会館 3 月 5 日 

（土） 

「この地域で暮らす～私らしい働き方～」 

講師 

中村 健治 氏 

（おしまＨＯＴかない） 

柳谷 君予 氏 

（オホーツク若者サポートステーション） 

和泉 剛 氏（北見市自立支援センター） 

42 名 

十勝 道新ホール 

 大会議室 

2 月 6 日 

（土） 

『地域包括ケアを支える相談援助職の役割』 

~自分らしく生きるを支える相談のあり方~ 

菊地 雅洋 氏 

（特別養護老人ホーム緑風園 総合施設長） 

153 名 

釧根  8 月 1 日（土） 

  ～2 日（日） 

ソリューション・フォーカスト・アプローチ研修

会Ⅱ 

菱川 愛 氏 

（東海大学健康科学部社会福祉学科 准教授） 

58 名 

日胆 苫小牧市民活動

センター 

11 月 14 日 

（土） 

実践報告「高齢者虐待対応・支援の現状について」 

加藤 侑大 氏 

（苫小牧市山手地域包括支援センター 管理者） 

講演「高齢者虐待の現状と対応について」 

講師 水沼 功 氏（IGM法律事務所） 

32 名 

 

2．北海道福祉人材センターへの協力 

（1）福祉職場ガイダンスへの会員の派遣・協力 

   北海道社会福祉協議会主催「福祉職場ガイダンス」（ロイトン札幌）に職員を派遣した。 

 8月19日（火）・12月10日（水） 山崎 加代子副会長・堀川 泰雄事務局長 

    

3．広報・情報活動の実施 

（1）ホームページの管理及び運営・Facebookによる情報発信 

一般向けには、当会主催の研修・セミナー案内、地区支部研修案内、他関係機関の研修等案内を掲載し

ている。会員専用コンテンツについては、求人情報・規程集・総会議事録等を掲載している。               
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（3） 社会福祉士の職務に関する知識及び技術の向上に関する事業 

■ 生涯研修委員会 

1．生涯研修の促進 

 （1）基礎研修Ⅰの開催 2015年度受講決定109名  研修修了者71名 

 

第 1 回集合研修 

（事前課題あり） 

10：00 

～17：00 

講義 社会福祉士会のあゆみ  

講義 日本社会福祉士会･都道府県社会福祉士会の組織  

講義 生涯研修制度  

演習 社会福祉士会の専門性について考える  

第 2 回集合研修 

（事前課題あり） 

10：00 

～17：00 

講義 社会福祉士の共通基盤の理解  

講義 倫理綱領・行動規範の理解  

演習 社会福祉士の倫理綱領の現場適用  

 

地区 

支部 
名称（場所） 開催日 講師 

参加 

人数 

道央 第 1 回集合研修 

（札幌市教育文化会館） 

9 月 12 日 

（土） 福森 星輔（会員）、角田 広佑（会員） 
41 名 

第 2 回集合研修 

（かでる 2.7） 

2 月 13 日 

（土） 
志田原 実男（会員）、中上 美伸（会員） 

吉田 圭吾（会員）、角田 広佑（会員） 

30 名 

道南 第 1 回集合研修 

（特別養護老人ホーム倶有） 

9 月 19 日 

（土） 三谷 真理（会員） 
12 名 

第 2 回集合研修 

（特別養護老人ホーム倶有） 

2 月 20 日 

（土） 
三谷 真理（会員）、渋谷 昌広（会員） 

奥山 英梨香（会員）、本間 由美（会員） 

12 名 

道北 第 1 回集合研修 

（旭川市勤労者福祉会館） 

9 月 19 日 

（土） 
山口 昌宏（会員）、佐藤 雅幸（会員） 

柴田 淳（会員）、平川 俊彦（会員） 

渡邊 建司（会員） 

14 名 

第 2 回集合研修 

（旭川市勤労者福祉会館） 

2 月 20 日 

（土） 
馬場 義人（会員）、平川 俊彦（会員） 

渡邊 建司（会員）、綱渕 美穂（会員） 

13 名 

オホー

ツク 

第 1 回集合研修 

（北見市総合福祉会館） 

9 月 12 日 

（土） 
武田 学（会員）、原田 芙美子（会員） 

大谷 綾子（会員） 

3 名 

第 2 回集合研修 

（北見市総合福祉会館） 

2 月 13 日 

（土） 武田 学（会員）、大谷 綾子（会員） 
3 名 

十勝 第 1 回集合研修 

（音更町文化センター） 

9 月 12 日 

（土） 
清野 光彦（会員）、東村 智之（会員） 

有塚 亜美（会員）、石井 康弘（会員） 

6 名 

 

第 2 回集合研修 

（音更町文化センター） 

2 月 13 日 

（土） 
宮澤 英雄（会員）、東村 智之（会員） 

清野 敏彦（会員）、川元 希（会員） 

石井 康浩（会員） 

5 名 

釧根 第 1 回集合研修 

（釧路専門学校） 

9 月 19 日 

（土） 吉村 寿人（会員）  
4 名 

第 2 回集合研修 

（釧路専門学校） 

2 月 20 日

（土） 竹田 匡（会員）、吉村 寿人（会員） 
5 名 

日胆 第 1 回集合研修 

（苫小牧市民活動センター） 

9 月 19 日 

（土） 
木村 明人（会員）、大塚 彰（会員） 

玉木 秀幸（会員）、有澤 克英（会員） 

9 名 

第 2 回集合研修 

（苫小牧市民活動センター） 

2 月 20 日 

（土） 
玉木 秀幸（会員）、櫻井 宏樹（会員） 

有澤 克英（会員）、高橋 卓嗣（会員） 

大塚 彰（会員） 

5 名 
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（2）基礎研修Ⅱの開催 2015年度 受講決定 32名 受講修了者29名 2014年度継続受講 5名 

 

科目 テーマ 
集合研修 開催地区 日程・担当者 

道央 道北 十勝 釧根 函館 

ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
ク 

理
論
系Ⅰ

 

相談援助の視座と展開過程 

（DVD活用講義1.5時間 

演習1.5時間） 

＊事前課題あり 

6月13日 

（土） 

福森 星輔 

有澤 克英 

 6月20日 

（土） 

東村 智之 

秋葉 和昭 

6月13日 

（土） 

吉村 寿人 

6月20日 

（土） 

三谷 真理 

実践のためのアプローチ 

（DVD活用講義1.5時間 

演習1.5時間） 

6月14日

（日） 

福森 星輔 

有澤 克英 

 6月21日 

（日） 

秋葉 和昭 

6月14日 

（日） 

吉村 寿人 

6月21日 

（日） 

三谷 真理 

ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
ク 

理
論
系Ⅰ

 

自立生活支援とコミュニティ 

ソーシャルワーク 

（DVD活用講義1.5時間 

演習1.5時間） 

実践事例演習 

（6時間） 

7月4日 

（土） 

三谷 真理 

7月11日 

（土） 

馬場 義人 

7月11日 

（土） 

寺本 圭祐 

東村 智之 

 7月11日 

（土） 

三谷 真理 

地
域
開
発
・
政
策
系
科
目Ⅰ

 

社会資源の理解と 

社会資源開発 

（DVD活用講義1.5時間 

演習1.5時間） 

＊事前課題あり 

7月25日 

（土） 

有澤 克英 

 8月1日 

（土） 

堀田 満生 

東村 智之 

田巻 憲史 

  

連携システムのあり方と 

ネットワークの構築 

（DVD活用講義1.5時間 

演習1.5時間） 

地域における 

福祉政策と福祉計画 

（DVD活用講義1.5時間 

演習1.5時間） 

＊事前課題あり 

7月26日 

（日） 

有澤 克英 

 8月2日 

（日） 

秋葉 和昭 

前 賢太郎 

岡本 大輔 

鳥瀬 一成 

  

社会福祉調査の 

方法と実際 

（DVD活用講義1.5時間 

演習1.5時間） 

＊修了課題あり 

人
材
育
成
系 

科
目Ⅰ

 

スーパービジョンとは 

（講義2時間） 

① 8月23日（日） ② 9月13日（日） 

札幌市 かでる2.7 

石﨑 剛（会員）・村山 文彦（会員）・斉藤 幸（会員） 

田巻 憲史（会員）・三谷 真理（会員） 

スーパービジョン 

モデルセッションを見る 

（講義・演習 2時間） 

スーパーバイジー体験 

（演習2時間） 
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科
目 テーマ 

集合研修 開催地区 日程・担当者 

道央 道北 十勝 釧根 函館 

権
利
擁
護
・ 

法
学
系
科
目Ⅰ

 

社会福祉における法Ⅰ 

（DVD活用講義1.5時間 

演習1.5時間） 

10月10日 

（土） 

福森 星輔 

10月3日 

（土） 

馬場 義人 

10月3日 

（土） 

岡本 大輔 

東村 智之 

秋葉 和昭 

寺本 圭祐 

 10月3日 

（土） 

中村 彰寿 

斎藤 麻衣 

ソーシャルワークと 

権利擁護の視点Ⅰ 

（DVD活用講義1.5時間 

演習1.5時間） 

権
利
擁
護
・ 

法
学
系
科
目Ⅰ

 

社会福祉における法Ⅱ 

（DVD活用講義1.5時間 

演習1.5時間） 

10月11日 

（日） 

福森 星輔 

近藤 尚也 

10月4日 

（日） 

馬場 義人 

勝山 美光 

10月4日 

（日） 

岡本 大輔 

東村 智之 

秋葉 和昭 

寺本 圭祐 

 10月4日 

（日） 

中村 彰寿 

斎藤 麻衣 

ソーシャルワークと 

権利擁護の視点Ⅱ 

（DVD活用講義1.5時間 

演習1.5時間） 

実
践
評
価
・ 

実
践
研
究
系
科
目Ⅰ

 

実践研究の意義と方法 

（DVD活用講義1.5時間 

演習1.5時間） 

11月14日 

（土） 

蛯名 幸恵 

福森 星輔 

近藤 尚也 

 11月7日

（土） 

東村 智之 

岡本 大輔 

鳥瀬 一成 

 11月7日 

（土） 

斉藤 麻衣 

実践研究のための記録 

（DVD活用講義1.5時間 

演習1.5時間） 

11月15日 

（土） 

蛯名 幸恵 

福森 星輔 

近藤 尚也 

 11月8日 

（日） 

東村 智之 

岡本 大輔 

鳥瀬 一成 

 11月8日 

（日） 

斉藤 麻衣 

実践評価の方法 

（DVD活用講義1.5時間 

演習1.5時間） 

実践研究発表の方法 

（講義2時間演習4時間） 

＊事前課題 

＊修了課題あり 

1月17日 

（日） 

講師 

近藤 尚也 

ﾌｧｼﾘﾃｰﾀｰ 

福森 星輔 

1月16日 

（土） 

講師 

近藤 尚也 

ﾌｧｼﾘﾃｰﾀｰ 

髙橋 通江 

1月16日 

（土） 

講師 

竹田 匡 

ﾌｧｼﾘﾃｰﾀｰ 

東村 智之 

堀田 満男 

秋葉 和昭 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 12 - 

（3）基礎研修Ⅲの開催 2015年度 受講決定13名 受講修了者10名 2014年度継続受講1名 

 

群 研修番号 科目 テーマ 日 講師 会場 

１ 集合研修1 実践評価・実践

研究系科目Ⅰ 

・対人援助と事例研究 

・事例研究の基本枠組み 

・事例研究の方法としてのケ

ースカンファレンス 

・事例研究のための事例のま

とめ方 

（中間課題） 

6月7日 

（日） 

湯淺 弥 札幌市民ホー

ル 

集合研修2 ソーシャルワー

ク理論系科目Ⅰ 

（事前課題） 

・実践事例演習Ⅱ 

（科目修了レポート） 

6月27日 

（土） 

西元 臣二 札幌中央区民

センター 

集合研修3 実践評価・実践

研究系科目Ⅰ 

・模擬事例検討会 

（科目修了レポート） 

6月28日 

（日） 

近藤 尚也 札幌中央区民

センター 

2 集合研修4 権利擁護・法学

系科目Ⅰ 

（事前課題） 

・意思決定の支援 

（科目修了レポート） 

7月26日 

（日） 

田巻 憲史 札幌北区民セ

ンター 

3 集合研修5 地域開発・政策

系科目Ⅰ 

（事前課題） 

・地域における福祉活動 

（中間課題1.2） 

7月25日 

（土） 

河野 和浩 

馬場 義人 

札幌北区民セ

ンター 

集合研修6 ・地域の課題の解決に向けた

具体策について 

（科目修了レポート） 

10月24日 

（土） 

馬場 義人 

河野 和浩 

田巻 憲史 

かでる2.7 

4 集合研修

DVD 

サービス管理・

経営系科目Ⅰ 

・社会福祉の組織と組織マネ

ジメント（職場内コーディ

ネート）の意義、会議運営 

・情報共有・継続の仕組み（記

録・カンファレンス・サー

ビスの質の管理、サービス

評価・第三者評価） 

8月22日 

（土） 

山本 幸治 

原 貴弘 

田巻 憲史 

札幌市民ホー

ル 

・リスクマネジメント、苦情

解決システム（苦情受付・

分析・解決）、緊急介入事

業の対処方法 

8月23日 

（日） 

近藤 尚也 

野村 宏之 

札幌市民ホー

ル 

集合研修7 （演習事前課題） 

・事例研究（苦情・リスク・

サービス評価） 

（科目修了レポート） 

10月25日 

（日） 

山本 幸治 

野村 宏之 

原 貴弘 

田巻 憲史 

かでる2.7 

5 集合研修8 人材育成系科目

Ⅰ 

スーパービジョンのモデル

セッション 

1月16日 

（土） 

村山 文彦 

石﨑 剛 

斉藤 幸 

三谷 真理 

田巻 憲史 

かでる2.7 

集合研修9 新人教育プログラム 1月17日 

（日） 

 

（4）各種全国会議への担当理事派遣                         ＜別表2＞参照 

 （5）生涯研修委員会の運営                             ＜別表3＞参照  
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■ 現場実習指導者研修委員会 

 2．社会福祉士養成のための現場実習指導者の育成 

 （1）社会福祉士現場実習指導者養成研修会の開催 

 社会福祉士実習指導者講習会  

場所：学校法人西野学園 札幌医学技術福祉歯科専門学校 10 月 10 日（土）、11 日（日） 修了者 96 名 

カリキュラム 

1 日目 10 月 10 日（土）10：00～18：00 

時 間 内 容 担当講師 

9：45～10：00 オリエンテーション／開講式  

10：00～12：00 【講義】実習指導概論 
越石 全（会員） 

（札幌医学技術福祉歯科専門学校教員） 

12：45～14：45 【講義】実習マネジメント論 
長濱 章雄（会員） 

（障害児入所施設 希望学園） 

15：00～18：00 【講義】実習プログラミング論  
丸山 正三（会員） 

（専門学校 日本福祉学院教員） 

 

2 日目 10 月 11 日（日）9：00～18：00 

 9：00～10：00 【演習】実習プログラミング演習 

丸山 正三（会員） 

（専門学校 日本福祉学院教員） 

越石 全（会員） 

（札幌医学技術福祉歯科専門学校教員） 

10：00～11：30 【講義】実習スーパービジョン論 
越石 全（会員） 

（札幌医学技術福祉歯科専門学校教員） 

12：30～18：00 【演習】実習スーパービジョン論 

大友 芳恵（会員） 

（北海道医療大学 教授） 

齋藤 幸（会員） 

（JCHO 北海道病院） 

越石 全（会員） 

（札幌医学技術福祉歯科専門学校教員） 

18：00～18：15 閉講式／修了証書授与  

 

（2）「社会福祉士現場実習指導者養成フォローアップ研修会」の開催 

   ・3 月 12 日（土）10:00～16:00 札幌医学技術福祉歯科専門学校 参加者 34 名 

      テーマ 実践倫理を基盤に置くスーパービジョン 

      講 師 米本 秀仁 氏（北星学園大学名誉教授） 

          丸山 正三（会員）（日本福祉学院） 

          神部 健史 氏（北広島リハビリセンター 特養部四恩園） 

          不動 宏平 氏（真栄病院） 

          武者 茜 氏（北星学園大学 社会福祉部福祉臨床学科 4 年） 

越石 全（会員）（札幌医学技術福祉歯科専門学校教員） 

 

（3）北海道ブロック社会福祉実習研究協議会への参加（越石委員参加） 

  ①企画会議 

名称 開催日 開催場所 開催時間 

第 1 回企画会議 4 月 16 日（木） 北星学園大学 18：30～ 

第 2 回企画会議 7 月 19 日（木） 北星学園大学 18：30～ 

第 3 回企画会議 10 月 16 日（金） 北星学園大学 18：30～ 

第 4 回企画会議 11 月 22 日（金） 北星学園大学 18：30～ 

 

②運営会議 

名称 開催日 開催場所 開催時間 

第 1 回運営会議 5 月 19 日（土） 北星学園大学 14：00～ 

第 2 回運営会議 8 月 18 日（土） 旭川大学 14：00～ 

第 3 回運営会議 11 月 16 日（金） 北星学園大学 18：30～ 

第 4 回運営会議 12 月 19 日（金） 北星学園大学 18：30～ 
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（4）社会福祉実習セミナー・研修会への参加  現場実習指導者研修委員（会員） 

  ・施設ソーシャルワーク実習9機能モデル研修会 7月11日（土）北翔大学 

  ・2015年度 社会福祉実習協力施設・機関会議への出席 7月28日（火）北海道医療大学 

 ・北海道ブロック社会福祉実習セミナー 11月7日（土）・8日（日）北星学園大学 

  ・2015 年北海道ブロック相談援助実習指導者のためのスタートアップ研修 

－評価表から作る実習プログラム－ 12 月 12 日（土）北星学園大学 

・社会福祉士養成教育研修会 テーマ：チームアプローチ理解に向けたソーシャルワーク教育の展開 

   2 月 20 日（土）13：30～17：30 北星学園大学 

  

■ 地域包括支援センター支援委員会 

3．地域包括ケアの推進 

（1）高齢者虐待対応現任者標準研修の開催 （場所：かでる2.7 参加人数 102名） 

  1日目 5月27日（水） 9：20～17：00 

科目①「高齢者虐待防止法と市町村の責務」講師：末長 宏章 氏（末長法律事務所 弁護士） 

科目②「高齢者虐待と権利擁護」石﨑 剛（会員）（札幌市厚別区第2地域包括支援センター長） 

科目③「初動期」講師：浅野 豊（会員）（苫小牧市中央地域包括支援センター管理者） 

2 日目 5 月 28 日（木） 9：30～17：30 

科目④「対応段階」講師：定田 康寛（会員）（網走市東部・呼人・南部地域包括支援センター） 

科目⑤「評価と終結」講師：髙橋 通江（会員）（永山地域包括支援センター） 

   「養介護施設従事者による高齢者虐待対応の流れ」 

講師：今井 敦（会員）（神楽・西神楽地域包括支援センター長） 

3日目 5月29日（金） 9：30～16：40 

科目⑥「総合演習」 講師：坪井 一身（会員）（帯広市成年後見支援センター主任） 

講師：佐々木 康寛（会員）（函館市地域包括支援センター厚生院支援相談係長） 

 

（2）施設職員向け高齢者虐待対応研修会の開催 ※障がい者等地域包括支援委員会と合同開催（17頁参照） 

    

（3）地域包括支援センターネットワーク実践力研修会の開催 

（場所：札幌市産業振興センター 参加人数 31名） 

1日目 10月3日（土）12：45～17：30 

講 義 「ソーシャルワーク実践におけるネットワーク構築・活用の意義」 

講師：中澤 伸 氏（社会福祉法人川崎聖風福祉会） 

演習① 「個と地域の一体的アプローチ」  

講師：中 恵美 氏（金沢市地域包括支援センターとびうめ） 

   2日目 10月4日（日）9：00～16：15 

演習② 「組織・関係機関のネットワークづくり」  

講師：中澤 伸 氏（社会福祉法人川崎聖風福祉会） 

演習③ 「地域ネットワークづくり」 

 講師：梅本 政隆 氏（大牟田市役所） 

研修のふりかえり  講師：梅本 政隆 氏（大牟田市役所） 

中澤 伸 氏（社会福祉法人川崎聖風福祉会） 

中 恵美 氏（金沢市地域包括支援センターとびうめ）                      

 

（4）地域包括支援センター権利擁護実践研修会の開催 

名称（場所） 開催日 内容「テーマ」・講師 
参加 

人数 

地域包括支援セ

ンター職員対象

「権利擁護実

践」研修会 

（かでる2.7） 

11 月 29 日 

（土） 

講義「成年後見支援センターと地域包括支援センターとの連携

について」 

シンポジスト 

井上 雅敬 （会員） 

（釧路市権利擁護成年後見センター センター長） 

坪井 一身（会員） 

（帯広市成年後見支援センター 主任） 

コーディネーター 

浅野 豊（会員） 

（苫小牧市中央地域包括支援センター 管理者） 

50名 
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演習「利用者をはじめ、家族や関係者に対し、成年後見制度活

用が必要であることの説明力について」 

田村 満子（公益社団法人日本社会福祉士会 前副会長） 

 

（5）各地区支部における地域包括支援センター社会福祉士研修会の開催 

地区 

支部 
名称（場所） 開催日 内容「テーマ」・講師 

参加 

人数 

道央 評価シート活用

研修（わくわくホ

リデーホール） 

3 月 5 日 

（土） 

「自己評価ワークブック研修」 

石崎 剛（会員） 

（札幌市厚別区第２地域包括支援センター長） 

12 名 

権利擁護研修 

（アスティ 45 

北海道医療大学

サテライトキャ

ンパス） 

10 月 31 日

（土） 

「お金にまつわる疑問点」 

井川 寿幸 氏（札幌弁護士会） 

8 名 

権利擁護研修 

（わくわくホリ

デーホール） 

3 月 5 日 

（土） 

「意思決定を尊重した人生の最終段階の支援-医療事

前指示書のことを知っていますか？」 

スーディ 神崎 和代 氏 

（札幌市立大学看護学部 教授） 

64 名 

道南 地域包括支援セ

ンター社会福祉

士「評価シート」

活用研修 

（函館百楽園） 

3 月 24 日 

（木） 

評価シートの活用」について 

内容：模擬事例を使用してのグループワーク、ケア会

議事例より「地域レベル」を考える 

佐々木 康寛（会員） 

（函館市地域包括支援センター厚生院支援相談係長） 

24 名 

道北 地域包括支援セ

ンター職員研修

～地域づくりを

考える～ 

（旭川市市民文

化会館） 

9 月 11 日 

（金） 

講義「地域包括支援センター評価シートから地域包括

ケアを考える」 

演習「個別の事例から地域の仕組みづくりを考える」 

松林 邦昭（会員） 

（旭川市社会福祉協議会） 

32 名 

オホー

ツク 

地域包括支援セ

ンター社会福祉

士従事者研修  

評価シート研修 

（北見市役所） 

7 月 30 日 

（木） 

「評価シート」の活用について 

北見市地域包括支援センター連絡協議会社会福祉士部

会との共催 

内容：評価シートの概要、構造を講義し、個人のシー

トを実施しその内容をもとにグループワークを

行った。 

定田 康寛（会員） 

（網走市地域包括支援センターあばしり東） 

9 名 

十勝 地域包括支援セ

ンター「評価シー

ト活用研修」 

（帯広市グリー

ンプラザ） 

3 月 25 日 

（金） 

講義「評価シートの概要について」 

演習：評価シートによる業務の振り返り 

地域包括ケアシステム構築につなげるための事

例検討 

坪井 一身（会員） 

（帯広市成年後見支援センター） 

6 名 

釧根 地域包括支援セ

ンター等意見交

換会 

1 月 27 日 

（水） 

「地域包括支援センター自己評価シートを活用し、地

域への働きかけを振り返る」 

坪井 一身（会員） 

（帯広市成年後見支援センター） 

井上 雅敬（会員） 

（釧路市社会福祉協議会） 

「地域ケア会議のあり方の再確認」 

竹田 匡（釧根地区支部長） 

（釧路町役場） 

42 名 

日胆 未実施 
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（6）各地区支部における虐待対応等研修会の開催 

地区 

支部 
名称（場所） 開催日 内容「テーマ」・講師 

参加 

人数 

道央 高齢者虐待対応

研修（かでる 2.7） 

2 月 6 日 

（土） 

「セルフネグレクトと高齢者虐待の関係について」 

奥田 龍人（会員）（NPO 法人シーズネット理事長） 

48 名 

 

道南 高齢者虐待対応

研修 

（コミュニティ

ホール こん） 

12 月 4 日 

（金） 

「医療従事者への高齢者虐待防止研修会を開催して」 

小林 沙貴（会員） 

（函館市地域包括支援センター厚生院副主任支援相談

員） 

「地域への高齢者虐待防止の普及、啓発について」 

佐々木 康寛（会員） 

（函館市地域包括支援センター厚生院支援相談係長） 

26 名 

道北 高齢者虐待対応

ソーシャルワー

ク（基本編）研修

会 

（旭川地場産業

振興センター） 

2 月 25 日 

（木） 

講義「高齢者虐待における地域包括支援センターの役

割と必要な視点について」 

演習「１つの事例から高齢者虐待の対応における業務

上の課題と初動の対応について考える」 

石﨑 剛（会員） 

（札幌市厚別区第 2 地域包括支援センター長） 

22 名 

オホー

ツク 

地域包括支援セ

ンター意見交換

会「虐待対応ソー

シャルワーク研

修 

（端野町公民館） 

11 月 24 日

（木） 

講義「高齢者虐待対応専門職チームによる弁護士・社

会福祉士との連携とその効果について」 

演習「初動期の対応について」 

 

佐藤 智大弁護士（青天法律事務所） 

63 名 

十勝 養介護施設従事

者等虐待研修 

（十勝総合振興

局） 

2 月 19 日 

（金） 

講義「養介護施設従事者による高齢者虐待の基本的な

考え方と視点について」 

演習「施設内での虐待を防止するための視点について

確認する（事例検討）」 

今井 敦（会員） 

（旭川市神楽・西神楽地域包括支援センター所長） 

126 名 

釧根 虐待防止プロジ

ェクト 2015 

2 月 28 日 

（日） 

虐待防止プロジェクト 2015 

『虐待防止関連 4 法に関する実践報告研修会』 

194 名 

日胆 高齢者虐待対応

支援研修 

（苫小牧市民活

動センター） 

8 月 26 日 

（水） 

「高齢者虐待における初動期対応について」 

石崎 剛（会員） 

（札幌市厚別区第 2 地域包括支援センター長） 

対象：東胆振管内 行政、包括、弁護士 

44 名 

地域包括支援セ

ンター職員 高

齢者虐待研修（老

人保健施設憩） 

2 月 19 日 

（金） 

「高齢者虐待の初動対応について」～事例の経過を踏

まえて～（講義・演習） 

浅野 豊（会員） 

（苫小牧市中央地域包括支援センター 管理者） 

対象：西胆振ブロック地域包括支援センター職員 

17 名 

（7）地域包括支援センター支援委員会の運営                     ＜別表3＞参照 

 （8）北海道地域包括・在宅介護支援センター協議会と連携を行なった。（運営委員派遣） ＜別表2＞参照 

 （9）各種全国会議への派遣                              ＜別表2＞参照 

（10）その他「北海道高齢者総合相談・虐待防止センター」との連携           ＜別表2＞参照 

    

■  企画総務委員会 

 1．国家試験対策の推進 

 （1）全国統一模擬試験の実施 

10 月 24 日（土） 

① 札幌会場：札幌市社会福祉総合センター 受験者 36 名（申込 38 名） 

② 釧路会場：釧路専門学校 受験者 8 名（申込 8 名） 

③ 函館会場：函館ポリテクセンター 受験者 7 名（申込 7 名） 

④ 帯広会場：帯広市民文化ホール 受験者 6 名（申込 7 名） 

⑤ 北見会場：北見市社会福祉協議会 受験者 4 名（申込 4 名） 

⑥ 自宅受験：8 名 
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⑦ 団体受験：名寄市立大学（49 名）・北翔大学（12 名）・北海道医療大学（57 名） 

（2）受験生激励・入会促進活動 

第 28 回社会福祉士国家試験当日、札幌・釧路会場において受験生の激励文を配布した。  

    

（5） 相談援助従事者の養成及び技術の研鑽に関する事業 

■ ケアマネジメント委員会 

1．介護保険の推進及びケアマネジメントの普及 

（1）介護支援専門員模擬試験の実施  8月2日（土） 苫小牧市労働福祉センター  参加者 8名 

（2）介護支援専門員模擬試験解説講義DVD  販売 1枚 

（3）ケアマネジメント委員会                            ＜別表3＞参照  

 

■ 障がい者等地域生活支援委員会 

2．障がい者自立支援法の推進及び障がい者ケアマネジメントの普及 

（1）障がい者等地域生活支援セミナーの開催  ※地域包括支援センター支援委員会と合同開催 

名称（場所） 開催日 内容「テーマ」・講師 参加人数 

「虐待防止研修

会」 

（かでる2.7） 

8月29日 

（土） 

講義「障害者虐待防止法の基本的理解と、高齢者虐待

防止法の概要について」  

講師：佐藤 智大 氏（札幌弁護士会 弁護士） 

特別講座「知的障害とともに生きてきた私のこれまで

をふりかえって」 

話題提供 佐藤 晴美 氏  

聞き手 西中 裕一（会員） 

演習・講義 

講師：三井 弘己（会員） 

（社会福祉法人栄和会 特別養護老人ホームひらお

か梅花実 施設長） 

  演習①「同僚の仕事から」（事例） 

演習②「新任介護職員の声から」 

演習③「虐待発生後の対応について」 

講義 研修のまとめと振り返り 

137名 

 

＜内訳＞ 

（障害分野

から参加） 

90 名 

（高齢分野

から参加） 

47 名 

  日本社会福祉士会養介護施設における虐待防止に関する実証的研究委員会が作成したプログラムを活用し実

施した。 

（2）障がい者等地域生活支援委員会の運営                      ＜別表3＞参照 

 

（6） 社会福祉団体その他の関係団体との連携に関する事業 

■ 企画総務委員会 

1．関係団体等との連携                               ＜別表2＞参照 

 （1）日本社会福祉士会との協働 

（2）ソーシャルワーク関係団体（北海道介護福祉士会、北海道医療ソーシャルワーカー協会、北海道精神保 

健福祉士協会）との連携 

   （日時）3 月 25 日（金）（札幌市） 

 （3）北海道医師会、弁護士会、司法書士会他関係団体との連携 

（4）その他、会活動にとって有益となる事業への共催、協賛等 

 

（7） 北海道福祉サービス第三者評価事業に関する事業 

■ 事業部会（北海道福祉サービス第三者評価事業推進機構） 

1．北海道福祉サービス第三者評価事業推進機構の運営 

（1）認証委員会・基準等委員会（部会）の開催 

委員会の名称 開催年月日 開催場所 

社会的養護関係施設研修会打ち合わせ 5 月 25 日（月） 社会福祉士会事務局会議室 

推進支援会議 5 月 25 日（月） 札幌市社会福祉総合センター 

保育部会 7 月 23 日（木） 社会福祉士会事務局会議室 

高齢部会 10 月 27 日（火） 社会福祉士会事務局会議室 

基準等委員会・認証委員会合同会議 2 月 12 日（金） 札幌市社会福祉総合センター 

保育部会 3 月 16 日（水） 社会福祉士会事務局会議室 

第 1 回認証委員会 3 月 29 日（火） 社会福祉士会事務局会議室 
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（2）評価機関の認証 

評価機関数 8 評価機関（2015 年度末に 1 機関の新規認証を行った。） 

 

（3）評価事業普及協議会（全社協主催・東京）への参加 

会議の名称 開催年月日 開催場所 参加者 

評価事業普及協議会 6 月 15 日（月） 全社協（新霞ヶ関ビル） 五十嵐 綾（事務局） 

 

（4）評価調査者養成研修の開催（①②ともに札幌市社会福祉総合センター） 

3日間 ① 9月21日（月）～22日（火）／参加者32名 

② 11月21日（土）／参加者27名 

 

 （5）自己評価研修会の開催 

① 社会的養護関係施設編／8月29日（土）／札幌市社会福祉総合センター／参加者15名 

② 保育編／10月3日（土）／札幌市社会福祉総合センター／参加者42名 

③ 高齢編／12月12日（土）／札幌市社会福祉総合センター／参加者41名 

 

評価実施件数 

12 事業所・施設 

障がい分野 6 事業所・施設 

児童分野 0 事業所・施設 

保育分野 5 事業所・施設 

高齢者分野 0 事業所・施設 

救護分野 1 事業所・施設 

  

累計 
障がい分野 77  

児童分野 11  

158 事業所・施設 

保育分野 44  

高齢者分野 22  

救護分野 4  

 

・評価調査者指導者研修 

会議の名称 開催年月日 開催場所 

評価調査者指導者養成研修（東京） 
全国社会福祉協議会主催 

6 月 22 日（月）～25 日（木） 

北海道からは 2 名参加 

鈴木 正子（サード・アイ） 

武田 志津子（サード・アイ） 

 

（8）その他この法人の目的を達成するために必要な事業 

■ 生活困難者支援委員会 

1．福祉なんでも相談会の開催  

（1）福祉なんでも相談会を、ソーシャルワーカーデーにあわせて開催した。 

   地域によっては、相談会を継続的に開催した。 

（2）委員会の開催                                 ＜別表3＞参照 

   福祉なんでも相談会について、振り返り、今後のあり方について検討した。 

（3）委員会活動の通信を発行した。  

 

■ 災害対策委員会 

（1）委員会の開催                                  ＜別表 3＞参照 

（2）災害支援マニュアル・災害支援ガイドラインの作成に向けて検討した。 

（3）研修への派遣                                  ＜別表 2＞参照 

 

■ 司法分野との連携特別委員会 

（1）委員会の開催                                  ＜別表3＞参照 

   委員会を開催した。 

回数 開催年月日 開催場所 参加人数 

第 1 回目 9 月 13 日（日） かでる 2.7 9 名 

第 2 回目 12 月 12 日（土） かでる 2.7 9 名 

第 3 回目 3 月 13 日（日） かでる 2.7 9 名 
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（2）学習会の開催 

  「司法分野における社会福祉士の関与のあり方を考えるに関する連携スキーム検討事業」の学習会を行った。 

   ・開催 2016年3月13日 かでる2.7  参加者：50名 

（3）委員会活動の通信を発行した。  

 

Ｃ.組織・運営の強化 

Ⅰ 事務所の運営、専従職員の配置 

 1．独立事務所の運営 

     札幌市中央区北2条西7丁目 かでる2.7 4階 

    電話：011-213-1313  FAX：011-213-1314  E-Mail：info@hokkaido-csw.or.jp 

        電話は平日の9:30～12:00、13:00～16:30で対応した。 

 2．専従職員を週5日（平日）配置した。 

    ・小林 多世事務局員・五十嵐 綾事務局員（ぱあとなあ北海道相談員兼務） 

 

 3．専従事務局長（堀川 泰雄）を配置し、法人運営、労務管理等に当たった。 

  

Ⅱ 地区支部組織の強化 

1．地区支部活動への助成 

  3,402,000円 

   （1地区支部あたり配分金） 

共通経費分 50,000円  

会員割 500円×会員数  

必須事業分 210,000円 
社会福祉士セミナー、評価シート研修、 

虐待対応研修、権利擁護研修、ぱあとなあ研修 

独自事業分 100,000円  

    

 

  地区支部事業報告 

   （必須事業については、本部と連動しての開催であり、本部各委員会から報告） 

道央地区支部 

◇独自事業 

（1）セミナー・研修会 

研修名称・場所 開催日 内容（テーマ）・講師 
参加 

人数 
共催 

共通基盤研修 地域支

援（石狩ブロック主催） 

江別市大麻公民会館 

8 月 29 日 

（土） 

テーマ千歳版！！地域包括ケアシステム構築

に向けた取り組み～何から始める！？地域包

括ケア作り～ 

講 師：及川 進 氏 

33名  

共通基盤研修 福祉経

営（後志ブロック主催） 

小樽市運河プラザ 

10 月 25 日 

（土） 

「コミュニケーション技法の講義及び面接技

法の演習」 

講師：佐藤 珠美 氏 

36名 北海道介

護福祉士

会後志支

部 

2015年度北海道社会福

祉士会道央地区支部石

狩ブロック研修会 

特別養護老人ホームや

まとの里 

9 月 24 日 

（木） 

テーマ『「そーしゃるわーかー」って何だろ

う！』～ケアカフェ方式での意見交換研修会

～ 

38名 ちとせの

介護医療

連携の会 

2015年度北海道社会福

祉士会道央地区支部石

狩ブロック研修会 

北広島市芸術文化ホー

ル 

2 月 6 日  

（土） 

がん終末期患者への退院調整について-社会

福祉士として必要な支援とは何か？- 

講 師：重永 直善 氏  

（市立千歳市民病院 地域医療連携課 係長） 

19名  

石狩ブロック江別市社

会福祉士研修 

江別市野幌セレモニー

林 

７月 10 日

（金） 

ESSA 江別市の社会福祉士集まれ 41名  
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石狩ブロック江別市社

会福祉士研修 

江別市総合社会福祉セ

ンター（江別市社会福祉

協議会） 

10 月 21 日 

（水） 

ESSA 江別市の社会福祉士集まれ「生活困

窮者自立支援事業について」 

30名  

12 月 9 日 

（水） 

ESSA 江別市の社会福祉士集まれ「保健福

祉の動向」の講義とグループワーク 

16名  

2 月 24 日 

（水） 

ESSA 江別市の社会福祉士集まれ 『社会福

祉士による地域ケア会議』 

26名  

 

（2）学習会・勉強会  

学習会名称・場所 開催日 内容（テーマ）・講師 
参加 

人数 
共催 

札幌ブロック会員サロ

ン 

札幌市社会福祉総合セ

ンター 

8 月 28 日 

（金） 

テーマ「生活保護ケースワーカー業務の実際

‐専門職に期待すること 

24 名  

11 月 25 日 

（水） 

テーマ「生活困窮者支援制度の実際‐専門職

との連携に期待すること‐」 

15 名  

2 月 26 日 

（金） 

「更生保護‐立ち直りを支える仕組み‐」 19 名  

CHUMMED UP 

CSW 

10 月 14 日 

（水） 

近隣で活躍している社会福祉士同士の情報交

換 

14 名  

12 月 7 日 

（月） 

近隣で活躍している社会福祉士同士の情報交

換 

5 名  

3 月 9 日 

（水） 

近隣で活躍している社会福祉士同士の情報交

換・基礎研修Ⅱ実践課題報告（調査・研究） 

4 名  

 

（3）福祉なんでも相談会 

場所 開催日 参加人数（スタッフ含） 

キャリアフィット 12 月 5 日（土） 13名 

 

◇その他 

 （1）総会・役員会・委員会 

総会・会議名称 開催日 参加人数 備考 

道央地区支部全体会 6 月 28 日（土） 467 名 （出席数 18 名、書面表決 182 名、委任状 267 名） 

第 1 回 幹事会議 4 月 30 日（月） 9 名  

第 2 回 幹事会議 6 月 28 日（日） 18 名  

第 3 回 幹事会議 2 月 8 日（月） 8 名  

札幌ブロック会議 9 月 8 日（火） 7 名  

11 月 12 日（木） 5 名  

2 月 2 日（火） 5 名  

石狩ブロック会議 

 

5 月 25 日（月） 6 名  

9 月 10 日（木） 6 名  

11 月 16 日（月） 8 名  

空知ブロック会議 12 月 22 日（火） 5 名  

後志ブロック会議 適時メールでやり取りを行う。 

 

 

道南地区支部 

◇独自事業  

（1）セミナー・研修会 

研修名称、場所 開催日 内容（テーマ）・講師 
参加 

人数 
共催 

司法連携研修会 

弁護士会館 

9 月 14 日 

（月） 

「司法と福祉の連携について」 12 名 函館弁護士会 

司法連携研修会 

弁護士会館 

1 月 18 日 

（月） 

「司法と福祉の連携について」 10 名 函館弁護士会 

司法連携研修会 

弁護士会館 

3 月 24 日 

（木） 

「司法と福祉の連携について」 9 名 函館弁護士会 
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道南 SW 三団体

合同研修会 

2 月 6 日 

（土） 

SW のメンタルヘルスケア 

諏訪 麻依子 氏（臨床心理士） 

（北海道大学保健センター カウンセ

ラー） 

85 名 

（三団

体合計） 

北海道医療ソーシャ

ルワーカー協会南支

部・北海道精神保健

福祉士道南ブロック 

 

（2）学習会・勉強会 

研修名称、場所 開催日 内容（テーマ）・講師 参加人数 共催 

5 月定例会 

北海道教育大函

館校 

5 月 19 日 

（金） 

「ハーグ条約の概要と実際」 

話題提供者 大月 侑美 氏（社会福祉士） 

（外務省ハーグ条約専門員） 

12 名  

7 月定例会 

有料老人ホーム

こん 

7 月 24 日 

（金） 

「会員実践報告 高次脳機能障害の人への支

援～3 年目を迎えて」 

話題提供者 奥山 英梨香（会員） 

（NPO 法人脳外傷友の会コロポックル道南） 

 8 名  

9 月定例会 

有料老人ホーム

こん 

9 月 18 日 

（金） 

「会員実践報告 障害者差別解消法について

～みんなで考えたいこと」 

話題提供者 藤原 茂法（会員） 

（渡島檜山圏域障がい者総合相談支援センタ

ーめい） 

 15 名  

11 月定例会 

国立病院機構函

館病院 

11 月 20 日 

（金） 

「自立援助ホームふくろうの家 現状と課題

を知る」 

話題提供者 高橋 一正 氏 

（NPO 法人青少年の自立を支える道南の会 

青少年自立援助ホームふくろうの家 所長） 

18 名  

1 月定例会 

国立病院機構函

館病院 

1 月 15 日 

（金） 

「最近の精神保健福祉の動向～社会福祉士に

期待すること～」 

講師 丹羽 ひとみ 氏 

（北海道渡島総合振興局保健環境部保健行政

室健康推進課 健康支援係長兼主査（健康危機

管理））  

21 名  

3 月定例会 

北海道教育大函

館校 

3 月 18 日 

（金） 

「よりよい相談援助実習とは」 

事例プログラム（障がい者事業所、病院、地域

包括、特養）の発表をもとに、出席者で意見交

換をした。 

18 名 

うち非会員 4 名 

（M 協会 2 名、

養成校教員 2

名） 

 

 

（3）他の会議への出席、派遣等 

事業名称 開催日 事業内容 参加人数 出席者等 

函館市要援護高

齢者・障がい者対

策協議会 

年 2 回 

（研修会 

年 1 回） 

函館市保健福祉部高齢福祉課所管 

委員委嘱  

委員受嘱 

湯淺 弥（会員） 

函館市市民後見

フォローアップ

研修 

3 月 1 日 函館市保健福祉部高齢福祉部所管 

研修講師 

 講師受諾 

湯淺 弥 

岩佐宏希 

函館市市民後見

人活動マニュア

ル作成委員会 

2 月 3 日 

2 月 26 日 

3 月 23 日 

委員委嘱  岩佐宏希 

 

（4）広報に関すること（広報誌の発行、ホームページ運営等） 発行部数 

主な内容 発行部数（方法） 発行月 

メールにて研修会等の情報提供 メーリングリスト登録者に送信 随時 

定例会案内 120 部（会員に郵送） 随時 
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◇その他 

（1）総会・役員会・委員会 

総会・会議名称 開催日 参加人数 

2015 年度道南地区支部全体会（コミュニティホールこん） 6 月 13 日（土） 12 名 

第 1 回役員会 6 月 24 日（水） 6 名 

第 2 回役員会 9 月 20 日（日） 7 名 

第 3 回役員会 12 月 21 日（月） 5 名 

第 4 回役員会 3 月 11 日（金） 4 名 

 

道北地区支部 

◇独自事業 

（1） セミナー・研修会 

研修名称・場所 開催日 内容（テーマ）・講師 参加人数 主催／共催 

上川北部ブロッ

ク活動 

 活動実績なし   

上川中部ブロッ

ク活動 

随時 ＤＶＤ「面接への招待」・「気づきの事

例検討会」の貸し出し 

1 件 主催／道北社会

福祉士会上川中

部ブロック 

8 月 27 日 

（木） 

交流事業「ワーカーズ・サロン」① 

『顔の見える連携・各職の団体の紹介』 

講師 

山口 昌宏（会員） 

（道北地区支部 支部長） 

山田 純一 氏 

（北海道医療ソーシャルワーカー協会

北支部 医療福祉活動部長） 

椿本 とよみ 氏 

（北海道精神保健福祉士協会 道北ブ

ロック理事） 

青山 こずえ 氏 

（北海道介護福祉士協会道北支部 支

部長） 

43 名 主催／道北社会

福祉士会上川中

部ブロック 

共催／北海道医

療ソーシャルワ

ーカー協会北支

部、北海道精神福

祉士協会道北ブ

ロック、北海道介

護福祉士協会道

北支部 

12 月 3 日 

（木） 

交流事業「ワーカーズ・サロン」② 

『顔の見える連携 障害者・高齢者の

性と恋愛編』  

当事者同士・支援者に対して・性に関

する事・接し方…そんな悩みを共有し

解決のヒントを見つけよう！ 

41 名 同上 

3 月 2 日 

（水） 

交流事業「ワーカーズ・サロン」③ 

『顔の見える連携 対人援助技術編』  

面接手法と利用者とのいい関係の作り

方 

講師 中澤 香織 氏 

（旭川大学保健福祉学部コミュニティ

福祉学科教授）  

28 名 同上 

上川南部ブロッ

ク活動 

 

2 月 27 日 

（土） 

上川南部ブロック研修会 

研修「富良野市における生活困窮者、

自立支援の現状について」 

講師 明石 吉史 氏 

（富良野市社会福祉協議会 富良野市

自立相談支援センター地域支援課長） 

協議「2016 年度上川南部ブロック ブ

ロック活動について」 

16 名 

（うち会

員 8 名） 

主催／道北社会

福祉士会上川南

部ブロック 

留萌ブロック活

動 

 活動実績なし   
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宗谷ブロック活

動 

11 月 28 日 

（土） 

「生活困窮者自立支援事業の概要と生

活困窮者への取組について」 

講師 糀屋 義明 氏 

（稚内市社会福祉協議会事務局長） 

「社会福祉士会の活動について」 

講師 佐藤 雅幸（会員） 

（道北地区支部 副支部長） 

自己紹介・意見交換 

20 名 

（うち会

員 8 名、

非会員 12

名） 

主催／道北社会

福祉士会宗谷ブ

ロック 

青年部活動 

（若手の会員や

未会員に対して

研修を行い、支援

の質の向上を図

るとともに、加入

率向上、将来の支

部運営を担う人

材養成を目的と

した活動） 

8 月 29 日 

（土） 

「仕事の悩みをみんなでぶっちゃけよ

う！」 

「社会福祉士会の活動」 

講師 山口 昌宏（会員） 

（道北地区支部 支部長） 

17 名 主催／道北社会

福祉士会 

1 月 30 日 

（土） 

「社会福祉士による「自己決定」に対

する支援への取組みについて～旭川で

権利擁護のシステム作りに関わってこ

られた白戸氏からのお話～」 

講師 白戸 一秀（会員） 

（元旭川大学保健福祉学部コミュニテ

ィ福祉学科 教授） 

16 名 同上 

 

（2）学習会・勉強会 

研修名称、場所 開催日 内容（テーマ）・講師 参加人数 共催 

春季公開セミナ

ー（旭川市市民活

動交流センター

CoCoDe） 

5 月 23 日 

（土） 

「生活困窮者自立支援事業の概要と生活

困窮者への支援の取り組みについて」 

講師 大滝 いずみ 氏 

（旭川市福祉保険部生活支援課） 

43 名 主催／道北社

会福祉士会 

秋季市民公開セ

ミナー（名寄市立

大学） 

11 月 7 日 

（土） 

「女性と子どもの生活困窮の背景と課題」 

講師 吉中 季子 氏 

（名寄市立大学保健福祉学部社会福祉学

科 准教授） 

 

「病気と障害のある子どもの発達と生活

の貧困とその支援」 

講師 小野川 文子 氏 

（名寄市立大学保健福祉学部社会福祉学

科 准教授） 

123 名 主催／道北社

会福祉士会 

 

（3）他の会議への出席、派遣等 

事業名称 開催日 事業内容 
参加 

人数 
出席者等 

旭川市地域包括支援セン

ター運営協議会 

随時 委員推薦 

（任期：2015～2017 年度） 

1 名 福島監査を推薦 

旭川成年後見支援センタ

ー運営委員会・同市民後見

人検討部会 

（旭川市社会福祉協議会） 

随時 委員推薦 

（任期：2015 年度） 

1 名 平川幹事を推薦 

旭川成年後見支援センタ

ー受任調整会議 

（旭川市社会福祉協議会） 

随時 委員推薦 

（任期：2015 年度） 

3 名 山口支部長、柴田会計 

平川幹事を推薦 

猿払村後見実施機関設立

準備委員会 

（猿払村社会福祉協議会） 

随時 委員推薦 

（任期：2015～2016 年度） 

1 名 平川幹事を推薦 

家事関係機関との連絡協

議会 

（旭川家庭裁判所） 

2 月 24 日 

（水） 

後見事務の実務上の諸問題

等について協議 

4 名 高橋副支部長 

平川幹事、福島監査 

林会員を推薦 
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旭川成年後見支援センタ

ー・普及啓発講演会 

9 月 5 日 

（土） 

事例報告者推薦 1 名 山田幹事を推薦 

旭川成年後見センター市

民後見人養成研修 

（旭川市社会福祉協議会） 

11 月 1 日 

（土） 

11 月 8 日 

（土） 

講師、ファシリテーター推薦 7 名 山口支部長、柴田会計 

平川幹事、西中会員 

久保田会員、長濱会員 

林会員を推薦 

旭川成年後見支援センタ

ー・市民後見人受任時研修 

5 月 13 日 

（水） 

2 月 3 日 

（水） 

講師推薦 2 名 山口支部長、平田会員を

推薦 

上川中部北 4町だれもが暮

らしやすい地域づくり研

修会 

7 月 24 日 

（金） 

講師推薦 1 名 平川幹事を推薦 

南富良野町市民後見人フ

ォローアップ研修 

10 月 22 日 

（木） 

講師推薦 1 名 平川幹事を推薦 

猿払村市民後見人養成研

修 

2 月 19 日 

（金） 

講師推薦 1 名 平川幹事を推薦 

天塩町市民後見人フォロ

ーアップ研修 

2 月 26 日 

（金） 

講師推薦 1 名 平川幹事を推薦 

美瑛町権利擁護セミナー 3 月 17 日 

（木） 

講師推薦 1 名 山田幹事を推薦 

旭川市医療・介護連携推進

検討会 

（旭川市居宅介護支援事

業所等連絡協議会） 

随時 委員推薦 1 名 松林会員を推薦 

 

（4）相談会 

場所 
開催日・参加人数 

（スタッフ含） 
主催/共催 

旭川市中央公民館 

（旭川市 5 条通 20

丁目） 

4 月 25 日（12 名）・5 月 23 日（11 名） 

6 月 20 日（8 名）・7 月 25 日（12 名） 

8 月 29 日（9 名）・9 月 26 日（9 名） 

10 月 24 日（8 名）・11 月 28 日（11 名） 

12 月 26 日（13 名）・1 月 23 日（8 名） 

2 月 27 日（11 名）・3 月 26 日（11 名） 

主催：北海道社会福祉士会生活困

難者支援委員会 

共催：道北社会福祉士会、北海道

医療ソーシャルワーカー協会北支

部 

 

（5）広報に関すること（広報誌の発行、ホームページ運営等）  

主な内容 発行部数・周知方法等 発行月 

道北社会福祉士会ウェブサイトの運営 

http://www.douhoku-csw.org/ 

2007 年 7 月 5 日開設 

2016 年 3 月 31 日現在 アクセス数 34,700 件 

（1 日平均 10 件前後） 

適宜 

「道北便り」の発行（第 16 号） 会員発送 224 部 4 月 

「道北便り」の発行（第 17 号） 会員発送 239 部 10 月 

「道北便り」の発行（第 18 号） 会員発送 242 部 1 月 

ぱあとなあ北海道のパンフレット配布 高齢者障害者の権利擁護セミナー参加者 150 部 2 月 

 

◇その他 

（1）総会・役員会・委員会 

総会・会議名称 開催日 参加人数 

地区支部第 1 回支部全体会 5 月 23 日（土） 38 名 

地区支部第 2 回支部全体会 11 月 7 日（土） 35 名 

第 1 回役員会 8 月 1 日（土） 13 名 

第 2 回役員会 2 月 14 日（日） 17 名 
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オホーツク地区支部 

◇独自事業 

（1）セミナー・研修会 

研修名称、場所 開催日 内容（テーマ）・講師 参加人数 共催 

道東 3 地区支部合

同研修会（つどい）

（十勝地区）  

10 月 17 日 

（土） 

「当事者より戦争体験を聞く」 25 名 道東 3 地区支

部で実行委員

会での主催 

 

（2）学習会・勉強会 

研修名称、場所 開催日 内容（テーマ）・講師 参加人数 共催 

会員学習会  5 月 16 日 

（土） 

「生活保護の現状と課題について」 

松田 祐介 氏、貝沼 健治 氏 

（北見市保健福祉部保護課） 

23 名  

会員学習会 9 月 12 日 

（土） 

「津別町の社会資源について」 

講師 山田 英孝 氏 

（津別町あんしん生活サポートセン

ターほっと、認定こども園こどもの

杜） 

10 名  

 

（3）他の会議への出席、派遣等 

事業名称 開催日 事業内容 
参加 

人数 
出席者等 

北見市成年後見支援セン

ター運営委員会・検討委

員会 

毎月 1 回 

開催 

支援センターの運営に関すること、成

年後見人等の選任 

1 名 武田 学（会員） 

北見市介護認定審査会 毎月 1 回 

開催 

認定審査に関すること 1 名 氣田 奈央子（会

員） 

北見市障害区分認定審査

会 

毎月 1 回 

開催 

認定審査に関すること 1 名 佐藤 雪枝（会員） 

網走市成年後見支援セン

ター 

年 4 回 網走市における市民後見人の養成、後

見実施機関の設置方針に関すること 

1 名 定田 康寛（会員） 

津別町あんしん生活サポ

ートセンターほっと運営

協議会 

年 1 回 津別町権利擁護成年後見支援センタ

ーの運営に関すること 

1 名 尾崎 仁美（会員） 

美幌町成年後見実施機関

運営協議会 

年 1 回 美幌町成年後見支援センターの運営

に関すること 

1 名 佐藤 雪枝（会員） 

北見市障害支援ネットワ

ーク計画推進会議 

年 2 回 第 3 期障がい福祉計画の進捗状況と

第 4 期計画策定について 

1 名 武田 学（会員） 

北網地域リハビリテーシ

ョン推進会議運営委員会 

年 11 回 退院連絡漏れ率調査の実施、退院支援

担当者会議（案）の実施戦略、ケアマ

ネジャー、地域包括支援センターに対

する地域ルール合意の取り付け方法 

1 名 武田 学（会員） 

北見市医療介護情報 

連携協議会 

年 4 回 ・医療介護連携に関すること。「北ま

る net」の利活用、実証実験 

役員会及び研修会、市民フォーラムの

実施 

2 名 島田 剛（会員） 

武田 学（会員） 

北見市福祉のまちづくり

を進める市民フォーラム 

年 1 回 第二期北見市地域福祉計画の進捗状

況報告及び第三期計画の基本方針

（案） 

1 名 武田 学（会員） 

 

（4）広報に関すること（広報誌の発行、ホームページ運営等）  

主な内容 発行部数（方法） 発行月 

地区支部かわらばん 郵送 6 月･10 月 

オホーツク地区支部ホームページ あり  
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◇ その他             

（1）総会・役員会・委員会 

総会・会議名称 開催日 参加人数 

地区支部全体会  5 月 16 日（土） 24 名 

第 1 回役員会  6 月 21 日（日） 11 名 

第 2 回役員会  8 月 30 日（土） 9 名 

第 3 回役員会 11 月 1 日（日） 9 名 

第 4 回役員会 12 月 5 日（土） 11 名 

第 5 回役員会 2 月 6 日（土） 9 名 

第 6 回役員会 3 月 17 日（木） 7 名 

 

十勝地区支部 

  ◇ 独自事業 

（1）セミナー・研修会 

名称、場所 開催日 内容（テーマ）・講師 参加人数 共催 

道東 3 地区支

部合同研修会

（つどい） 

（本別町） 

10 月 17 日

（土） 

「いま、私たちが知るべき戦争体験」 

講師 野瀬 義昭 氏 

14 名 

（十勝か

らの参加

11 名） 

十勝・釧根・オホーツク

3 地区支部共催 

道東ソーシャ

ルワーク研究

会 

（帯広市） 

12 月 12 日 

（土） 

「対人援助職のメンタルヘルスと人

材育成」 

講演及びグループワーク 

大江 徹 氏 

（医療法人社団博仁会 大江病院理

事長） 

54 名 道東ソーシャルワーク

研究実行委員会主催／

北海道PSW協会道東ブ

ロック・北海道 MSW 協

会東支部・釧根、十勝地

区支部共催 

 

（2）学習会・勉強会 

名称、場所 開催日 内容（テーマ）・講師 参加人数 共催 

第 1 回学習会 

（開西病院） 

5 月 9 日 

（土） 

第 1 回学習会 

①学び 

改めて学ぶ「社会福祉士会のあゆみ」 

清野 光彦（会員） 

②実践報告 

帯広市自立支援相談センターふらっとの活動から見

える現代の生活困窮の実態 

山口 芳伸（会員） 

（帯広市自立生活支援センター ふらっと） 

③座談会 

基礎Ⅰ修了者が語る「こんな社会福祉士会にしたい」 

44 名  

第二回学習会 

（帯広市グリ

ーンブラザ） 

11 月 12 日 

（木） 

問題意識の高め方 

～現状を自分の問題として考える～ 

前田 真 氏（清水町役場 税務課納税係長） 

30 名  

 

（3）他の会議への出席・派遣等 

事業名称 開催日 事業内容 
参加 

人数 
出席者等 

帯広市障害支援区分認定

審査会 

随時 審査員派遣 4 名 村瀬 征志 

久保 明・岡本 大輔 

鹿内 輔（各会員） 

南十勝障害支援区分認定

審査会 

随時 審査員派遣 1 名 宮澤 英雄（会員） 

帯広市介護認定審査会 随時 審査員派遣 2 名 久保 明・太田 文弘 

（各会員） 

社会福祉法人帯広市社会

福祉協議会評議員 

随時 評議員派遣 1 名 荒 浩美（会員） 
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帯広市健康生活支援審議

会 

随時 委員派遣 1 名 島田 朋奈（会員） 

新得町権利擁護・成年後見

相談会 

3 月 20 日（金） 相談員派遣 2 名 河瀬 貴・石川 尚樹 

（各会員） 

道東知的障害者施設協会 

オンブズマン 

7 月 16 日（水） 

1 月 7 日（水） 

オンブズマンとして会

員派遣 

1 名 寺本 圭佑（会員） 

福祉フェスティバル 2015 10 月 24 日（土） 

   ～25 日（日） 

最新の福祉介護関連機

器の展示、福祉分野の団

体やボランティア団体

などの関係者と交流の

和を広げる総合展示会 

相談コーナーの担当会

員派遣 

8 名 後援／ 

島田 朋奈・杉野 全由 

東村 智之・川元 希 

羽田野 弘記・出口 延幸 

川向 優子・五十嵐 和美 

（各会員） 

介護支援専門員更新研修 8 月 26 日（水） 

10 月 19 日（月） 

講師派遣 1 名 荒 浩美（会員） 

芽室町市民後見推進事業

検討委員会 

12 月 1 日（火） 出席 1 名 荒 浩美（会員） 

 

（4）広報に関すること（公報誌の発行、ホームページ運営等）  

主な内容 発行部数（方法） 発行月 

十勝社会福祉士会にゅーすの発行 会員発送 160 部（メール便） 4 月・7 月・11 月 

ホームページの運営 9 月 21 日一時閉鎖。再開調整中 ― 

メーリングリストの運営 随時 ― 

 

◇ その他 

（1）総会・役員会・委員会 

総会・会議名称 開催日 参加人数 

地区支部全体会 5 月 9 日（土） 28 名 

地区支部意見交換会 12 月 12 日（土） 10 名 

第 1 回役員会 5 月 14 日（木） 12 名 

第 2 回役員会 6 月 17 日（水） 11 名 

第 3 回役員会 7 月 15 日（水） 11 名 

第 4 回役員会 9 月 30 日（水） 14 名 

第 5 回役員会 10 月 28 日（水） 11 名 

第 6 回役員会 1 月 18 日（月） 16 名 

第 7 回役員会 3 月 23 日（水） 13 名 

四役会 10 月 14 日（水） 6 名 

総務委員会 随時メール等でやりとりを行った 7 名 

研修委員会 随時メール等でやりとりを行った 4 名 

成年後見・権利擁護委員会 随時メール等でやりとりを行った 8 名 

十勝らしさ委員会 随時メール等でやりとりを行った 3 名 

 

 

釧根地区支部 

◇独自事業 

（1）セミナー・研修会 

研修名称・場所 開催日 内容（テーマ）・講師 
参加 

人数 
共催 

ソリューショ

ン・フォーカス

ト・アプローチ

研修会Ⅱ 

8 月 1 日（土） 

～2 日（日） 

ソリューション・フォーカスト・

アプローチ研修会Ⅱ 

菱川 愛 氏 

（東海大学健康科学部社会福祉

学科 准教授） 

58 名  
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（2）学習会・勉強会 

名称・場所 開催日 内容（テーマ）・講師 
参加 

人数 
共催 

第 82 回 

定例学習会 

4 月 29 日 

（水・祝） 

TURE COLORS 入門講座 

ファシリテーター：竹田 匡（会

員） 

12 名  

第 83 回 

定例学習会 

5 月 21 日 

（木） 

「被災高齢者の災害支援」 

講師：松岡 千代 氏 

（佛教大学保健医療技術学部看

護学科老年看護学 教授） 

10 名  

第 84 回 

定例学習会 

6 月 27 日 

（土） 

「実践報告会」 

報告者 

望月 千恵（会員） 

（星が浦病院） 

釼谷 忠範（会員） 

（釧路市生活福祉事務所） 

八木沢 亘（会員） 

（つるい養生邑病院） 

26 名  

第 85 回 

定例学習会 

8 月 1 日（土） 

～2 日（日） 

ソリューション・フォーカスト・

アプローチ研修会Ⅱ 

菱川 愛 氏 

（東海大学健康科学部社会福祉

学科 准教授） 

40 名  

第 86 回 

定例学習会 

9 月 19 日 

（土） 

基礎研修Ⅰ 集合研修１ 

講師：吉村 寿人（会員） 

4 名  

第 87 回 

定例学習会 

10 月 1 日 

（木） 

生活困窮者自立支援の最前線 

講師：櫛部 武俊 氏 

12 名  

第 88 回 

定例学習会 

道東３地区支部

合同研修会 (つ

どい) 

10 月 17 日 

（土） 

研修テーマ「いま、わたしたちが

知るべき戦争体験」 

講師：野瀬 義昭 氏 

14 名  

第 89 回 

定例学習会 

平成 27 年度道

東ソーシャルワ

ーク研究会 

12 月 12 日 

（土） 

「対人援助職のメンタルヘルス

と人材育成」 

講演とグループワーク 

大江 徹 氏（医療法人社団博仁会

大江病院 理事長） 

56 人 北海道精神保健福祉士協

会道東ブロック／北海道

医療ソーシャルワーカー

協会東支部／北海道社会

福祉士会十勝地区支部 

第 90 回 

定例学習会 

1 月 21 日 

（水） 

ソーシャルワーカーが行う災害

支援とは 

講師：伊藤 靖代（会員） 

（北海道社会福祉士会災害対策

委員会・釧根地区支部委員） 

7 名  

第 91 回 

定例学習会 

虐待防止プロジ

ェクト 2015 

(兼高齢者虐待

対応標準研修) 

2 月 28 日 

（日） 

虐待防止プロジェクト 2015 

『虐待防止関連 4 法に関する実

践報告研修会』 

194 名 釧路弁護士会 

北海道精神保健福祉協会

道東ブロック 

釧路市／標茶町障害者虐

待防止センター 

釧路市 7包括支援センター 

ハート釧路 

あくせす根室 

第 92 回 

定例学習会 

3 月 27 日 

（日） 

基礎研修Ⅰ 集合研修２ 

講師：吉村 寿人（会員） 

5 名  

第 93 回 

定例学習会 

3 月 27 日 

（日） 

権利擁護セミナー 

・障がいへの理解 

・支えの信条 

対応：澤田、浜尾（会員） 

10 名  
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第 1 回福祉的支

援に関する 3 士

の連携を考える

勉強会 

9 月 15 日 

（火） 

①趣旨説明 

②お互いの仕事や役割を理解す

ること 

③その他 

25 名  

第 2 回福祉的支

援に関する 3 士

の連携を考える

勉強会 

10 月 20 日 

（火） 

架空の事例を用いながら実際の

連携・協働の場面を考えていきま

す 

25 名  

第 3 回福祉的支

援に関する 3 士

の連携を考える

勉強会 

11 月 18 日 

（水） 

刑事事件の流れ確認 

福祉制度についての共有 

25 名  

第 4 回福祉的支

援に関する 3 士

の連携を考える

勉強会 

2 月 25 日 

（木） 

これまでの勉強会のを踏まえ、疑

問や課題を洗い出し次年度の取

り組めと繋げる 

25 名  

福祉何でも相談

会（in くしろ） 

イオン釧路店 

（釧路町） 

7 月 20 日 

（月・祝） 

相談件数 1 件  多数 

協力 

 

福祉何でも相談

会（in なかしべ

つ） 

東武サウスヒル

ズ店（中標津町） 

3 月 27 日 

（日） 

相談件数 3 件 多数 

協力 

 

地域包括支援セ

ンター情報交換

会（兼評価シー

ト活用研修） 

1 月 21 日 

（水） 

評価シート活用研修 

情報交換 他 

43 名 釧路総合振興局社会福祉

課共催 

 

（3）他の会議への出席・派遣等 

事業人称 開催日 事業内容 
参加 

人数 
出席者等 

イオン黄色いレシ

ート贈呈式 

4 月 12 日 

（日） 

贈呈式 多数 登録団体 

釧路市包括ケア会

議 

7 月 16 日 

（木） 

地域包括ケアセンターの取り

組みや各委員から報告事項 

20 人  

12 月 17 日 

（木） 

釧路市における高齢者虐待事

例の対応状況について 

20 人  

生活困窮者自立支

援 支援調整会議 

5 月 14 日 

（木） 

障がい・認知症・介護・医療

サービスの現状と生活困窮者

支援との連携について① 

32 名 検討委員 

オブザーバー 

事務局 

7 月 30 日 

（木） 

障がい・認知症・介護・医療

サービスの現状と生活困窮者

支援との連携について② 

39 名 検討委員 

オブザーバー 

事務局 

9 月 25 日 

（金） 

教育を通じた子どもや若者へ

の支援のあり方 

27 名 検討委員 

オブザーバー 

事務局 

12 月 3 日 

（木） 

企業と生活困窮者支援の連携

について 

27 名 検討委員 

オブザーバー 

事務局 

1 月 28 日 

（水） 

官民地域一体となった仕組み

づくり・地域づくり① 

29 名 検討委員 

オブザーバー 

事務局 
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2 月 29 日 

（月） 

官民地域一体となった仕組み

づくり・地域づくり② 

18 名 検討委員 

オブザーバー 

事務局 

3 月 17 日 

（木） 

来年度に向けて 30 名 検討委員 

オブザーバー 

事務局 

第 1 回道東知的障

がい福祉協会オン

ブズマン事業 

7 月 22 日 

（水）  

柏の実学園施設訪問 複数名 施設職員 

事務局 

オンブズマン 4 名 

第 2 回道東知的障

がい福祉協会オン

ブズマン事業 

11 月 19 日 

（木） 

柏の実学園施設訪問 複数名 施設職員 

事務局 

オンブズマン 4 名 

第 1 回釧路市高齢

者保健福祉・介護保

険事業計画策定市

民委員会 

11 月 25 日 

（水） 

釧路市高齢者保健福祉・介護

保険事業 介護予防・日常生

活支援総合事業について 

1 名 介護関連各専門職団体・

施設、市民団体及委員、

市職員他 

第 2 回釧路市高齢

者保健福祉・介護保

険事業計画策定市

民委員会 

2 月 23 日 

（火） 

釧路市高齢者保健福祉・介護

保険事業実施状況 

H28 年度釧路市高齢者介護保

険関係予算案 

1 名 介護関連各専門職団体・

施設、市民団体及委員、

市職員他 

第 1 回釧路市地域

密着型サービス等

運営委員会 

1 月 26 日 

（火） 

小規模な通所事業所の地域密

着型サービスへの移行 報告 

H28 年度地域密着型サービス

事業者の募集に係る選定結果

について 

1 名 専門職団体、市民団体、

市担当課 

第 1 回地域包括支

援センター運営委

員会 

11 月 25 日 

（水） 

釧路市地域包括支援センター

各事業所事業報告 

認知症施策推進事業、在宅医

療・介護連携推進事業の推進

方法について 

1 名 専門職団体、市民団体、

市担当課 

第 2 回地域包括支

援センター運営委

員会 

2 月 23 日 

（火） 

地域包括地域包括支援センタ

ー事業報告、地域包括支援セ

ンター質的評価の実施結果 

H28 年度地域包括支援センタ

ー設置法人について、運営方

針について 

1 名 専門職団体、市民団体、

市担当課 

第 1 回権利擁護成

年後見センター運

営協議会 

6 月 8 日 

（月） 

釧路市成年後見センターH26

年度事業報告、H27 年度事業

計画 

1 名 弁護士等司法関係団体、

福祉関係団体市社協他 

第 2 回権利擁護成

年後見センター運

営協議会 

2 月 24 日 

（水） 

H27 年事業経過報告、法人後

見事業について、H28 年事業

計画 

1 名 弁護士等司法関係団体、

福祉関係団体市社協他 

第 2 回釧路市権利

擁護成年後見セン

ター審査会 

6 月 4 日 

（木） 

市民後見人の受任事案の審査 1 名 弁護士会他 

第 4 回釧路市権利

擁護成年後見セン

ター審査会 

10 月 14 日 

（水） 

市民後見人の受任事案の審査 1 名 弁護士会他 

第 5 回釧路市権利

擁護成年後見セン

ター審査会 

11 月 26 日 

（木） 

市民後見人の受任事案の審査 1 名 弁護士会他 

第 6 回釧路市権利

擁護成年後見セン

ター審査会 

2 月 10 日 

（水） 

市民後見人の受任事案の審査 1 名 弁護士会他 
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釧路町障がい者計

画・第 4 期釧路町

障がい福祉計画策

定委員会 

3 月 24 日 

（金） 

釧路町障がい者計画・第 4 期

釧路町障がい福祉計画の進捗

状況について 

1 名  

第 1 回「釧路圏域

障がい者が暮らし

やすい地域づくり

委員会」 

5 月 14 日 

（木） 

平成 26 年度における地域づ

くり委員会への協議・申立状

況等について（下半期） 

17 人  

第 2 回「釧路圏域

障がい者が暮らし

やすい地域づくり

委員会」 

11 月 9 日 

（月） 

平成 27 年度 地域づくり委

員会への協議・申立等の受付

状況について（上半期） 

12 人  

 

釧路家庭裁判所家

庭裁判所委員会 

2 月 24 日 

（水） 

裁判所における防災に関する

取組について 

20 人 

 

 

釧路市障害程度区

分等審査会 

4 月～3 月 

月 1 回 

審査委員として審査判定 1 名  

第 1 回釧路町地域

ケア会議 

7 月 29 日 

（水） 

地域ケア会議に関すること 1 名  

第 2 回釧路町地域

ケア会議 

2 月 22 日 

（月） 

地域ケア会議、在宅医療・介

護連携事業に関すること 

1 名  

釧根脳外傷リハビ

リテーション講習

会実行委員会 

9 月 16 日 

～10 月 20 日 

脳外傷リハビリテーション講

習会の開催 

19 人  

 

（4）広報に関すること（広報誌の発行、ホームページ運営等） 

主な内容 発行部数（方法） 発行月 

研修会案内等 適宜 HP 更新 適宜更新 

 

◇ その他 

（1） 総会・役員会・委員会 

総会・会議名称 開催日 参加人数 

第 8 回定期総会(地区支部) 5 月 10 日 26 人 

第 1 回役員会 4 月 13 日 11 人 

第 2 回役員会 7 月 30 日 12 人 

第 3 回役員会 12 月 2 日 13 人 

 

(2) 釧路地方検察庁・釧路弁護士会への訪問（6月19日） 

  被疑者・被告人段階における支援のあり方について情報提供 

 

日胆地区支部 

◇ 独自事業 

（1） セミナー・研修会 

研修名称・場所 開催日 内容（テーマ）・講師 
参加 

人数 
共催 

平成 27 年度春季

研修会 

6 月 20 日（土） 

～21 日（日） 

研究発表① 

「苫小牧市による無料低額診療事業の薬

代助成が始まって」 

行沢 剛 氏（勤医協苫小牧病院） 

講演「ソーシャルワーク記録」 

講師 寺田 香 氏（北翔大学） 

研究発表② 

「介護療養型老人保健施設における支援

相談員の役割」 

佐藤 健太 氏 

（介護老人保健施設かみや）  

60 名 北海道 

MSW 協会日

胆支部 

 

日胆 SW 協会 



- 32 - 

平成 27 年度地域

福祉ケア学習会

（SV 研修） 

3 月 10 日 

（木） 

講演「他職種連携の在り方について」 

講師 浅野 豊氏 

（苫小牧市中央地域包括支援センター 

管理者） 

42 名  

 

（2） 学習会・勉強会 

学習会名称・場所 開催日 内容（テーマ）・講師 
参加 

人数 
共催 

第 1 回福祉・寺子

屋事業：室蘭市 

8 月 21 日 

（金） 

学習会「虐待対応について」 

ファシリテーター 山下 勇人（会員） 

         遠藤 実茂（会員） 

9 名  

第 2 回福祉・寺子

屋事業：苫小牧市 

12 月 5 日 

（土） 

講演「累犯高齢者の支援と対応について」 

講師 大谷 和弘 氏 

（大谷和弘法律事務所 弁護士） 

25 名  

第 3 回福祉・寺子

屋事業：苫小牧市 

3 月 18 日 

（金） 

学習会「多領域連携について考える」 

～福祉・医療連携の現状と課題～ 

ファシリテーター 大塚 彰（会員） 

山下 勇人（会員） 

         遠藤 実茂（会員） 

8 名  

 

（3）他の会議への出席・派遣等 

事業名称 開催日 事業内容 
参加 

人数 
出席者等 

苫小牧市地域包

括支援センター

運営協議会 

①7 月 1 日 

（火） 

（1）地域包括支援センターの運営について 

・平成 25 年地域包括支援センター事業報告及

び収支決算について 

・平成 26 地域包括支援センター活動計画及び

収支予算について 

（2）平成 26 年度認知症地域支援推進員活動計

画について 

（3）平成 26 年認知症初期集中支援チーム活動

計画 

（4）その他 

10 名 深瀬 良子 

（会員） 

②9 月 22 日 

（月） 

（1）地域包括支援センターにおける介護予防

支援業務の評価について 

（2）地域密着型サービス事業所の更新につい

て 

（3）その他 

9 名 

③12月 22日 

（月） 

（1）地域密着型サービス事業所の更新につい

て 

（2）その他 

9 名 

④2 月 10 日 

（火） 

（1）第 6 期介護保険計画における地域包括支

援センターについて 

（2）地域密着型サービス事業所の更新につい

て 

（3）その他 

9 名 

⑤3 月 17 日 

（火） 

（1）平成 27 年度苫小牧地域包括支援センター

運営方針（案）について 

（2）平成 26 年度地域密密着型サービス事業者

等指導監査の実施状況について 

（3）その他 

10 名 

苫小牧市民後見

支援センター設

置準備委員会 

①10月 20日 

（月） 

①委嘱状交付 

②委員長選出 

③委員会の設置について 

6 名 三隅 雅彦 

（会員） 

古川 義則 

（会員） ②11月 26日 

（水） 

①室蘭市視察報告 

②成年後見支援センターの業務について 

7 名 
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白老町地域包括

支援センター運

営協議会 

5 月 20 日 

（水） 

①地域包括支援センターの体制・業務について 

②介護予防サービス計画作成業務の委託につ

いて 

③介護保険事業について  

④平成 26 年度事業報告及び収支決算見込みに

ついて  

⑤平成 27 年度事業計画及び収支予算について

等 

10 名 西村 文洋 

（会員） 

白老町高齢者虐

待防止ネットワ

ーク会議 

12 月 16 日 

（水） 

①平成 26 年度実績報告・高齢者虐待対応状況 

②平成 27 年度活動内容・高齢者虐待状況 

③町内の各事業所での虐待防止の取り組み等 

18 名 大塚 彰 

（会員） 

苫小牧市高齢者

虐待防止ネット

ワーク委員会 

11 月 27 日 

（金） 

①平成 26 年度高齢者虐待通報・対応状況報告 

②事例をとおしての意見交換 

③「高齢者虐待対応支援マニュアル実践版」に

ついて 

16 名 有澤 克英 

（会員） 

 

（4）広報に関すること（広報誌の発行、ホームページ運営等） 

主な内容 発行部数（方法） 発行月 

広報誌「がりばん」発行 
178 部（郵送） 7 月 

178 部（郵送） 2 月 

 

◇その他 

（1） 総会・役員会・委員会 

総会・会議名称 開催日 参加人数 

地区支部全体会 6 月 21 日（日） 25 名 

役員会 

5 月 12 日（火） 10 名 

7 月 16 日（木） 6 名 

11 月 14 日（土） 9 名 

3 月 23 日（水） 9 名 

 

Ⅲ 会員拡大および会員福利厚生 

 1．社会福祉養成施設連絡協議会及び社会事業学校連盟との連携            B.（3）2.（3）参照 

 

2．HPに会員専用ページを開設（求人情報等の掲載や会員相互の意見交換等）     B.（2）3.（1）参照 

  

3．その他 

   ① 10月3日（土）地区支部長・事務局長会議を開催した。 

   ② 社会福祉士国家試験受験会場にて、入会案内のチラシを配布した。 

 

Ⅳ 財務活動の強化 

 1．未納会費対策の強化 

  ① 手続きの簡素化を図るため、振込者について口座引落手続きをしていただけるよう会報・手紙等で呼び

かけた。 

② 年に3度の会費引落（4月、7月、10月）に合わせ、未納者への督促を行なった。前年度の会費未納件数

は26件であった。 

 

2．会計管理業務の委託 

  会計管理業務について、板垣会計事務所に委託した。 

  

Ⅴ 広報・情報活動の実施 

1．「北海道社会福祉士会かわら版」の発行 

   事業計画に基づいて、広報誌「かわら版」を年3回発行した。 

      

 2．ホームページの管理・運営、会員専用ページの開設 
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3．ソーシャルワーカーデー記念行事の実施 

   7月20日（月）海の日 かでる2.7  参加者 55名 

   内容 ソーシャルワーカーデー2015in北海道 

   基調講演 「つながる力 地域家族 ～福祉の視点から“終活”を考える～」 

   講  師 杉谷 憲史 氏（認定ＮＰＯ法人シーズネット 北海道孤立防止ネットワークセンター長） 

     

   福祉なんでも相談会（かでる2.7）相談件数 1件 

            （全道7カ所にて実施）相談研修 15件ほど 

 

Ⅵ 会務の運営 

 1．総会の開催                                  ＜別表3＞参照 

 2．理事会の開催                                 ＜別表3＞参照  

 3．正副会長会議の開催                              ＜別表3＞参照    

4．常設委員会の開催                               ＜別表3＞参照 

5．事務局会議の開催 

 

Ⅶ 生活困窮者自立支援法施行についての政策提言 

 企画総務委員会と生活困難者支援委員会の協働により、道内全福祉事務所にアンケート調査を実施し、 

それを踏まえ、次の事項について、全福祉事務所に対して政策提言を行った。 

 

提言1 研修及び情報交換の機会の充実に努める 

 

提言2 自立相談支援事業における社会福祉士の配置 
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＜別表１＞ 

役員・委員会体制 

 
１ 役員体制（任期 2015.6.6 選任、2017.6 定時総会まで） 

                                               （理事五十音順） 

役職名 氏  名 所  属 所属地区支部 

会 長 高橋 修一 社福）北海道社会福祉協議会 道  央 

副会長 清野 光彦 ＮＰＯ法人地域福祉支援センターちいさな手 十  勝 

副会長 山崎加代子 株式会社シムス 道  央 

副会長 山本 幸治 札幌市保健福祉局障がい保健福祉部障がい福祉課 道  央 

理 事 櫻井 宏樹 社福）苫小牧市社会福祉協議会 日  胆 

理 事 佐藤 雅幸 社福）緑ヶ丘学園サポート末広 道  北 

理 事 島田  剛 北見市南部地区地域包括支援センター オホーツク 

理 事 髙橋 通江 旭川市永山地域包括支援センター 道  北 

理 事 竹田  匡 釧路町役場健康福祉部 釧路町地域包括支援センター 釧  根 

理 事 田巻 憲史 社福）北海道社会事業協会 帯広病院 十  勝 

理 事 野村 宏之 社福）北海道社会福祉協議会 道  央 

理 事 芳賀 憂子 社福）札幌市厚別区社会福祉協議会 道    央 

理 事 林  富子 社福）千歳市社会福祉協議会 向陽台区地域包括支援センター 道  央 

理 事 原  貴弘 社福）札幌市南区社会福祉協議会 道  央 

理 事 福森 星輔 岩内町地域包括支援センター 道  央 

理 事 三谷 真理 医療法人函館大庚会 特別養護老人ホーム倶有 道  南 

理 事 宮澤 英雄 みやざわ社会福祉士・行政書士事務所（2016.4.8 辞任） 十  勝 

理 事 湯淺  弥 NPO 法人小呂野ゆあさ社会福祉士事務所 道  南 

外部理事 松本伊智朗 北海道大学大学院教育学研究院  

会員監事 越前谷賢一 社福）美唄市社会福祉協議会 道  央 

外部監事 佐藤はるみ 佐藤はるみ税理士事務所  

相談役 柏  浩文 社福）札幌市社会福祉協議会 道  央 

 

２ 委員会体制                                   

（１）常設委員会（任期 2015.７.２５選任、2017.７理事会まで）                           

  ①企画総務委員会 

②生涯研修委員会 

基礎研修Ⅰ 

企画運営部会 

基礎研修Ⅱ 

企画運営部会 

基礎研修Ⅲ 

企画運営部会 

会長/副会長 山本 幸治  清野 光彦 

理事 

竹田  匡 

佐藤 雅幸 

櫻井 宏樹 

 福森 星輔 三谷 真理 田巻 憲史 

委員長 竹田  匡 釧根 三谷 真理（道南） 

委員 池田 真紀 道央 近藤 尚也（道央） 

委員 木田 祥平 道南 斉藤 麻衣（道南） 

委員 秋葉 和昭 十勝 渡邊 建司（道北） 

委員 佐々木祐也 オホーツク 有澤 克英（日胆） 

委員   寺本 圭佑（十勝） 

委員   吉村 寿人（釧根） 

委員       大谷 綾子（オホーツク） 

 

mailto:tamaki6147@gmail.com
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※ぱあとなあ北海道運営委員会 委員長 宮澤英雄 2016.4.8 辞任 

                   野村宏之 2016.5.7 就任 

 

 

 

（２）事業部会（任期 2015.７.２５選任、2017.７理事会まで） 

事業名 会長・副会長等 担当理事名 

福祉サービス第三者評価事業推進機構 山本 幸治 原 貴弘 

 

 

 

 

 

 

 ③ぱあとなあ北海道 

運営委員会 

④現場実習指導者 

研修委員会 

⑤ケアマネジメント 

委員会 

⑥地域包括支援 

センター支援委員会 

会長/副会長 清野 光彦  山本 幸治   山崎加代子   山崎加代子   

理事 
宮澤 英雄 

野村 宏之 
 芳賀 憂子  芳賀 憂子  髙橋 通江  

委員長 宮澤 英雄 十勝 芳賀 憂子 道央 芳賀 憂子 道央 髙橋 通江 道北 

委員 細谷 義江 道央 越石  全 道央   島崎 顕生 道央 

委員 長井 巻子 道央 丸山 正三 道央   佐々木康寛 道南 

委員 成田 孝友 道央 齋藤  幸 道央   今井  敦 道北 

委員 岩佐 宏希 道南 久慈 隆之 道央   浅野  豊 日胆 

委員 平川 俊彦 道北 長濱 章雄 道北   川向 優子 十勝 

委員 曽我真由美 日胆 山下 勇人 日胆   笠島 直子 釧根 

委員 清野 祥子 十勝 勝見  祥 日胆   定田 康寛 オホーツク 

委員 多田摩由美 釧根       

委員 尾崎 仁美 オホーツク       

委員 白戸 一秀 学識経験者       

 ⑦障がい者等地域生活 

支援委員会 

⑧生活困難者 

支援委員会 
⑨災害対策委員会 

⑩司法分野との連携 

 特別委員会 

会長/副会長 山崎加代子  清野 光彦  山崎加代子  高橋 修一  

理事 林  富子  湯淺  弥  島田  剛  湯淺  弥  

委員長 林  富子 道央 湯淺  弥 道南 島田  剛 オホーツク 湯淺  弥 道南 

委員 神内秀之介 道央 目黒紀美代 道央 福森 星輔 道央 安田 昌彰 道央 

委員 西中 裕一 道北 奥山英梨香 道南 渋谷 昌広 道南 要垣内善文 道南 

委員 福士 憲昭 日胆 平田  淳 道北 小笠原志朗 道北 清水明日香 道北 

委員 森  達弥 十勝 奈良 禎久 日胆 金澤 令仁 日胆 加藤 侑大 日胆 

委員    島田 朋奈 十勝 佐々木政人 十勝 長村 麻子 十勝 

委員   澤田 憲一 釧根 伊藤 靖代 釧根 石岡  政 釧根 

委員   佐藤 有紗 オホーツク 佐々木啓太 オホーツク 立蔵 昭彦 オホーツク 
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（3）倫理委員会委員（任期 2015.6.6 選任、2017.6 定時総会まで） 

   ぱあとなあ業務監査委員会委員（任期 2015.3.22 選任、2016.3.31 まで） 

区分 倫理委員会委員 区分 ぱあとなあ業務監査委員会委員 

会 員 杉野 全由 十 勝 理 事 林  富子  

会 員 三宅 一樹 道 北 理 事 髙橋 通江  

会 員 小笠原光寛 道 央 会員外 関口 和矢 札幌弁護士会 

会員外 末長 宏章 札幌弁護士会 会員外 木村 彰宏 精神保健福祉士協会 

会員外 小嶋 健二 精神保健福祉士協会 会員外 千貝  愛 リーガルサポート 

  

 

３ 地区支部役員体制 

  
道 央 

地区支部 

道 南 

地区支部 

道 北 

地区支部 

日 胆 

地区支部 

十 勝 

地区支部 

釧 根 

地区支部 

オホーツク

地区支部 

支部長 福森 星輔 湯淺  弥 山口 昌宏 大塚  彰 佐々木政人 竹田  匡 武田  学 

副支部長 

悪七 尚広 佐々木康寛 佐藤 雅幸 浅野  豊 坪井 一身 井川 哲雄 羽田三紀子 

桝野 裕也 長谷山哲平 川田 哲也 山下 勇人 宮澤 英雄 多田摩由美 定田 康寛 
2016.5辞任 

菊地 真一  髙橋 通江  堀田 満生   

事務局長 富田 健一 三谷 真理 貞森 俊宏 高橋 卓嗣 鹿内  輔 浜尾 勇貴 佐々木祐也 

会 計 桝野 裕也 湯淺 留美 柴田  淳 園田  彩 澤尻 勝雄 望月  誠 笹谷 貴志 

幹 事 

佐々木しのぶ 折目 泰則 
今井  敦 
（事務局次長） 有澤 克英 石川 尚樹 浅野 洋郎 大谷 綾子 

尾崎  誠 山村  哲 山田 純一 勝見  祥 清野 光彦 荒木 志保 佐々木啓太 

菊地 英人 梶谷 由明 曽我部栄希 遠藤 実茂 田巻 憲史 伊藤 靖代 立蔵 昭彦 

吉田 恭平 谷口 健一 棟方 康明 桜井 宏樹 寺本 圭祐 石岡  政 佐瀬 淳哉 

鈴木  舞 熊木 勝弘 小笠原志朗 亀田 拓臣 長村 麻子 笠島 直子 原田芙美子 

安田 昌彰 森  貴志 菅原 輝晃 曽我真由美 林  栄一 澤田 憲一 中村 好秀 

井澤 勇揮 麻薙 悠子 平川 俊彦 紙本 雅也 東村 智之 松野 裕樹 立花さおり 

吉田 裕美 木田 祥平 清水明日香 加藤 侑大 秋葉 和昭 米澤結実子 斉藤 敬太 

田口 幹子 関川 敏江 来田  寛 橋本 政人 川向 優子 吉村 寿人 高桑 純一 

水戸 由子 奥山英梨香 川崎 祐二  島田 朋奈   

菅 しおり 要垣内善文 渡邊 建司  畠山 裕樹   

富田 健一 岩佐 宏希 石山 武浩     

  大腰 真弓     

  綱渕 美穂     

  
松野尾道雄 
（相談役） 

    

  
馬場 義人 
（相談役）     

監 査  
斎藤 規和 尾形 永造 福島 将恭 渡辺  聡 岩上 敏之 菅野 早苗 三浦 綾美 

宮川 亮一  米谷 祐子 古川 義則 杉野 全由 佐々木 寛 水橋真莉子 
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＜別表２＞ 

 

（１）社会福祉の援助を必要とする北海道民の生活と権利の擁護に関する事業 

   （本部取り扱い分） 

 

２.（1）介護認定審査会への委員派遣 

市町村 委嘱期間 就任者 

室蘭市 
2015年 4月 1日から

2017年 3月 31日まで 
山下 勇人・高野 裕和・大條 英一・山本 亮・亀田 拓臣 

札幌市 
2015年 4月 1日から

2017年 3月 31日まで 

大野 淑子・奥寺 光子・佐久間 仁・村上 佐喜子・奥田 龍人 

柏 浩文・奥野 啓子・川島 志緒里・池田 真紀・佐藤 秀幸 

佐藤 哲夫・石﨑 剛・檜森 道子・巻 康弘・大高 範子 

苣木 啓子・窪田 京子・雨宮 春美・乙坂 友広・宮川 亮一 

山階 綾太郎 

登別市 
2015年 4月 1日から 

2017年 3月 31日まで 
紙本 雅也・西村 文洋・菊地 雅洋 

 

（2）障害支援区分認定等審査会への委員派遣 

市町村 委嘱期間 就任者 

札幌市 
2015年 4月 1日から

2017年 3月 31日まで 
荒川 倫代・加藤 澄子・箭内 宏行・山下 浩紀 

室蘭市 
2015年 4月 1日から

2017年 3月 31日まで 
安田 雅浩 

帯広市 2015年 3月 31日まで 久保 明・村瀬 征志・岡本 大輔・鹿内 輔 

南十勝 2015年 3月 31日まで 宮澤 英雄 

 

（3）札幌市地域リハビリテーション推進協議会への委員派遣 

市町村 委嘱期間 就任者 

札幌市 
2015年 7月 18日から

2016年 9月 9日まで 
山崎 加代子 

 

（4）北海道地域包括・在宅介護支援センター協議会への委員派遣 

市町村等 委嘱期間 就任者 

北海道社会福祉協議会 
2014年 3月 17日から 

2015年度第 2回代議員総会まで 
浅野 豊 

北海道社会福祉協議会 
2016年 3月 10日から 

2017年度第 2回代議員総会まで 
今井 敦 

 

（5）北海道福祉サービス運営適正化委員会への委員派遣 

市町村等 委嘱期間 就任者 

北海道社会福祉協議会 
2014年 4月 1日から 

2016年 3月 31日まで 
飯島 英幸・奥寺 光子 

 

（6）札幌市社会福祉協議会市民後見推進事業運営委員会への委員派遣 

市町村等 委嘱期間 就任者 

札幌市社会福祉協議会 
2015年 4月 1日から 

2017年 3月 31日まで 
野村 宏之 

 

（7）札幌市社会福祉協議会福祉サービス調整委員会への委員派遣 

市町村等 委嘱期間 就任者 

札幌市社会福祉協議会 
2014年 4月 1日から 

2016年 3月 31日まで 
桝野 裕也 
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（8）江別市地域包括支援センター運営協議会・地域密着型サービス運営委員会への委員派遣 

市町村 委嘱期間 就任者 

江別市 
2013年 12月 26日から 

2016年 12月 25日まで 
菅 しおり 

 

（9）函館市市民後見推進検討委員会への委員派遣 

市町村 委嘱期間 就任者 

函館市 
2013年 12月 26日から 

協議終了まで 
湯淺 弥 

 

（10）函館市要援護高齢者対策ネットワーク協議会への委員派遣 

市町村 委嘱期間 就任者 

函館市 
2014年度指定日から 

2年以内 
湯淺 弥 

 

（11）函館市要援護障がい者対策地域協議会への委員派遣 

市町村 委嘱期間 就任者 

函館市 
2014年度指定日から 

2年以内 
湯淺 弥 

 

（12）北海道教育委員会北海道いじめ問題対策連絡協議会への委員派遣 

市町村等 委嘱期間 就任者 

北海道 2014年 4月 28日から 北海道社会福祉士会（団体参加） 

 

 （13）北海道高齢者虐待防止推進委員会への委員派遣 

市町村等 委嘱期間 就任者 

北海道虐待防止センター 
2015年 4月 1日から 

2017年 3月 31日まで 
髙橋 通江 

  

 （14）北海道福祉教育アドバイザー 

市町村等 委嘱期間 就任者 

北海道 
2015年 4月 1日から 

2016年 3月 31日まで 

住吉 直樹・髙橋 修一・小野寺 さゆみ・島田剛 

武田学・定田 康寛・村上 悟・浜尾 勇貴 

 

 （15）北海道介護支援専門員協会への委員派遣 

市町村 委嘱期間 就任者 

北海道 
2015年度から 

2016年度まで 
山崎 加代子 

 

 （16）学校法人西野学園 札幌心療福祉専門学校 学校関係者評価委員会への委員派遣   

市町村 委嘱期間 就任者 

札幌市 
2015年 6月 30日から 

2016年 3月 31日まで 
野村 宏之 

 

  （17）学校法人西野学園 札幌心療福祉専門学校 精神保健福祉科教育課程編成委員会 

市町村 委嘱期間 就任者 

札幌市 
2015年 6月 30日から 

2016年 3月 31日まで 
野村 宏之 

 

 （18）北海道精神保健福祉士協会苦情対応・処理委員会への委員派遣 

市町村 委嘱期間 就任者 

北海道 
2015年 6月 1日から 

2017年 5月 31日まで 
柏 浩文 
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（19）北海道福祉人材センター運営委員会への委員派遣 

市町村 委嘱期間 就任者 

北海道 
2015年承認日から 

2017年 3月 31日まで 
山崎 加代子 

 

 （20）札幌市地域包括支援センター運営協議会への委員派遣 

市町村 委嘱期間 就任者 

札幌市 
2015年 9月 1日から 

2018年 8月 31日まで 
山崎 加代子  

 

（７）社会福祉団体その他の関係団体との連携に関する事業 

 

１．（１）日本社会福祉士会との協働 

  ①日本社会福祉士会への派遣役員 

名称 就任期間 派遣役員名 

全国選出理事（常任理事） 2017年 6月総会まで 
高橋 修一会長 

竹田 匡理事 

組織委員会 2017年 6月総会まで 柏 浩文相談役 

生涯研修センター協議会 2014年 11月 21日から 清野 光彦副会長 

災害支援プロジェクトチーム 2017年 3月 31日まで 柏 浩文相談役 

生活困窮者支援委員会 2015年 6月総会まで 高橋 修一会長 

綱紀委員会 2017年 3月 31日まで 奥寺 光子会員 

綱紀委員会調査委員 2014年 6月 23日推薦 奥寺 光子会員 

権利擁護センターぱあとなあ運営協議会高齢者施設虐待

対応講師予定者研修プロジェクト委員会 
2016年 6月総会まで 石﨑 剛会員 

障がい者支援委員会 2015年 6月総会まで 松坂 優会員 

独立型社会福祉士委員会 2015年 6月総会まで 湯淺 弥理事 

認定社会福祉士登録機関運営委員会 2017年 6月総会まで 白戸 一秀会員 

低所得者支援員会ソーシャルインクルージョン部会 2015年 6月総会まで 高橋 修一会長 

ハート相談センター全国担当者会議 2015年 2月 28日から 清野 光彦副会長 

   

②日本社会福祉士会主催会議等への出席 

内容 開催日 出席者 

第 28回通常総会 6月 20日（土） 柏 浩文相談役、高橋 修一会長 

都道府県社会福祉士会会長会議 9月 5日（土）～6日（日） 
高橋 修一会長、山本 幸治副会長 

竹田 匡理事 

日本社会福祉士会理事会（第 1回） 4月 18日（土） 柏 浩文相談役 

日本社会福祉士会理事会（第 2回） 5月 16日（土） 
柏 浩文相談役、高橋 修一会長 

竹田 匡理事 

日本社会福祉士会理事会（第 3回） 6月 20日（土） 
柏 浩文相談役、高橋 修一会長 

竹田 匡理事 

日本社会福祉士会理事会（第 4回） 7月 11日（土）～12日（日） 高橋 修一会長、竹田 匡理事 

日本社会福祉士会理事会（第 5回） 8月 22日（土） 高橋 修一会長、竹田 匡理事 

日本社会福祉士会理事会（第 6回） 9月 5日（土） 高橋 修一会長、竹田 匡理事 

日本社会福祉士会理事会（第 8回）  11月 21日（土） 高橋 修一会長、竹田 匡理事 

日本社会福祉士会理事会（第 9回） 12月 19日（土） 高橋 修一会長、竹田 匡理事 

日本社会福祉士会理事会（第 10回） 1月 16日（土） 高橋 修一会長、竹田 匡理事 

日本社会福祉士会理事会（第 11回） 2月 6日（土） 高橋 修一会長、竹田 匡理事 

日本社会福祉士会理事会（第 12回） 3月 12日（土） 高橋 修一会長、竹田 匡理事 

日本社会福祉士会臨時総会 3月 12日（土） 
高橋 修一会長、清野 光彦副会長 

竹田 匡理事 

全国生涯研修委員会議 9月 26日（土）～27日（日） 三谷 真理理事 
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権利擁護センターぱあとなあ運営協

議会高齢者施設虐待対応講師予定者

研修プロジェクト委員会 

8月 23日（日） 

10月 18日（日） 

12月 5日（金）～6日（日） 

2月 7日（日） 

石﨑 剛会員 

  

③日本社会福祉士会主催委員会・研修会等への出席 

名称 開催日 派遣役員等 

広報委員会 なし 柏 浩文相談役 

災害支援プロジェクトチーム会議・関連

プロジェクト等 

5月 30日（土） 

 8月 1日（土） 

8月 30日（日） 

    1 月 30日（土） 

柏 浩文相談役 

災害支援活動者研修 12月 5日（土）～6日（日） 

柏 浩文相談役 

島田 剛理事 

伊藤 靖代会員 

低所得者支援委員会 

ソーシャルインクルージョン委員会 

4月 11日（土） 

5月 9日（土） 

5月 17日（日） 

 1月 11日（日） 

高橋 修一会長 

ソーシャルインクルージョン部自殺対

策研修検討プロジェクト 

7月 20日（月） 

8月 29日（土） 

10月 12日（月） 

1月 11日（日） 

高橋 修一会長 

ソーシャルインクルージョン部自殺予

防対策プレ研修 
11月 7日（土）～8日（日） 高橋 修一会長 

日本ソーシャルワーク学会 7月 19日（日） 高橋 修一会長 

基礎研修リーダー養成研修 12月 13日（土）～14日（日） 三谷 真理理事 

綱紀委員会 

4月 29日（水） 

  7月 18日（土） 

3月 19日（土） 

奥寺 光子会員 

「市町村・都道府県のための要介護施設

従事者等による虐待現任者標準研修」講

師予定者研修会 

 

12月 5日（土）から 6日（日） 

 

三井 弘巳会員 

組織委員会 

4月 11日（土） 

 10月 12日（月） 

1月 24日（日） 

清野 光彦副会長（4月） 

柏 浩文相談役（10、1月） 

生涯研修センター協議会 
8月 2日（日） 

2月 13日（土） 
清野 光彦副会長 

生活困窮者支援委員会 

9月 6日（日） 

10月 25日（土） 

  1月 10日（日） 

2月 13日（土） 

高橋 修一会長 

主任相談支援員現任研修プログラム研

究委員会 
12月 20日（日） 高橋 修一会長 

主任相談支援員スキルアップ研修 
12月 8日（火）～9日（水） 

3月 15日（火）～16日（水） 
高橋 修一会長 

認定社会福祉士登録機関運営委員会 3月 7日（土） 白戸 一秀 

ハート相談センター全国担当者会議 2月 28日（土） 清野 光彦副会長 
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＜別表３＞ 

○ 総会開催状況 

名称 開催日 開催場所 参加者 

第 17回定時総会 6月 6日（土） かでる 2.7 56名 

○ 理事会開催状況 

名称 開催日 開催場所 

第 1回理事会 4月 25日（土） かでる 2.7 550会議室 

第 2回理事会 6月 6日（土） かでる 2.7 6階すずらん 

第 3回理事会 7月 25日（土） かでる 2.7 810B会議室 

第 4回理事会 10月 24日（土） 札幌市北老人福祉センター 

第 5回理事会 1月 23日（土） かでる 2.7 810B会議室 

○ 正副会長会議開催状況 

名称 開催日 開催場所 

第 1回正副会長会議 4月 21日（火） かでる 2.7 

第 2回正副会長会議 5月 13日（水） かでる 2.7 

第 3回正副会長会議 6月 24日（水） かでる 2.7 

第 4回正副会長会議 7月 16日（木） かでる 2.7 

第 5回正副会長会議 8月 27日（木） かでる 2.7 

第 6回正副会長会議 9月 15日（火） かでる 2.7 

第 7回正副会長会議 10月 15日（火） かでる 2.7 

第 8回正副会長会議 12月 11日（金） かでる 2.7 

第 9回正副会長会議  1月 13日（水） かでる 2.7 

第 10回正副会長会議  2月 24日（水） かでる 2.7 

○ 常設委員会開催状況 

委員会名 回次 開催日 開催場所 

①企画総務委員会 第 1回 10月 25日（日） 事務局 

企画総務委員会 

担当理事打合せ 

第 1回 

第 2回 

第 3回 

第 4回 

第 5回 

第 6回 

7月 25日（水） 

9月 24日（木） 

10月 5日（月） 

1月 5日（火） 

1月 23日（土） 

3月 2日（水） 

事務局 

チャットワーク（チャット） 

ハングアウトビデオ会議 

ハングアウトビデオ会議 

かでる 2.7 

ハングアウトビデオ会議 

②生涯研修委員会 第 1回 10月 18日（日） かでる2.7 

③ぱあとなあ北海道運営委員会 

第 1回 

第 2回 

第 3回 

第 4回 

 7月 4日（土） 

 8月 21日（金） 

10月 13日（火） 

 1月 24日（日） 

かでる 2.7 

スカイプ 

チャットワーク 

かでる 2.7 

④現場実習指導者研修委員会 

第 1回 

第 2回 

第 3回 

7月 10日（金） 

9月 11日（金） 

1月 29日（金） 

札幌医学技術福祉歯科専門学校 

札幌医学技術福祉歯科専門学校 

札幌医学技術福祉歯科専門学校 

⑤ケアマネジメント委員会 第 1回 7月 8日（水） スピタール南郷丘 

⑥－1 

地域包括支援センター支援委員会 

第 1回

第 2回 

第 3回 

5月 28日（木） 

11月 15日（日） 

2月 27日（土） 

かでる 2.7 

かでる 2.7 

旭川市神楽・西神楽地域包括支

援センター 

⑥－2 

地域包括支援センター支援委員会

（弁護士会との意見交換会・勉強会） 

第 1回 

第 2回 

第 3回 

4月 25日（土） 

11月 15日（日） 

2月 4日（木） 

札幌弁護士会館 

札幌弁護士会館 

各弁護士会館（ビデオにて） 
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⑦障がい者等地域生活支援委員会 

第 1回 

第 2回 

第 3回 

7月 11日（土） 

8月 29日（土） 

1月 23日（土） 

かでる 2.7 

かでる 2.7 

かでる 2.7 

⑧生活困難者支援委員会 第 1回 3月 12日（土） かでる 2.7 

⑨災害対策委員会 

第 1回 

第 2回 

第 3回 

5月 19日（月） 

9月 13日（土） 

3月 28日（月） 

Web会議 

かでる 2.7 

スカイプ 

⑩司法分野との連携特別委員会 

第 1回 

第 2回 

第 3回 

9月 13日（日） 

12月 12日（土） 

3月 13日（日） 

かでる 2.7 

かでる 2.7 

かでる 2.7 
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議案第 3号 2015年度監査報告（案）について 

 

 

監 査 報 告 書 

  

公益社団法人 北海道社会福祉士会  

代表理事・会長 高橋 修一 殿 

平成 28年 4月 26 日 

 

                          監 事  越前谷 賢一 ㊞ 

                         監 事  佐藤 はるみ ㊞ 

 

 

平成 27年 4月 1日から平成 28年 3月 31日までの事業年度の監査につきまして、 

次のとおり、その方法および結果を報告します。 

 

１ 監査の方法及びその内容 

  監事は、理事会その他重要な会議に出席し、理事及び使用人等からその職務の執行

状況について報告を受け、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の状況を調査し、

当該事業年度に係る事業報告について検討しました。 

また、会計帳簿又はこれに関する資料の調査を行い、当該事業年度に係る計算書類

（貸借対照表及び正味財産増減計算書、収支計算書）及びその附属明細書並びに財産

目録について検討しました。 

 

２ 監査意見 

（１） 事業報告等の監査結果 

一 事業報告は、法令及び定款に従い、法人の状況を正しく示しているものと認め

ます。 

二 理事の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大

な事実は認められません。 

 

（２） 計算書類及びその附属明細書並びに財産目録の監査結果 

計算書類及びその附属明細書並びに財産目録は、法人の財産及び損益の状況を 

すべての重要な点において適正に示していると認めます。 

以上 
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議案第 4 号 組織体制の見直しにかかる関係規則の一部改正について 

 

改正理由 

 

  2015 年 7 月の理事会において組織再編の方針を決定しましたので、これに基づき 2017

年度からの施行を目指して関係規則の改正を提案するものです。 

 

  (再掲) 

 １．これからの本会の目指すべき方向性（３年間） 

「道民に寄り添う実践力の高い社会福祉士の育成と社会的認知拡大を目指す」 

 

２．組織再編に関する基本的な考え方 

  組織再編にあたっての基本的な考え方としては、次の４つです。 

  ① 意思決定の迅速化 

   理事会の回数の制限がある中で、より迅速に事業を展開していくためには、意思決定

の迅速化を図る必要があるとともに、類似する事業内容の統合と整理が必要である。 

  ② 地区支部を中心とした事業運営(又はソーシャルワーク実践の支援) 

   全道レベル実施すべき事業と各地区支部で実施する事業の区別をした上で、地区支部

を中心に活動できる組織体制の整備が不可欠であり、会員との距離がより近い地区支部

単位で事業運営を行う。 

  ③ 事業の選択と集中による予算の確保(スクラップ＆ビルド) 

   現状として、事業量も多く、さらにあらたなことに取り組む余裕もない。しかし、変

化する社会情勢において、本会として取り組むべき事業もある。また、過去の調査等に

おいても、高齢者福祉を中心とした研修会の開催により、会員からの不満が少なからず

存在する。 

  ④ より活動しやすい委員会体制の強化と地区支部長の権限の明確化(強化) 

   本会の事業運営の活発化に向けては、各委員会が中心となる。理事会ではなく、委員

会が中心となって活動できる／しやすい体制の整備が必要である。事業運営にあたって

は、本会におけるパイプ役となる地区支部長の権限を明確にすることによって、さらに

活動しやすい体制につながるものを期待できる。 

  ⑤ 独自の活動展開するための財務体質の健全化 

   本会が独自の活動を展開するためには、上記の創意工夫に加えて、財務体質を健全化

させることが不可欠であり、助成金に依存し過ぎない自主財源を確保していく必要があ

る。 

 

 ３．関連する規則 

  ① 公益社団法人北海道社会福祉士会支部の設置及び運営に関する規則 

  ② 公益社団法人北海道社会福祉士会組織規則 

  ③ 公益社団法人北海道社会福祉士会委員会及び事業部会の設置及び運営に関する規則 



 

公益社団法人北海道社会福祉士会支部の設置及び運営に関する規則新旧対照表 

新 旧  

公益社団法人北海道社会福祉士会支部の設置及び運営に関

する規則 

 

規則第５号 

2013年4月1日制定 

2016年6月11日一部改正  

 

(目的) 

第１条 この規則は、公益社団法人北海道社会福祉士会(以

下「本会」という。)定款第35条第１項の規定に基づき、

本会の支部の設置及び運営に関する基本的事項を定める

ことを目的とする。 

 

(支部活動の趣旨) 

第２条 支部は、第５条に定める区域を単位として本会会員

の相互交流及び研鑚等を図ることにより、身近な地域で活

動できる場を作り、その支部の実情に即した独自の事業を

展開し地域福祉サービスの推進と向上に寄与するものと

する。 

 

(運営) 

第３条 支部における事業は、本会定款第４条に定める事業

のうち、身近な地域で展開することが望ましい事業を実施

する。 

２ 支部独自に行う事業の他、本会が主催する研修会等の地

域開催にあっては、その運営に協力するものとする。 

３ 地区支部は、理事会の監督に基づいて運営する。  

４ 地区支部の運営にあたっては、理事会は少なくとも年に
一度、支部長と意見交換を行う機会を設ける。 

 

(支部の設置要件) 

第４条 支部の設置要件は、おおむね人口30万人以上の規模

公益社団法人北海道社会福祉士会支部の設置及び運営に関

する規則 

 

規則第５号 

2013年4月1日制定 

 

 

(目的) 

第１条 この規則は、公益社団法人北海道社会福祉士会(以

下「本会」という。)定款第35条第１項の規定に基づき、

本会の支部の設置及び運営に関する基本的事項を定める

ことを目的とする。 

 

(支部活動の趣旨) 

第２条 支部は、その区域を単位として本会会員の組織化と

相互交流・研鑚をすすめることにより、身近な地域で活動

できる場を作り、その支部の実情に即した独自の事業を展

開し地域福祉サービスの推進と向上に寄与するものとす

る。 

 

(事業) 

第３条 支部における事業は、本会定款第４条に定める事業

のうち、身近な地域で展開することが望ましい事業を実施

する。 

２．支部独自に行う事業の他、本会が主催する研修会等の地

域開催にあっては、その運営に協力するものとする。 

 

 

 

 

(支部の設置要件) 

第４条 支部の設置要件は、おおむね人口30万人以上の規模
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の生活圏域を単位とする。 

(支部区分) 

第５条 支部は、次の７支部とし、その区域構成は別表のと

おりとする。 

 (１) 道央地区支部 

 (２) 道南地区支部 

(３) 道北地区支部 

(４) オホーツク地区支部 

(５) 日胆地区支部 

 (６) 十勝地区支部 

 (７) 釧根地区支部 

 

(支部会員) 

第６条 支部は、区域内に住所を有する本会会員をもって組

織する。                           

    

２ 支部会員は、本会会員として承認されたときから支部に

所属する。 

 

 

 

(支部役員) 

第７条 支部には次の役員を置く。 

(１) 支部長  １人 

(２) 副支部長 １人以上４人以内 

(３) 事務局長 １人 

(４) 会計   １人 

(５) 幹事   ３人以上20人以内 

(６) 監事   ２人以内 

２ 支部長、副支部長、事務局長及び会計は幹事とし、幹事

の定数に含めるものとする。 

３ 支部長は、支部会員の中から選出し、本会総会に報告す

るものとする。 

４ 幹事は、支部会員の中から選出し、本会理事会に報告す

の生活圏域を単位とする。 

(支部区分) 

第５条 支部は、次の７支部とし、その区域構成は別表のと

おりとする。 

 (１) 道央地区支部 

 (２) 道南地区支部 

(３) 道北地区支部 

(４) オホーツク地区支部 

(５) 日胆地区支部 

 (６) 十勝地区支部 

 (７) 釧根地区支部 

 

(支部会員) 

第６条 支部は、区域内に住所を有する本会会員をもって組

織する。ただし、届出により勤務地に所属を変更すること

ができる。 

２．支部会員は、本会会員として承認されたときから支部に

所属する。 

３．道外在住会員については、勤務地の支部(「支部」では

なく、「都道県社会福祉士会」)に所属する。 

 

(支部役員) 

第７条 支部には次の役員を置く。 

(１) 支部長  １人 

(２) 副支部長 １人以上４人以内 

(３) 事務局長 １人 

(４) 会計   １人 

(５) 幹事   ３人以上20人以内 

(６) 監事   ２人以内 

２．支部長、副支部長、事務局長、会計は幹事とし、幹事の

定数に含めるものとする。 

３．支部長は、支部会員の中から選出し、本会総会に報告す

る。 

４．幹事は、支部会員の中から選出し、本会理事会に報告す
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るものとする。 

５ 副支部長及び事務局長は、支部長が幹事の中から指名

し、本会理事会に報告するものとする。 

６ 監事は、支部会員の中から選出し、本会理事会に報告す

るものとする。  

 

(職務) 

第８条 支部長は支部を代表し、次の職務を行う。 

(１) 幹事に対する指示及び連絡に関すること 

(２) 支部が行う事業の調整、企画及び管理に関すること 

(３) 関係官庁等との連絡及び協議に関すること 

(４) 本会委員等の推薦又は講師派遣に関すること 

(５) その他本会理事会又は当該支部役員会において、別

に定めること 

２ 副支部長は、支部長を補佐し、支部長に事故ある時はそ

の職務を代理し、支部長が欠けたときは、その職務を行う。 

３ 事務局長は、支部の事務を統括する。 

４ 幹事は、役員会を構成し、支部の業務を推進する。 

５ 会計は、支部会計を適正に執行するものとする。 

６ 監事は、支部事業を監査する。            

                            

         

(任期) 

第９条 支部役員の任期は２年とする。ただし再任は妨げな

い。 

 

(会議) 

第10条 支部の会議は次のとおりとする。 

(１) 支部全体会（以下「全体会」という。） 

(２) 支部役員会（以下「役員会」という。） 

２   全体会は、支部会員をもって構成し、毎年１回開催

とする。 

３ 役員会は、支部役員をもって構成し、支部長が必要と認

めたときに開催する。 

るものとする。 

５．副支部長及び事務局長は、支部長が幹事の中から指名し、

本会理事会に報告するものとする。 

６．監事は、支部会員の中から選出し、本会理事会に報告す

るものとする。  

 

(職務) 

第８条 支部長は支部を代表し、支部の事業・運営を統括す

る。 

 

 

 

 

 

２．副支部長は、支部長を補佐し、支部長に事故ある時はそ

の職務を代理し、支部長が欠けたときは、その職務を行う。 

３．事務局長は、支部の事務を統括する。 

４．幹事は、役員会を構成し、支部の業務を推進する。 

５．会計は、支部会計を適正に執行するものとする。 

６．監事は、支部会計を監査する。(連結会計移行時の議論

の末、支部監事は、会計監査できないと説明があり、支部

規則を改正した) 

(任期) 

第９条 支部役員の任期は２年とする。ただし再任は妨げな

い。 

 

(会議) 

第10条 支部の会議は次のとおりとする。 

(１) 支部全体会(支部総会) 

(２) 支部役員会 

２．支部全体会は、支部会員を持って構成し、毎年１回開催

とする。 

３．役員会は、支部役員をもって構成し、支部長が必要と認

めたときに開催する。 
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(付議) 

第11条   全体会は、次の各号に定める事項を審議する。 

(１) 支部役員の選出に関する事項 

(２) 理事会にて全体会に付議すべきことを決議した事項 

(３) その他支部の運営等に係る重要事項 

 

２ 前項に定めるもののほか、支部の運営に関する意見交換

や交流の機会として、次に掲げる事項を報告する。 

 (１) 事業計画及び予算に関する事項 

(２) 事業報告及び決算に関する事項 

(３) その他役員会が必要と認める事項 

３ 役員会は、次の各号に定める事項を審議する。ただし、

本会定款第32条第２項の規定に準拠し、役員の全員が書面

又は電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、当該

提案を可決する旨の役員会の決議があったものとみなす。 

(１) 事業計画及び予算に関する事項 

(２) 事業報告及び決算に関する事項 

(３) 第１項第２号に関する事項 

(４) 本会理事会、委員会及び部会にて役員会に付議すべ

きことを決議した事項 

(５) その他必要な事項 

３ 支部の全体会において決議した事項は、本会理事会に報

告する。 

４ 本会の役員は、支部の会議に出席し、意見を述べること

ができる。 

 

(会計) 

第12条 支部の経費は、本会支部活動費及び参加費、寄付金

等によってまかなう。 

２ 支部の事業計画及び予算案は、その内容を本会理事会に

提出し、理事会でその承認を得るものとする。 

３ 支部の事業報告及び決算案は、その内容を本会理事会に

提出し、理事会でその承認を得るとともに総会において審

議するものとする。 

(付議) 

第11条 支部全体会は、次の各号に定める事項を審議する。 

(１) 事業計画及び予算 

(２) 事業報告及び決算報告 

(３) 支部役員の選出 

(４) その他支部の重要事項 

 

 

 

 

 

２．役員会は、事業計画及び予算の立案、事業の実施計画の

作成、管理を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(会計) 

第12条 支部の経費は、本会支部活動費及び参加費、寄付金

などによってまかなう。 

２．支部の事業計画及び予算案は、その内容を本会理事に提

出し、理事会でその承認を得るものとする。 

３．支部独自に支部会費を徴収することはできない。 
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４ 支部独自に支部会費を徴収することはできない。 

 

(支部活動費) 

第13条 本会は、支部活動費を理事会が別に定める算出基準

に基づき組織活動事業費の予算の範囲内で支部に交付す

るものとする。 

２ 支部は、支部活動費の交付の後、前項に規定する算出基

準とした事業を実施できなかった場合は、その全額を当

該年度中に本会に返還する。 

３ 当該年度に交付された支部活動費の次年度への繰越し

の上限を当該年度に交付された額の１割以内とし、これを

超える額は、翌年度の支部活動費から控除する。 

 

(改廃) 

第14条 この規則を改廃するときは、総会の承認を得なけれ

ばならない。 

 

附 則 

１ この規則は、本会設立の日から施行する。 

   

 附 則  

１ この規則は、2017年4月1日から施行し、第13条

第3項の改正後の規定は、2017年度会計から適用す

る。  

２ 2016年度末時点の各支部の一般正味財産期末残

高は、その使途を明らかにし、所定の手続きを経て

３カ年度を上限として執行することができる。ただ

し、これにより難いときは一般正味財産期末残高の

一部又は全部を本会に戻入するものとする。  

 

別表 略  

 

 

(支部活動費) 

第13条 支部活動費は、共通基本額のほか事業規模、会員数

等を勘案した支部活動費助成金によって構成され、組織活

動事業費の予算の範囲内で支部に交付するものとする。 

２．支部活動費の申請にあたっては、年度当初の５月中に支

部活動費決定通知書を地区支部宛送付するものとする。 

３．支部活動費の精算報告にあたっては、毎年４月末までに

支部活動費報告書を本会宛提出するものとする。 

４．支部活動費決定通知書及び支部活動費報告書の様式は、

別途理事会において定める。 

 

(改 廃) 

第14条 この規則を改廃するときは、総会の承認を得なけれ

ばならない。 

 

附 則 

１．この規則は、本会設立の日から施行する。 

 

 

別表 略 
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公益社団法人北海道社会福祉士会組織規則新旧対照表 

新 旧  

公益社団法人北海道社会福祉士会組織規則 

規則第６号  

2013年4月1日制定  

2016年6月11日一部改正  

 

 (目的 ) 

第１条 この規則は、公益社団法人北海道社会福祉士

会 (以下「本会」という。)定款第４条に規定する本

会の事業を円滑に実施するため、必要な組織及び職

制を定めることを目的とする。  

 (正副会長会議 ) 

第２条 会務を系統的に執行する機関として、正副会

長会議を置く。  

２ 正副会長会議の構成員は、会長、副会長、事務局

長、顧問、相談役とする。  

３ 必要に応じて、会長が指定する者の出席を求める

ことができる。  

４ 正副会長会議は、次のことを統括する。  

(１ )          本会の事業推進に関す

ること。  

(２ ) 事務局の運営に関すること。  

(３ ) 本会委員会     の設置及び運営規則に

定められた委員会      の運営に関する

こと。  

(４ ) その他事業運営に必要な事項に関すること。 

４ 正副会長会議は会長が招集し、少なくとも２か月

に一回は開催しなければならない。  

(事務局 ) 

第３条  前条に規定する会務執行を補助する機関と

して、定款第47条に規定する事務局がこれにあた

公益社団法人北海道社会福祉士会組織規則 

規則第６号  

2013年4月1日制定  

 

 

 (目的 ) 

第１条 この規則は、公益社団法人北海道社会福祉士

会 (以下「本会」という。)定款第４条に規定する本

会の事業を円滑に実施するため、必要な組織・職制

を定めることを目的とする。  

 (正副会長会議 ) 

第２条 会務を系統的に執行する機関として、正副会

長会議を置く。  

２．正副会長会議の構成員は、会長、副会長、事務局

長、顧問、相談役とする。  

 

 

３．正副会長会議は、次のことを統括する。  

(１ ) 理事会決定を受けた本会の事業推進に関す

ること  

(２ ) 事務局の運営に関すること  

(３ ) 本会委員会・事業部会の設置及び運営規程に

定められた委員会・事業部会の運営に関するこ

と  

(４ ) その他事業運営に必要な事項に関すること  

４．正副会長会議は会長が招集し、少なくとも２か月

に一回は開催しなければならない。  

(事務局 ) 

第３条  前条に規定する会務執行を補助する機関と

して、定款第47条に規定する事務局がこれにあた
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る。  

２  事務局の組織及び運営に関する事項は別に定め

る。  

(倫理委員会 ) 

第４条 会員の行動規範、懲罰、倫理、苦情対応及び

不服申し立て等に関することを審議する機関とし

て、倫理委員会を置く。  

２ 倫理委員会の運営に関する事項は別に定める。  

(委員会及び事業部会 ) 

第５条 本会の事業を円滑に実施するため、    

             委員会又は事業部会

を設ける。  

 

 

 

 

 

 

 

 

２  委員会及び事業部会の設置及び運営に関する事

項は別に定める。  

 (地区支部 ) 

第６条 本会は定款第35条の規定に基づき、支部(以下「地
区支部」という。)を組織することとする。 

 

 

 

 

２     地区支部の運営に関する事項は別に定める。 

 

 

 

る。  

２．事務局の組織及び運営に関する事項は別に定め

る。  

(倫理委員会 ) 

第４条 会員の行動規範、懲罰、倫理、苦情対応、不

服申し立て等に関することを審議する機関として、

倫理委員会を置く。  

２．倫理委員会の運営に関する事項は別に定める。  

(委員会及び事業部会 ) 

第５条 本会の事業を円滑に実施するため、定款第4

条に基づき、事業内容ごとに委員会及び事業部会を

設ける。  

２．前項に規定する委員会及び事業部会の業務運営監

督者は、第２条第３項第４号により、正副会長会議

の構成員の一人とする。  

３．第１項に規定する委員会及び事業部会の業務運営

責任者は、原則として理事とする。  

４．前項の人事は、理事会において協議し決定する。 

５．運営監督者及び運営責任者の任期は、定款第 25

条を準用する。  

６．委員会及び事業部会の設置及び運営に関する事項

は別に定める。  

 (地区支部 ) 

第６条 本会は定款第35条の規定に基づき、支部(以下「地
区支部」という。)を組織することとする。 

２．地区支部は、理事会の監督に基づいて運営する。  

３．地区支部の運営にあたっては、少なくとも年に一度、地
区支部長・事務局長会議を開催し、意見交換を行うことと
する。 

４．その他、地区支部の運営に関する事項は別に定める。 

(日本社会福祉士会との連携 ) 

第７条 本会は、社団法人日本社会福祉士会に業務を

委託することができる。  
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(組織図 ) 

第７条 本会の組織図は別表のとおりとする。  

(改廃 ) 

第８条 この規則を改廃するときは、総会の承認を得

なければならない。  

  

附 則  

１ 本規則は、本会設立の日から施行する。 

附 則 

この規則は、2017年 4月 1日から施行する。 

 

 (日本社会福祉士会の代議員 ) 

第８条 社団法人日本社会福祉士会定款第15条に規

定する代議員は、本会総会の議決を経て、北海道支

部定数を選出する。  

２．代議員の選出方法等に関する事項は、社団法人日

本社会福祉士会代議員選出規則及び本会代議員選

出規則による。  

３．代議員は、社団法人日本社会福祉士会役員の選任

に協力する他、社団法人日本社会福祉士会の総会に

出席し社団法人日本社会福祉士会総会委任事項等

を審議する。  

(日本社会福祉士会の理事 ) 

第９条 社団法人日本社会福祉士会定款第16条に規

定する理事は、社団法人日本社会福祉士会役員選出

規則第６条第２項により、理事会で選任し、総会で

報告する。  

２．理事は、社団法人日本社会福祉士会定款第 18条

に規定する業務を執行する。  

(組織図 ) 

第10条 本会の組織図は別表のとおりとする。  

(改廃 ) 

第11条  この規則を改廃するときは、総会の承認を

得なければならない。  

  

附 則  

１．本規則は、本会設立の日から施行する。 
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公益社団法人北海道社会福祉士会委員会及び事業部会の設置及び運営に関する規則新旧対照表 

新 旧  

公益社団法人北海道社会福祉士会委員会及び事業部会

の設置及び運営に関する規則 

 

規則第７号  

2013年4月1日制定  

 

(目的 ) 

第１条 この規則は、公益社団法人北海道社会福祉士

会 (以下「本会」という。)の事業を円滑に実施する

ための委員会及び事業部会の設置及び運営に関す

る基本的事項を定めることを目的とする。  

(定義 ) 

第２条 この規則において「委員会」とは、次項の事

業部会の運営及び管理を担うため、継続的に設置す

る機関をいう。  

２ この規則において「事業部会」とは、本会事業の

企画、運営、研究又は調査等の推進を目的として継

続的又は期間を定めて設置する機関をいう。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公益社団法人北海道社会福祉士会委員会・事業部会の

設置及び運営に関する規則 

 

規則第７号  

2013年4月1日制定  

 

(目的 ) 

第１条 この規則は、公益社団法人北海道社会福祉士

会 (以下「本会」という。)の事業を円滑に実施する

ための委員会・事業部会の設置及び運営に関する基

本的事項を定めることを目的とする。  

(定義 ) 

第２条 この規則において「委員会」とは、本会事業

の企画・運営・研究・調査等の推進を目的として継

続的または期間を定めて設置する機関をいう。  

２．この規則において「事業部会」とは、本会事業の

企画・運営・研究・調査等の推進を目的として、特

別会計を設けて、継続的または期間を定めて設置す

る機関をいう。  

(委員会の区分) 

第３条 委員会を次のとおり区分する。 

(１) 研究を目的としその企画運営を担う委員会 

(２) 本会の事業・実務の推進を目的としその企画運営を

担う委員会 

(３) その他、特務事項の遂行を目的としてその一定期間

特別に設置される委員会 

(適用の除外 ) 

第４条 この規則は、既に本会定款その他の規則等に

より個別に規定されている委員会及び助成金事業

等の運営のために設置された委員会には適用しな

い。ただし、本会定款その他の規則等により個別に

規定されている委員会においても、以下の各条項の
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(委員会の設置 ) 

第３条 委員会を新たに設置又は変更するときは、理

事又は事務局長による起案に基づき理事会に申請

し、承認を受けなければならない。  

２ 前項の申請に当たっては、目的、事業計画、予算、委員

長及び委員人数構成等の案について明確にしなければな

らない。 

 

 

(委員長の選任 ) 

第４条  委員長は、原則として副会長がこれを兼ね

る。ただし、これにより難いときは、理事会におい

て理事の中から選任されるものとする。  

 

２ 委員長は、業務運営責任者として、委員会を運営

する。  

３ 委員長が欠けたときは、理事会においてすみやかに後任

の委員長を選任しなければならない。 

４ 委員長は複数の委員会を兼任しないものとする。   

                          

 

 

(委員会の監督 ) 

第５条 委員長は、業務運営監督者として、事業部会

を分担して監督する。  

 

 (委員長の任期 ) 

第６条 委員長の任期は、本会定款第25条を準用す

る。  

 

 

 

 

具体的規定が定められていないものについては、こ

の規則を適用するものとする。  

(委員会の設置 ) 

第５条 委員会を新たに設置するときは、理事又は事

務局長による起案に基づき理事会に申請し、承認を

受けなければならない。  

２．前項の申請に当たっては、目的・事業計画・予算・委員

長及び委員人数構成等の案について明確にしなければな

らない。 

 

 

(委員長の選任 ) 

第６条 委員長は、理事会において原則として理事の

中から選任されるものとする。委員長は、組織規則

第５条第３項に規定する業務運営責任者として、委

員会を運営する。  

 

 

２．委員長が欠けたときは、理事会においてすみやかに後任

の委員長を選任しなければならない。 

３．委員長は複数の委員会を兼任しないものとする。ただし、

理事会で必要と認められた場合はその限りではない。 

 

 

(委員会の監督 ) 

第７条 正副会長会議の構成者は、組織規則第５条第

２項に規定する業務運営監督者として、委員会を分

担して監督する。  

 (委員長の任期 ) 

第８条 委員長の任期は、本会定款第15条を準用す

る。  

２ 理事でない委員長の任期は２年とし、再任を妨げない。

ただし、連続して４期８年を超えて選任されることはでき

ないものとする。 
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(委員長の解任 ) 

第７条 委員長が次の各号の一に該当するときは、理

事会において３分の２以上の議決に基づき、解任す

ることができる。この場合、その委員長に対し、議

決前に弁明の機会を与えなければならない。  

(１ ) 心身の故障のため職務の遂行に堪えられな

いと認めるとき。  

(２ ) 職務上の義務違反その他委員長としてふさ

わしくない行為があると認められるとき。  

 

(委員会の解散 ) 

第８条 委員会を終了あるいは解散するときは、予め

その理由を明確にして委員長の申請に基づき理事

会の承認を得なければならない。  

 

 

 

 

 

 

 (委員会の責務 ) 

第９条 委員長は、当該委員会の年度事業計画及び予

算並びに次年度事業報告及び決算を別に定める様

式により理事会が指定する期日までに作成し、会長

に提出しなければならない。  

２ 委員長は、委員会開催の都度遅滞なく議事録を作成し、

事務局に保管しなければならない。 

３ 委員長は、委員会活動の進捗状況及び収支状況を明らか

にし、必要に応じて理事会に報告しなければならない。 

(副委員長 ) 

第10条 委員長は、運営上必要があると認められる

ときは、副委員長を委員の中から選任することがで

きる。  

２ 副委員長は委員長を補佐し、委員長に事故ある時はその

(委員長の解任 ) 

第９条 委員長が次の各号の一に該当するときは、理

事会において３分の２以上の議決に基づき、解任す

ることができる。この場合、その委員長に対し、議

決前に弁明の機会を与えなければならない。  

(１ ) 心身の故障のため職務の遂行に堪えられな

いと認めるとき。  

(２ ) 職務上の義務違反その他委員長としてふさ

わしくない行為があると認められるとき。  

 

(委員会の解散 ) 

第10条 委員会を終了あるいは解散するときは、委

員長の申請に基づき理事会の承認を得なければな

らない。  

２．ただし、第３条第１号及び第３号に区分される委

員会については、理事会がその終了あるいは解散す

る時期を決定することができる。  

３．第１項の申請に当たっては、その理由について明確にし

なければならない。 

 (委員会の責務 ) 

第11条 委員長は、当該委員会の年度事業計画・予

算、ならびに次年度事業報告・決算を別に定める様

式により会長が指定する期日までに作成し、会長に

提出しなければならない。  

２．委員長は委員会開催の都度遅滞なく議事録を作成し、事

務局に保管しなければならない。 

３．委員長は、委員会活動の進捗状況及び収支状況を明らか

にし、必要に応じて理事会に報告しなければならない。 

(副委員長 ) 

第12条 委員長は、運営上必要があると認められる

ときは、副委員長を委員の中から選任することがで

きる。  

２ 副委員長は委員長を補佐し、委員長に事故ある時はその

事務を代行する。 
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事務を代行する。 

 (委員会の構成 ) 

第11条 委員会は、事業部会長（以下「部会長」と

いう。）をもって構成する。  

                        

 

 (個別運営 ) 

第12条 委員長は、以下の事項を所轄する委員会に

ついて個別に決定し内規運用することができる。  

 (１) 委員の人数構成 

 (２) 委員の解任・補充 

 

 

 

 (３) 委員会の開催方法 

 (４) 部会の設置 

 (５) 議決の方法 

２ 本会定款第32条第２項の規定により、委員長が委員会の

決議の目的である事項について提案をした場合において、

当該提案につき部会長の全員が書面又は電磁的記録によ

り同意の意思表示をしたときは、当該提案を可決する旨の

委員会の決議があったものとみなす。 

 (費用弁償及び謝金 ) 

第13条 委員会活動に伴う旅費等の費用弁償及び謝

金等に関する事項は、別に定める       

                       

   。  

(事業部会の設置 ) 

第14条 事業部会（以下「部会」という。）を新たに設

置又は変更するときは、委員長による起案に基づき

理事会に申請し、承認を受けなければならない。  

２ 前項の申請に当たっては、目的、事業計画、予算、委員

長及び委員人数構成等の案について明確にしなければな

らない。 

 

 (委員 ) 

第13条 委員は２名以上とし、原則として過半数を

本会会員とする。  

２．委員は委員長が選任し理事会に報告し、会長が委嘱する。 

 

 (個別運営 ) 

第14条 委員長は、以下の事項を所轄する委員会に

ついて個別に決定し内規運用するものとする。  

 (１) 委員の人数構成 

 (２) 委員の解任・補充 

 (３) 委員の公募方法 

 (４) 委員の任期(ただし、原則として１年以上２年未満と

する) 

 (５) 委員会の開催方法 

 (６) 部会の設置 

 (７) 議決の方法 

２．ただし、第３条第２号及び第３号に区分される委員会に

ついては、前項の規定にかかわらず、理事会は前項各号に

ついて決定し指定することができる。 

 

 

 (費用弁償及び謝金 ) 

第15条 委員会活動に伴う旅費等の費用弁償及び謝

金等に関する事項は、別に定める本会費用弁償に関

する規則及び旅費・謝金・日当等の支払い細則に従

う。  

(事業部会) 

第16条 事業部会の運営については、事業部会ごとに別に定

める。 
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(部会長の選任 ) 

第15条 部会長は、委員会において原則として理事の

中から選任されるものとする。ただし、これにより

難いときは、この限りではない。  

２ 部会長は、事業責任者として、事業部会を運営す

る。  

３ 部会長が欠けたときは、委員会においてすみやかに後任

の部会長を選任しなければならない。 

４ 部会長は、複数の事業部会を兼任しないものとする。 

 (部会長の任期 ) 

第16条 部会長の任期は、本会定款第15条を準用す

る。  

２ 理事でない部会長の任期は２年とし、再任を妨げない。

ただし、連続して４期８年を超えて選任されることはでき

ないものとする。 

(部会長の解任 ) 

第17条 部会長が次の各号の一に該当するときは、

委員会において３分の２以上の議決に基づき、解任

することができる。この場合、その部会長に対し、

議決前に弁明の機会を与えなければならない。  

(１ ) 心身の故障のため職務の遂行に堪えられな

いと認めるとき。  

(２ ) 職務上の義務違反その他部会長としてふさ

わしくない行為があると認められるとき。  

(部会の解散 ) 

第18条 部会を終了あるいは解散するときは、予め

その理由を明確にして委員長の申請に基づき理事

会の承認を得なければならない。  

 (部会長の責務 ) 

第19条 部会長は、当該部会の年度事業計画及び予

算並びに次年度事業報告及び決算を別に定める様

式により委員会が指定する期日までに作成し、委員

長に提出しなければならない。  

２ 部会長は、当該部会開催の都度遅滞なく議事録を作成
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し、事務局に保管しなければならない。 

３ 部会長は、当該部会活動の進捗状況及び収支状況を明ら

かにし、必要に応じて委員会に報告しなければならない。 

(副部会長 ) 

第20条 部会長は、運営上必要があると認められる

ときは、副部会長を部会委員の中から選任すること

ができる。  

２ 副部会長は部会長を補佐し、部会長に事故ある時はその

事務を代行する。 

 (個別運営 ) 

第21条 委員長は、以下の事項を所轄する部会につ

いて個別に決定し内規運用することができる。  

(１) 委員の人数構成 

(２) 委員の解任・補充 

(３) 委員の公募方法 

(４) 委員の任期 

(５) 委員会の開催方法 

(６) 部会の設置 

(７) 議決の方法 

２ 本会定款第32条第２項の規定により、部会長が部会の決

議の目的である事項について提案をした場合において、当

該提案につき部会の全員が書面又は電磁的記録により同

意の意思表示をしたときは、当該提案を可決する旨の部会

の決議があったものとみなす。 

 (部会員の役割) 

第22条 部会員は、当該部会が所管する事業の推進を図るた

め、他の部会員と協働してその職務を担う。 

２ 地区支部より推薦された部会員は、常に当該支部の支部

長等と連携を図るよう努める。 

 (費用弁償及び謝金 ) 

第23条 部会活動に伴う旅費等の費用弁償及び謝金

等に関する事項は、別に定める。  

 (改廃 ) 

第24条 この規則の改廃は、総会の承認を得なけれ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (改廃 ) 

第17条 この規則の改廃は、総会の承認を得なけれ
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ばならない。  

 

附 則  

１ 本規則は、本会設立の日から施行する。 

附 則 

この規則は、2017年 4月 1日から施行する。 

ばならない。  

  

附 則  

１.本規則は、本会設立の日から施行する。 
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- 88 - 

議案第 5号 

役員選出規則の一部改正について 

 

（主な論点等） 

１ 規則第14条で「役員の選任は、現任役員の任期の満了の日の前日までに行わなければならない。」

とあるが、役員の選任は定款第 12条で「総会決議事項」とされており、矛盾があるので定款に沿

った規則改正が必要。 

 

２ 他の規則に比べて規定が細かいが、一部整合性に欠ける規定があるため、規則の改正が必要。 

 

３ 本会では慣習的に外部理事を選任してきたところである。本会が実施する業務の執行は、理事が

中心にとなって、その役割を果たすことで遂行しているが、さらに増え続ける事業等に対応するべ

く、外部理事枠を廃して会員理事枠の拡大を図る。 

 

４ 選出区分を「地区支部選出」と「全道選出」の２区分あるが、運用上の課題として、複数の地区

支部で複数名が立候補した場合、選出に係る事務が増加すると同時に経費がかさむ。さらに地区支

部選出理事を１名に絞り込んだ上で、総会の議決事項としてあらためて信任に係る手続きを行うな

ど複雑であるため、次の方法により簡略化を図る。 

 ① 従前どおり選挙管理委員会より一斉に公示し、区分なく立候補を受け付ける。 

 ② 理事全体の立候補者数が定款の規定以内であれば選挙を行わない。 

 ③ 理事全体の立候補者数が規定を超える場合は、全道一斉に郵送投票を行う。 

  ○ 得票数から少なくとも１名の理事が各地区支部から選出される。7名（現地区支部選出理事） 

  ○ 得票順に残りの 9名～13名が選出される。（現全道選出理事） 

 

５ 選挙管理委員会委員定数の件 （本会 5人、岐阜 3人、千葉 5人） 

選挙管理委員会は権限のある組織であり責任もあるが、具体的な選挙事務執行の大部分は、正副会

長、事務局において行っており、広域性を考慮すると 5名の確保が適当なのかどうかを検討する必要

がある。 

 

６ 手続きの開始時期が、現行では○日前と逆算して計算するのが煩雑なため期日を明記することで

分かりやすくする。 



 

公益社団法人北海道社会福祉士会役員選出規則 新旧対照表 

新 旧 

公益社団法人北海道社会福祉士会役員選出規則 

規則第４号 

2013年 4月 1日制定 

2016年 6月 11日一部改正 

(目的) 

第１条 この規則は、公益社団法人北海道社会福祉士会(以下「本会」とい

う。)定款第 22条第１項に規定する役員(以下  「役員」という。)の選任

に関して、基本的事項を定めることを目的とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (候補者選出方法) 

第２条 本会の役員候補者の選出方法は、次のとおりとする。 

(１) 会員理事 立候補制とし、定数は、定款の定めるところによる。 

 (２) 会員監事 理事会の議決により候補者を１名選出する。 

公益社団法人北海道社会福祉士会役員選出規則 

規則第４号 

2013年 4月 1日制定 

 

(目的) 

第１条 この規則は、公益社団法人北海道社会福祉士会(以下「本会」とい

う。)定款第 22条第１項に規定する役員(以下単に「役員」という。)の選

任に関して、基本的事項を定めることを目的とする。 

 

(理事の区分及び定数) 

第２条 理事は、次のとおり区分し、区分ごとの定数を次のとおり定める。 

 (１) 会員理事 

定款第５条第１号に規定する正会員(以下単に「正会員」という。)た

る理事をいい、次のとおり区分する。 

ア 全道選任理事 

イ 地区支部選任理事 定款第 35条に規定する支部(以下「地区支部」

という。)ごとに１人以内 

 (２) 外部理事 １人以内 

正会員以外の理事をいう。 

 

(監事の区分及び定数) 

第３条 監事は、次のとおり区分し、区分ごとの定数を次のとおり定める。 

 (１) 会員監事 １人 

   正会員たる監事をいう。 
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 (３) 外部監事 理事会の議決により候補者を１名選出する。 

２ 監事候補者の選出にあたっては、十分な知識や経験を有する者とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (２) 外部理事 １人 

   正会員以外の監事をいう。 

 

(選任の方法) 

第４条 役員は、区分ごとに次の方法により選任する。 

 (１) 会員理事 

   ア 全道選任理事 

    立候補をした候補者について、総会における選挙(以下「全道選任

理事選任選挙」という。)を行い、正会員の投票により定数までの上

位得票者を選任する。 

   イ 地区支部選任理事 

各地区支部から選出された候補者について一括して、総    会

において信任投票(以下「地区支部選任理事信任投票」という。)を行

い、信任を得た者を選任する。 

 (２) 外部理事 

理事会において選出された候補者について一括して、総会において信任

投票(以下「外部理事信任投票」という。)を行い、信任を得た者を選任す

る。 

(３) 会員監事 

立候補をした候補者について、総会における選挙(以下「会員監事選任

選挙」という。)を行い、正会員の投票により定数までの上位得票者を選

任する。 

  (４) 外部監事 

理事会において選出された候補者について一括して、総会において信任

投票(以下「外部監事信任投票」という。)を行い、信任を得た者を選任す

る。 
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 (選挙管理委員会の告示) 

第３条 会長は、理事会の承認を得て、会員理事選挙が実施される年の前年

の９月１日から４週間、正会員に対し選挙管理委員会（以下「委員会」と

いう。）委員（以下「委員」という。）３名の公募を行うものとする。 

２ 前項の規定による公募に対して定数を超える応募があった場合は、理事

会は、無作為な抽選によって委員を決するものとする。 

３ 応募者数が定数に満たない場合は、理事会が候補者としてふさわしいと

判断される委員を推薦することができる。なお、判断するにあたっては、

地域性を考慮の上、当該会員の了解を得るものとする。 

５ その他委員の公募に関して必要な事項は、理事会において別に定める。 

 

(委員会) 

２ 前項の立候補は、複数の区分において、これをすることはできない。 

 

(選挙権) 

第５条 全道選任理事選任選挙、地区支部選任理事信任投票、外部理事信任

投票、会員監事選任選挙及び外部監事信任投票(以下「選挙及び信任投票」

という。)における投票は、当該投票に係る役員選任のための告示の日に

おいて正会員である者が行うことができる。 

 

(選挙事務の管理) 

第６条 選挙及び信任投票並びにその他この規則における選挙等に係る事

務は、選挙管理委員会が管理する。 

 

第２章 選挙管理委員会 

 

(設置及び構成) 

第７条 役員の選任にかかる公正な事務を行うため、本会に選挙管理委員会

を設置する。 

２ 選挙管理委員会は、選挙管理委員５人(以下「選挙管理委員定数」とい

う。)によって構成する。 

３ 選挙管理委員は、互選により選挙管理委員長を選定し、選挙管理委員長

は、選挙管理委員会を代表して、選挙管理委員会の事務を執行する。 

 

 

 

 

(委員の公募) 
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第４条 会員理事選出に係る公正な事務を行うため、委員会をおく。 

２ 本会の会員理事選挙の執行管理は、委員会が行う。 

３ 本会の会員理事選挙に係る庶務は、事務局が行う。 

４ 委員長は、委員の中より互選する。 

５ 委員長は、委員会を代表し、選挙の管理並びに選挙に関する業務を統

轄する。なお、必要に応じて理事会に出席することができる。 

６ 会長は、前条の公募を経て委員を委嘱する。 

７ 委員の任期は、委嘱の日から役員が選出される日までとする。 

８ 委員は、選挙に関して知り得た事項を任期中もしくは退任後も他に漏

らしてはならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (職務) 

第５条 委員会は、次に掲げる選挙業務とその管理を行う。 

(１) 選挙の告示 

(２) 選挙人名簿の作成 

第８条 理事会は、現役員の任期の満了の日の８か月前の日が属する月の末

日までに、正会員に対し選挙管理委員の公募を開始するものとする。 

２ 公募期間は 30日間とする。 

３ その他選挙管理委員の公募に関して必要な事項は、理事会において別に

定める。 

 

(抽選等) 

第９条 前条の公募に対して、選挙管理委員定数を超える申込みがあった場

合は、理事会は、無作為な抽選によって選挙管理委員を決するものとする。 

２ 前項の抽選の結果は、抽選の終了後速やかに公募の申込者全員に対して

通知しなければならない。 

３ 申込者の数が選挙管理委員定数に満たない場合は、その不足する人数に

ついて、理事会が推薦する者を選挙管理委員とする。 

 

(委嘱等) 

第 10条 選挙管理委員は、会長が委嘱する。 

２ 会長は、前項の委嘱を行った後 10日以内に、選挙管理委員の名簿を作

成し正会員に対して公表しなければならない。 

 

(任期) 

第 11条 選挙管理委員の任期は、前条第１項の委嘱の日から第４条の選挙

及び信任投票の日までとする。 

(職務) 

第 12条 選挙管理委員会の職務は、次のとおりとする。 

 (１) 選挙及び信任投票の管理実施をすること。 

(２) 第 15条の役員選任のための告示をすること。 
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(３) 立候補の受付と告示 

(４) 選挙公報の作成および交付 

(５) 投票用紙の作成および交付 

(６) 投票および開票の管理 

(７) 選挙の管理および告示 

(８) その他、選挙に関する必要事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(３) 第 16条の会員理事及び会員監事の立候補の受付期間を決定し、並

びに立候補の受付及び審査をすること。 

 (４) 第 17条第１項の立候補の再受付をし、同条第２項の規定により準

用される第 15条の役員選任のための告示並びに第 16条第２項の立候

補の受付及び審査をすること。 

 (５) 第 18条の役員候補者名簿の作成及び告示をすること。 

 (６) 第 21条第３項の全道選任理事選任選挙の投票期間を定めること。 

 (７) 第 21条第８項の全道選任理事選任選挙の結果の集計をし、総会に

対し報告をすること。 

 (８) 第 22条の全道選任理事選任選挙の投票用紙の配布をすること。 

 (９) 第 23条の全道選任理事信任投票の管理実施をし、投票期間を定め、

投票用紙を配布し並びに結果を集計し及び総会に対して報告をするこ

と。 

 (10) 第 24条の地区支部選任理事の候補者選出の告示をすること。 

 (11) 第 25条の地区支部選任理事の候補者の立候補の受付期間を決定し

並びに立候補の受付及び審査をすること。 

 (12) 第 27条の地区支部選任理事の候補者名簿の作成し及び告示をする

こと。 

(13) 第 28条の地区支部選任理事候補者選出選挙の管理実施をし、投票

期間を定め、並びに結果の集計をすること。 

 (14) 第 29条の規定により準用される第２２条の地区支部選任理事候補

者選出選挙の投票用紙を配布すること。 

 (15) 第 30条の地区支部選任理事信任投票の投票期間を決定し、投票用

紙を配布し並びに結果を集計し及び総会に対する報告をすること。 

 (16) 第 32条の外部理事信任投票の投票期間を決定し、投票用紙を配布

し並びに結果を集計し及び総会に対する報告をすること。 
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 (17) 第 33条の会員監事選任選挙の投票期間を決定し、投票用紙を配布

し並びに結果を集計し及び総会に対する報告を行うこと。 

 (18) 第 34条の会員監事信任投票の管理実施をし、投票期間を定め、投

票用紙を配布し並びに結果を集計し及び総会に対して報告をすること。 

 (19) 第 36条の外部監事信任投票の投票期間を決定し、投票用紙を配布

し並びに結果を集計し及び総会に対する報告をすること。 

 (20) 第 37条の電子投票の実施の決定をすること。 

 (21) その他この規則に定める事務を行うこと。 

 

(委任) 

第 13条 選挙管理委員の委嘱及び選挙管理委員会の職務等に関するその他

の必要事項は、理事会において別に定める。 

 

第３章 選任の期日等 

 

(選任の期日) 

第 14条 役員の選任は、現任役員の任期の満了の日の前日までに行わなけ

ればならない。 

 

(役員選任のための告示) 

第 15条 選挙管理委員会は、役員選任のための告示を、立候補受付期間の

開始の日の７日前までに行わなければならない。 

２ 前項の役員選任のための告示において、次の事項が明示されなければな

らない。 

 (１) 選任しようとする理事及び監事の区分、定数及び任期 

 (２) 立候補受付期間 
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(選挙の告示) 

第６条 委員会は、会員理事が選任される年の前年の 12月 1日から４週間、

本会のホームページにおいて選挙の実施を告示し、理事候補者を公募す

る。 

 

(理事候補者の資格要件) 

第７条 理事候補者は、次の各号の全てに該当することを要する。 

(１) 会員理事選任のための告示の日において本会の正会員であること。 

(２) 本会の会費について未納または滞納の状態にないこと。 

(３)  前２号の要件を満たす正会員３人の推薦者（委員及び理事候補者

を除く）を有すること。 

 

(候補者の届出) 

第８条 選挙に立候補する正会員は、所定の届出書を選挙実施の告示が行わ

れた時点から４週間以内に委員会に提出し、委員会により前条に定める資

格要件(以下「資格審査」という。)に適合することが確認されたことを経

て、理事候補者となる。 

２ 委員会は、資格審査にあたって、必要最低限の事項を閲覧することがで

きる。 

 

(理事会による候補者の推薦) 

第９条 前条による理事候補者数が定款で定める定数に満たない場合は、理

 (３) 立候補の手続 

 (４) 選任期日及び方法 

 (５) その他必要事項 

 

(立候補の受付) 

第 16条 前条第２項第２号の立候補受付期間は、20日以上 30日を超えな

い範囲内で選挙管理委員会が定める。 

２ 選挙管理委員会は、会員理事及び会員監事の立候補の受付及び審査を行

う。 

３ 前項の審査に当たって、選挙管理委員会は、理事会に対し、立候補者及

び推薦者にかかる次の事項の開示を求めることができる。 

 (１) 役員選任のための告示の日における正会員の資格の有無 

 (２) 住所地 

 (３) 会費の納付状況 

 

(立候補者が定数に達しなかった場合の措置) 

第 17条 役員候補者数が、定款第 12条第１項に規定する定数を満たさな

い場合においては、選挙管理委員会は、不足する理事の数又は監事の数を

対象として、一定の期間を定めて１回に限り、立候補の再受付を行うもの

とする。 

２ 第 15条並びに第 16条第３項及び第４項の規定は、前項の再受付にお

いて準用する。この場合において、第 15条中「７日前まで」とあるのは

「３日前まで」と読み替える。 

 

(役員候補者名簿の告示) 

第 18条 選挙管理委員会は、理事会で別に定める方法により、役員候補者
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事会が候補者としてふさわしいと判断される会員を推薦することができ

る。なお、判断するにあたっては、地域性を考慮の上、当該会員の了解を

得るものとする。 

２ 理事会は、前項により理事候補者の氏名等を委員会に提出し、委員会に

より資格審査に適合することの確認を受けなければならない。 

 

(被選挙資格の取消) 

第 10条 第８条による資格審査に合格した理事候補者又は前条により理事

会により推薦された理事候補者が、告示の前に被選挙資格の無いことが判

明した場合は、当該理事候補者資格は取消され、選挙に立候補することは

できない。 

 

(候補者の告示) 

第 11条 理事候補者は、会員理事が選任される年の 1月末日までに本会の

ホームページに掲載する等により公表する。 

 

(投票を行わない会員理事の選出) 

第 12条 会員理事の定数が定款に定める数に満たない場合は、正会員によ

る投票を行わず、理事候補者として選出する。 

 

(郵送投票) 

第 13条 定款に定める会員理事の定数に対し理事候補者数が超える場合は

郵送投票を行うものとする。 

２ 理事候補者の氏名を記載した投票用紙は、会員理事選挙が実施される年

の 2月末日までに正会員に郵送により配布することとする。 

 

名簿を作成し、投票期間の開始の日の７日前までに、正会員に告示すると

ともに、郵送またはその他の適切な方法により配布しなければならない。 

２ 役員候補者名簿には、次の事項を掲載しなければならない。 

 (１) 候補者の氏名、会員番号、勤務先名称及び現住所たる市町村名 

 (２) 推薦者の氏名及び会員番号 

 

第４章 全道選任理事の選任 

 

(立候補の届出) 

第 19条 全道選任理事の候補者になろうとする者は、理事会で別に定める

ところにより、所定の立候補届に必要事項を記入して、第 16条第１項の

立候補受付期間内に選挙管理委員会に提出することにより立候補の届出

をしなければならない。 

２ 前項の立候補届には、理事会で別に定めるところにより推薦者３人が記

載した推薦書を添付しなければならない。 

３ 立候補届の提出は郵送によることとし、立候補受付期間の終了の日まで

の消印があるものを有効とする。 

 

(候補者の要件) 

第 20条 全道選任理事の候補者になろうとする者は、次のすべての要件を

満たさなければならない。 

 (１) 役員選任のための告示の日において本会の正会員であること。 

 (２) 海外に在住し、または長期にわたって北海道外に在住していないこ

と。 

 (３) 本会の会費について未納または滞納の状態にないこと。 

 (４) ３人以上の推薦者を有すること。 

‐
9

6
‐

 



 

(投票の方法) 

第 14条 正会員は、前条により配布された投票用紙を用いて、会員理事が

選任される年の 3月末日までに委員会宛に到着するよう、郵送により投票

する。なお、締切日当日の消印は、有効とする。 

 

(選挙による理事候補者の決定) 

第 15条 委員会は、締切日までに到着した投票用紙を集計し、有効得票数

に関わらず各地区支部から１名ずつ選出する。ただし、当該地区支部から

立候補者がいない場合は、この限りではない。 

２ 委員会は、同一の地区支部から複数名の立候補があった場合は、得票数

の最も高い者を会員理事候補者として決定する。 

３ 委員会は、前２項による決定の後、得票数の多い順に定数の枠に達する

までの者を理事候補者として決定する。得票数が同じ場合は、委員会によ

るくじ引きによって決定する。 

 

(選挙の終了) 

第 16条 理事候補者の選出をもって、会員理事選挙の終了とする。 

 

(補欠の理事候補者) 

第 17条 第 15条で選出された理事候補者以外の次点者を補欠の会員理事

候補者とする。次点者の序列は有効得票数の多い順とする。得票数が同じ

場合は、委員会によるくじ引きによって決定する。 

 

(理事候補者の公表) 

第 18条 委員会は、全理事候補者の氏名を当該候補者の決定後最初に行わ

れる理事会に報告するとともに、本会のホームページに掲載する等により

 (５) 選挙管理委員でないこと。 

 (６) 当該候補者の推薦者でないこと。 

 (７) 他の候補者(他の区分の候補者を含む。)の推薦者でないこと。 

 (８) 地区支部選任理事に同時に立候補をしていないこと。 

２ 前条第２項の推薦者は、前項第１号から第３号まで、第５号及び第７号

のすべての要件を満たさなければならない。 

 

(候補者が定数を超えた場合の選任の方法) 

第 21条 候補者が第２条第１号のアに規定する定数(以下「全道理事定数」

という。)を超えた場合は、全道選任理事選任選挙により選任するものと

する。 

２ 全道選任理事選任選挙は、理事会において別に定めるところにより、正

会員が投票をして行う。 

３ 前項の投票は、選挙管理委員会が定める投票期間内(総会の期日の前日

を終了の日とする 14日間以上とする。)における郵送、または選挙管理委

員会が総会の期日において設置する投票箱に投入する方法により行う。 

４ 投票は無記名とする。 

５ 一の正会員は、全道理事定数と同数までの投票をすることができる。た

だし、一の候補者に対し複数の投票をすることはできない。 

６ 投票が、全道理事定数を超えてなされた場合、当該正会員の投票は、全

道選任理事の投票についてすべて無効とする。 

７ 投票の結果が同順位であったことにより当選者の決定がなされない場

合は、くじ引きの方法により決するものとする。 

８ 全道選任理事選任選挙の結果は、投票の終了後速やかに選挙管理委員会

が集計し、総会に対し報告するものとする。 

 

‐
9

7
‐

 



 

公表する。 

 

 (繰り上げ当選) 

第 19条 当選者が当選の日から任期開始後 60 日までの間に死亡、退会、

若しくは正当の事由で辞任または辞退したときは、次点者を繰り上げ当選

者とする。 

２ 任期開始後 60 日を超えて欠員が生じたときは、理事会において補欠選

挙の有無を決める。 

 

（役員候補者名簿の告示） 

第 20条 役員候補者の名簿は、最初に行われる理事会に報告するとともに、

本会のホームページに掲載する等により公表する。 

 

（役員選任方法） 

第 21条 役員の総会における選任方法は、次のとおりとする。 

(１) 会員理事 理事候補者ごとに信任投票を行い、過半数をもって決す

る。ただし、選挙により理事候補者が選出された場合は、法令等に反し

ない限り、合理的な方法により決議をすることを妨げない。 

(２) 会員監事 信任投票を行い、過半数をもって決する。 

(３) 外部監事 信任投票を行い、過半数をもって決する。 

 

 

 

 

 

 

(投票用紙等) 

第 22条 前条の投票は、理事会において別に定めた投票用紙を用いて行わ

なければならない。所定の投票用紙以外の用紙による投票は無効とする。 

２ 前項の投票用紙は、選挙管理委員会が第 18条第１項の役員候補者名簿

の配布とあわせて各正会員につき１部を配布するものとする。 

３ 投票用紙には、理事会で別に定めるところにより、選挙管理委員会の押

印をするものとする。 

４ 投票用紙は、複写して使用することはできない。 

５ 投票用紙は、譲渡し又は譲受することはできない。 

６ 押印の確認ができない投票用紙による投票は無効とする。 

７ 投票用紙は、選挙管理委員会において選任の公正が確保され、かつ、や

むを得ない理由があるものと認められる特別の場合を除き、再交付するこ

とはできない。 

８ 投票用紙の取扱いにあっては、投票の匿名性が確保されるよう十分な配

慮がなされなければならず、投票者を特定できる名簿等の作成は、これを

禁ずる。 

 

(信任投票) 

第 23条 候補者の数が全道理事定数の範囲内であった場合は、候補につい

て一括して、総会における信任投票(以下「全道選任理事信任投票」とい

う。)を行い、有効投票数の過半数の信任を受けることにより選任する。 

２ 全道選任理事信任投票は、理事会において別に定めるところにより、役

員選任のための告示の日において正会員である者が投票をして行う。 

３ 全道選任理事信任投票における投票は、選挙管理委員会が定める投票期

間内(総会の期日の前日を終了の日とする 14日間以上とする。)における

郵送、または選挙管理委員会が総会の期日において設置する投票箱に投入
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する方法により行う。 

４ 投票は無記名とする。 

５ 全道選任理事信任投票の結果は、投票の終了後速やかに選挙管理委員会

が集計し、総会に対し報告するものとする。 

６ 全道選任理事信任投票に係る事務は、選挙管理委員会が管理する。 

７ 前条の規定は全道選任理事信任投票について準用する。この場合におい

て、第１項中「前条の投票」を「全道選任理事信任投票における投票」と

読み替える。 

 

第５章 地区支部選任理事の選任 

 

(地区支部選任理事の候補者選出の告示) 

第 24条 選挙管理委員会は、次条第２項の立候補受付期間の開始の日の７

日前までに、次の事項を示して地区支部選任理事の候補者選出のための告

示をしなければならない。 

 (１) 選出しようとする候補者に係る地区支部選任理事の定数及び任期 

 (２) 立候補受付期間 

 (３) 立候補の手続 

 (４) 選出期日及び方法 

 (５) その他必要事項 

 

(立候補の届出) 

第 25条 地区支部選任理事の候補者になろうとする者は、理事会で別に定

めるところにより、所定の立候補届に必要事項を記入して、前条第２号の

立候補受付期間内に選挙管理委員会に提出することにより立候補の届出

をしなければならない。 
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２ 立候補受付期間は、20日以上 30日を超えない範囲内で選挙管理委員会

が定める。 

３ 選挙管理委員会は、地区支部選任理事の候補者の立候補の受付及び審査

を行う。 

４ 前項の審査に当たって、選挙管理委員会は、理事会に対し、立候補者及

び推薦者にかかる次の事項の開示を求めることができる。 

 (１) 第 24条の告示の日における正会員の資格の有無 

 (２) 第 24条の告示の日において所属する地区支部 

 (３) 住所地 

 (４) 会費の納付状況 

５ 第 19条第２項及び第３項の規定は、地区支部選任理事の候補者の立候

補について準用する。 

 

(地区支部選任理事の候補者の要件) 

第 26条 地区支部選任理事の候補者になろうとする者は、次のすべての要

件を満たさなければならない。 

 (１) 第 24条の告示の日において、当該地区支部に所属する正会員であ

ること。 

 (２) 海外に在住し、または長期にわたって北海道外に在住していないこ

と。 

 (３) 本会の会費について、未納または滞納の状態にないこと。 

 (４) ３人以上の推薦者を有すること。 

 (５) 選挙管理委員でないこと。 

 (６) 当該候補者の推薦者でないこと。 

 (７) 他の候補者(他の区分の候補者を含む。)の推薦者でないこと。 
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 (８) 全道選任理事に同時に立候補をしていないこと。 

２ 前条第５項の規定により準用される第 19条第２項の推薦者は、前項第

１号から第３号まで、第５号及び第７号のすべての要件を満たさなければ

ならない。 

 

(地区支部選任理事の候補者名簿の告示) 

第 27条 選挙管理委員会は、理事会で別に定める方法により、地区支部選

任理事の候補者名簿を作成し、地区支部選任理事の候補者の選出のための

投票期間の開始の日の７日前までに、当該地区支部に所属する正会員に告

示するとともに、郵送により配布しなければならない。 

２ 地区支部選任理事の候補者名簿には、次の次項を掲載しなければならな

い。 

 (１) 候補者の氏名、会員番号、勤務先名称及び現住所たる市町村名 

 (２) 推薦者の氏名及び会員番号 

３ 第１項の告示は、立候補者の数が第２条第１号のイに規定する定数(以

下「各地区支部理事定数」という。)の範囲内であった場合は、これを行

わない。 

 

(地区支部選任理事の候補者の選出方法) 

第 28条 地区支部選任理事の候補者の立候補者の数が各地区支部理事定数

を超えた場合は、各地区支部理事定数を超えることとなった地区支部につ

いて、当該地区支部ごとに当該地区支部に所属する正会員による選挙(以

下「地区支部選任理事候補者選出選挙」という。)により地区支部選任役

員の候補者を選出するものとする。 

２ 地区支部選任理事候補者選出選挙は、第 24条の告示の日において当該

地区支部に所属する正会員である者が投票をして行う。 
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３ 前項の投票は、選挙管理委員会が定める投票期間内(第 18条第１項の告

示の期日の５日以上前の日を終了の日とする 14日間以上とする。)におけ

る郵送により行う。 

４ 投票は無記名とする。 

５ 地区支部に所属する一の正会員は、当該地区支部理事定数と同数までの

投票をすることができる。ただし、一の候補者に対し複数の投票をするこ

とはできない。 

６ 投票が、当該地区支部理事定数を超えてなされた場合、当該正会員の投

票は無効とする。 

７ 投票の結果が同順位であったことにより当選者の決定がなされない場

合は、くじ引きの方法により決するものとする。 

８ 立候補者の数が各地区支部理事定数の範囲内であった場合は、立候補者

(第 26条の要件をすべて満たす者に限る。)をもって、当該地区支部の地

区支部選任役員の候補者とする。 

９ 地区支部選任理事候補者選出選挙の結果は、投票の終了後速やかに選挙

管理委員会が集計するものとする。 

 

(投票用紙) 

第 29条 第 22条の規定は、地区支部選任理事候補者選出選挙について準

用する。この場合において、第１項中「前条の投票」を「地区支部選任理

事候補者選出選挙における投票」と、第２項中「第 18条第１項の候補者

名簿」を「第 27条第１項の地区支部選任理事の候補者名簿」と、第２項

中「各正会員」を「当該地区支部に所属する各正会員」と読み替える。 

 

 (信任投票) 

第 30条 地区支部選任理事は、第 28条の規定により各地区支部から選出

‐
1

0
2
‐

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

された候補者が一括して、地区支部選任理事信任投票において有効投票数

の過半数の信任を受けることにより選任する。 

２ 第 22条の規定は地区支部選任理事信任投票について準用する。この場

合において、第１項中「前条の投票」を「地区支部選任理事信任投票にお

ける投票」と読み替える。 

３ 第 23条第２項から第５項までの規定は、地区支部選任理事信任投票に

ついて準用する。この場合において、「全道選任理事信任投票」を「地区

支部選任理事信任投票」と読み替える。 

 

第６章 外部理事の選任 

 

(外部理事の候補者の選出) 

第 31条 理事会は、外部理事の候補者を選出し、役員選任のための告示の

日から 30日以内に選挙管理委員に報告しなければならない。 

２ 理事会が外部理事の候補者を選出するための基準は次のとおりとする。 

 (１) 次のいずれかの分野において優れた見識と業績を持ち、かつ社会的

評価を得ていること。 

   ① 社会福祉の学問的基盤となる分野 

   ② 社会福祉士の職務上緊密な連携を必要とする分野 

 (２) 社会的な信用があり、かつ履歴上も重大な瑕疵がないこと。 

 (３) 社会福祉の増進と向上に関して理解と情熱を持ち、かつ社会福祉士

の業務に関しても理解があること。 

 (４) 本会の定款を承認すること。 

３ 外部理事の員数が２名であるときは、前項第１号の①及び②の分野ごと

に各１名を選出しなければならない。 
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(信任投票) 

第 32条 外部理事は、前条の規定により理事会が選出した候補者が一括し

て、外部理 事信任投票において有効投票数の過半数の信任を受けること

により選任する。 

２ 第 22条の規定は外部理事信任投票について準用する。この場合におい

て、第１項中「前条の投票」を「外部理事信任投票における投票」と読み

替える。 

３ 第 23条第２項から第５項までの規定は、外部理事信任投票について準

用する。この場合において、「全道選任理事信任投票」を「外部理事信任

投票」と読み替える。 

 

第７章 会員監事の選任 

 

(会員監事の選任) 

第 33条 候補者が第３条第１号に規定する定数(以下「会員監事定数」とい

う。)を超えた場合は、会員監事選任選挙により選任するものとする。 

２ 第 19条、第 20条、第 21条第２項から第８項まで並びに第 23条の規

定は、会員監事選任選挙について準用する。この場合において、「全道選

任理事」は「会員監事」と、「全道選任理事選任選挙」を「会員監事選任

選挙」と、「全道理事定数」を「会員監事定数」と読み替える。 

３ 第 22条の規定は会員監事選任選挙について準用する。この場合におい

て、第１項中「前条の投票」を「会員監事選任選挙における投票」と読み

替える。 

 

(信任投票) 

第 34条 候補者の数が会員監事定数の範囲内であった場合は、候補につい

‐
1

0
4
‐

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

て一括して、総会における信任投票(以下「会員監事信任投票」という。)

を行い、有効投票数の過半数の信任を受けることにより選任する。 

２ 第 22条の規定は会員監事信任投票について準用する。この場合におい

て、第１項中「前条の投票」を「会員監事信任投票における投票」と読み

替える。 

３ 第 23条第２項から第６項までの規定は、会員監事信任投票について準

用する。この場合において、「全道選任理事信任投票」を「会員監事信任

投票」と読み替える。 

 

第８章 外部監事の選任 

 

(外部監事の候補者の選出) 

第 35条 理事会は、外部監事の候補者を選出し、役員選任のための告示の

日から 30日以内に選挙管理委員に報告しなければならない。 

２ 理事会が外部監事の候補者を選出するための基準は次のとおりとする。 

 (１) 本会の運営に必要な法令上の見識と業績を持ち、かつ社会的評価を

得ていること。 

 (２) 第 31条第２項第２号から第４号のすべての要件に合致すること。 

 

(信任投票) 

第 36条 外部監事は、前条の規定により理事会が選出した候補者が一括し

て、外部監事信任投票おいて有効投票数の過半数の信任を受けることによ

り選任する。 

２ 第 22条の規定は外部監事信任投票について準用する。この場合におい

て、第１項中「前条の投票」を「外部監事信任投票における投票」と読み

替える。 
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３ 第 23条第２項から第５項までの規定は、外部監事信任投票について準

用する。この場合において、「全道選任理事信任投票」を「外部監事信任

投票」と読み替える。 

 

第９章 その他 

 

第 37条 選挙管理委員会は、第 21条第３項、第 22条、第 23条第３項、

第 23条第７項により準用される第 22条、第 28条第３項、第 29条によ

り準用される第 22条、第 30条第２項により準用される第 22条、第 30

条第３項により準用される第 23条第３項、第 32条第２項により準用さ

れる第 22条、第 32条第３項により準用される第 23条第３項、第 33条

第２項により準用される第 21条第３項、第 33条第３項により準用され

る第 22条、第 34条第２項により準用される第 22条、第 34条第３項に

より準用される第 23条第３項、第 36条第２項により準用される第 22条

並びに第 36条第３項により準用される第 23条第３項の規定にかかわら

ず、本規則における郵送の方法による投票を電子投票の方法により行うこ

とを決定することができる。この場合において、「投票期間内(総会の期日

の前日を終了の日とする 14日間以上とする。)」は「投票期間内(総会の

期日の５日前を終了の日とする 14日間以上とする。)」と読み替える。 

２ 前項の規定により電子投票がなされた場合は、第４条の総会における選

挙又は信任投票がなされたものとみなす。 

３ 電子投票の実施に当たっては、選任の公正性及び投票の匿名性が確保さ

れるよう必要な措置が講じられなければならない。 

４ 電子投票に実施にかかる詳細は、理事会において別に定める。 

(補欠選挙) 

第 38条 役員の現員数が定款第 21条に定める役員の定数の上限未満の場
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 (委任) 

第 22条 この規則に定めるものの他必要な事項は、理事会において別に定

める。 

 

 

 

 

 

 

 

(改廃)  

第 23条 略 

 

附 則 

この規則は、2016年 7月 1日から施行する。 

合であって、 理事会においてその必要があると決議されたときは、直近

の総会又は臨時総会において補欠選挙を行うことができる。 

 

(委任) 

第 39条 この規則に定めるほか役員の選任に関する必要事項は、理事会に

おいて別に定める。 

 

(改正) 

第 40条 略 
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公益社団法人北海道社会福祉士会役員選出規則 

規則第４号 

2013年 4月 1日制定 

2016年 6月 11日一部改正 

(目的) 

第１条 この規則は、公益社団法人北海道社会福祉士会(以下「本会」という。)定款第 22条第１項に規

定する役員(以下「役員」という。)の選任に関して、基本的事項を定めることを目的とする。 

 

 (候補者選出方法) 

第２条 本会の役員候補者の選出方法は、次のとおりとする。 

(１) 会員理事 立候補制とし、定数は、定款の定めるところによる。 

 (２) 会員監事 理事会の議決により候補者を１名選出する。 

 (３) 外部監事 理事会の議決により候補者を１名選出する。 

２ 監事候補者の選出にあたっては、十分な知識や経験を有する者とする。 

 

 (選挙管理委員会の告示) 

第３条 会長は、理事会の承認を得て、会員理事選挙が実施される年の前年の９月１日から４週間、正

会員に対し選挙管理委員会（以下「委員会」という。）委員（以下「委員」という。）３名の公募を行

うものとする。 

２ 前項の規定による公募に対して定数を超える応募があった場合は、理事会は、無作為な抽選によっ

て委員を決するものとする。 

３ 応募者数が定数に満たない場合は、理事会が候補者としてふさわしいと判断される委員を推薦する

ことができる。なお、判断するにあたっては、地域性を考慮の上、当該会員の了解を得るものとする。 

５ その他委員の公募に関して必要な事項は、理事会において別に定める。 

 

(委員会) 

第４条 会員理事選出に係る公正な事務を行うため、委員会をおく。 

２ 本会の会員理事選挙の執行管理は、委員会が行う。 

３ 本会の会員理事選挙に係る庶務は、事務局が行う。 

４ 委員長は、委員の中より互選する。 

５ 委員長は、委員会を代表し、選挙の管理並びに選挙に関する業務を統轄する。なお、必要に応じ

て理事会に出席することができる。 

６ 会長は、前条の公募を経て委員を委嘱する。 

７ 委員の任期は、委嘱の日から役員が選出される日までとする。 

８ 委員は、選挙に関して知り得た事項を任期中もしくは退任後も他に漏らしてはならない。 

 

 (職務) 

第５条 委員会は、次に掲げる選挙業務とその管理を行う。 

(１) 選挙の告示 
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(２) 選挙人名簿の作成 

(３) 立候補の受付と告示 

(４) 選挙公報の作成および交付 

(５) 投票用紙の作成および交付 

(６) 投票および開票の管理 

(７) 選挙の管理および告示 

(８) その他、選挙に関する必要事項 

 

(選挙の告示) 

第６条 委員会は、会員理事が選任される年の前年の 12月 1日から４週間、本会のホームページにお

いて選挙の実施を告示し、理事候補者を公募する。 

 

(理事候補者の資格要件) 

第７条 理事候補者は、次の各号の全てに該当することを要する。 

(１) 会員理事選任のための告示の日において本会の正会員であること。 

(２) 本会の会費について未納または滞納の状態にないこと。 

(３) 前２号の要件を満たす正会員３人の推薦者（委員及び理事候補者を除く）を有すること。 

 

(候補者の届出) 

第８条 選挙に立候補する正会員は、所定の届出書を選挙実施の告示が行われた時点から４週間以内に

委員会に提出し、委員会により前条に定める資格要件(以下「資格審査」という。)に適合することが

確認されたことを経て、理事候補者となる。 

２ 委員会は、資格審査にあたって、必要最低限の事項を閲覧することができる。 

 

(理事会による候補者の推薦) 

第９条 前条による理事候補者数が定款で定める定数に満たない場合は、理事会が候補者としてふさわ

しいと判断される会員を推薦することができる。なお、判断するにあたっては、地域性を考慮の上、

当該会員の了解を得るものとする。 

２ 理事会は、前項により理事候補者の氏名等を委員会に提出し、委員会により資格審査に適合するこ

との確認を受けなければならない。 

 

(被選挙資格の取消) 

第 10条 第８条による資格審査に合格した理事候補者又は前条により理事会により推薦された理事候

補者が、告示の前に被選挙資格の無いことが判明した場合は、当該理事候補者資格は取消され、選挙

に立候補することはできない。 

 

(候補者の告示) 

第 11条 理事候補者は、会員理事が選任される年の 1月末日までに本会のホームページに掲載する等

により公表する。 
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(投票を行わない会員理事の選出) 

第 12条 会員理事の定数が定款に定める数に満たない場合は、正会員による投票を行わず、理事候補

者として選出する。 

 

(郵送投票) 

第13条 定款に定める会員理事の定数に対し理事候補者数が超える場合は郵送投票を行うものとする。 

２ 理事候補者の氏名を記載した投票用紙は、会員理事選挙が実施される年の 2月末日までに正会員に

郵送により配布することとする。 

 

(投票の方法) 

第 14条 正会員は、前条により配布された投票用紙を用いて、会員理事が選任される年の 3月末日ま

でに委員会宛に到着するよう、郵送により投票する。なお、締切日当日の消印は、有効とする。 

 

(選挙による理事候補者の決定) 

第 15条 委員会は、締切日までに到着した投票用紙を集計し、有効得票数に関わらず各地区支部から

１名ずつ選出する。ただし、当該地区支部から立候補者がいない場合は、この限りではない。 

２ 委員会は、同一の地区支部から複数名の立候補があった場合は、得票数の最も高い者を会員理事候

補者として決定する。 

３ 委員会は、前２項による決定の後、得票数の多い順に定数の枠に達するまでの者を理事候補者とし

て決定する。得票数が同じ場合は、委員会によるくじ引きによって決定する。 

 

(選挙の終了) 

第 16条 理事候補者の選出をもって、会員理事選挙の終了とする。 

 

(補欠の理事候補者) 

第 17条 第 15条で選出された理事候補者以外の次点者を補欠の会員理事候補者とする。次点者の序列

は有効得票数の多い順とする。得票数が同じ場合は、委員会によるくじ引きによって決定する。 

 

(理事候補者の公表) 

第 18条 委員会は、全理事候補者の氏名を当該候補者の決定後最初に行われる理事会に報告するとと

もに、本会のホームページに掲載する等により公表する。 

 

 (繰り上げ当選) 

第 19条 当選者が当選の日から任期開始後 60 日までの間に死亡、退会、若しくは正当の事由で辞任

または辞退したときは、次点者を繰り上げ当選者とする。 

２ 任期開始後 60 日を超えて欠員が生じたときは、理事会において補欠選挙の有無を決める。 

 

（役員候補者名簿の告示） 
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第 20条 役員候補者の名簿は、最初に行われる理事会に報告するとともに、本会のホームページに掲

載する等により公表する。 

 

（役員選任方法） 

第 21条 役員の総会における選任方法は、次のとおりとする。 

(１) 会員理事 理事候補者ごとに信任投票を行い、過半数をもって決する。ただし、選挙により理

事候補者が選出された場合は、法令等に反しない限り、合理的な方法により決議をすることを妨げ

ない。 

(２) 会員監事 信任投票を行い、過半数をもって決する。 

(３) 外部監事 信任投票を行い、過半数をもって決する。 

 

 (委任) 

第 22条 この規則に定めるものの他必要な事項は、理事会において別に定める。 

 

(改廃) 

第 23条 この規則を改正するときは、総会の承認を得なければならない。 

 

附 則 

この規則は、2016年 7月 1日から施行する。 
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議案第 6 号 代議員選任規則の廃止について 

 

 2014 年 4 月 1 日より公益社団法人日本社会福祉士会が連合体に移行し、これにより代

議員制度が廃止されたことに伴い、2016 年 6 月 11 日をもって本規則を廃止する。 

 

公益社団法人北海道社会福祉士会代議員選任規則  

規則第９号 

2013 年 4 月 1 日制定 

 

(目的) 

第１条 この規則は、公益社団法人北海道社会福祉士会(以下「本会」という。)が、社

団法人日本社会福祉士会(以下「本部」という)の代議員を選出する場合の選任方法等

に関する基本事項を定めることを目的とする。  

(定義) 

第２条 この規則において「代議員」とは、本部定款第 15 条に規定する者を指し、こ

の規則に基づいて選任された者をいう。 

(定数) 

第３条 本部代議員選出規則(以下「本部規則」という。)第６条の規定に従う。 

 (任期) 

第４条 代議員の任期は、本部規則第 10 条の規定に従う。 

(代議員の責務等) 

第５条 代議員は、本部総会に出席し社団法人の社員としての表決権を行使し、結果を

本会理事会ならびに本会会員へ報告しなければならない。  

 (選任) 

第６条 代議員は、本会理事の中から選出され、本会総会の承認を経て選任されるもの

とする。 

２．前項の規定にかかわらず、本部の役員である者は選任されないものとする。  

 (選任の届け出) 

第７条 前条第１項により代議員を選任したときは、遅滞なく本部会長へ届け出なけれ

ばならない。 

 (辞任) 

第８条 代議員は、次に掲げる場合において辞任するものとする。  

(１) 心身の故障のため継続して職務執行に耐えられない旨本人又はその家族が判断

したとき。 

(２) 本部規則第１１条の規定に基づき、代議員が本部の理事に立候補するとき。 

(３) 本会を退会した者、及び他都府県に支部変更した者は自動的に辞任したものと

みなす。 

２．前項により辞任するときは、あらかじめ本会理事会の承認を経て、速やかに本部会

長へ届け出なければならない。 

３．第１項第２号により辞任するときは、本部理事立候補届受理日以前に前条の届けを

行わなければならない。 

(改廃) 

第９条 この規則を改廃するときは、総会の承認を得なければならない。  

附 則 

１．本規則は、本会設立の日から施行する。 
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報告事項第１号 理事会承認事項について（総会提案事項を除く。） 

（2015年度第 2回理事会 2015/6/6） 

１ 第 17回定時総会における理事選任に伴う会長及び副会長の互選を行い、会長に高橋

修一、副会長に山崎加代子・山本幸治・清野光彦理事が再任された。 

２ 理事の担当委員会等を決定した。 

 

（2015年度第 3回理事会 2015/7/25） 

１ 各委員会委員長の選任を行った。 

２ 実態に合わせた文言整理のため、権利擁護センター「ぱあとなあ北海道」運営規程の

一部改正を行った。 

３ ぱあとなあ名簿抹消申請者に対する手続きの手順を定めるため、権利擁護センター

「ぱあとなあ北海道」ぱあとなあ名簿登録規程の一部改正を行った。 

４ 新たに、後見人辞任に関する手続き等を定めるため、ぱあとなあ北海道会員の後見人

等受任ガイドラインの一部改正を行った。 

５ 権利擁護センター「ぱあとなあ北海道」運営委員会委員（学識経験者）に、白戸一秀

氏を選出した。 

 

（2015年度第 4回理事会 2015/10/24） 

１ 2015年度補正予算第１号について、原案どおり承認した。 

  （道キャリアパス支援研修事業補助金等の交付決定に伴うもの。） 

２ 未成年後見制度への対応にかかわる特別検討プロジェクトを設置することとした。 

３ 特定個人情報の適正な取扱いに関する基本方針及び特定個人情報取扱規程を制定し

た。 

 

（2015年度第 5回理事会 2016/1/23） 

１ 2016年度事業計画及び 2016年度収支予算について決定した。 

（ホームページに掲載） 

２ 弔慰金等について会員にも拡大するため、職員慶弔見舞金規程の一部改正を行った。 

３ 慶弔見舞金規程の一部改正等に伴い、職務権限規程の一部改正を行った。 

４ 未成年後見受任候補者紹介に関する北海道社会福祉士会の対応について決定した。 

５ 第 18回定時総会について、以下のとおり招集することとした。 

日時 2016年 6月 11日（土）場所 かでる 2.7 520研修室 

 

（2016年度第 1回理事会 2016/5/7） 

１ 宮澤英雄理事辞任に伴うぱあとなあ北海道運営委員会委員長に、野村宏之理事を選任

した。 

２ 災害時対応ガイドライン及び災害対応マニュアルを制定した。 
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